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立教大学は、145年前の1874年にアメリカ聖

公会の命を受けたチャニング・ムーア・ウィリア

ムズ主教が、築地の外国人居留地に「聖書」と

「英学」を教える私塾として創設された。その教

育の特徴は、リベラルアーツである。それは当時

の日本社会が功利主義、実利主義的価値観に傾斜

していくことに危機感を持ったウィリアムズが、

このような流れとは一線を画し、西洋の伝統的な

教育であるリベラルアーツ教育を教えようとした

ことに始まる。

現在本学が力を入れている教育は、「人生100

年時代を生き抜く力＝人生の構想力を磨く力」で

ある。そのため本学では「立教時間」と呼ばれる

学修システムを取り入れている。これは従来のカ

リキュラムが学年進行であったのに対し、４年間

を「導入期」、「形成期」、「完成期」ととらえ、卒

業までの目標を明確化した上で、正課内外の学び

を自発的、自在に組み立て、学び、振り返ること

を繰り返しながら、自らのビジョンに沿って成長

することができる学修スタイル・学びのことであ

る。

その学びを支える仕組みがｅポートフォリオシ

ステム＝立教時間だ。学生は立教時間を利用する

ことにより、正課だけでなく、ボランティア、語

学試験のスコア、インターンシップなど４年間の

あらゆる学びを蓄積し、振り返り、「なりたい自

分」の実現に役立てることができ、自らの能力を

客観視することができるようになる。

本学は来る2024年の創立150周年に向け、教

育改革に着手している。その大きな柱の一つがAI

人材の育成だ。21世紀は知識創造型社会だ。そ

の時、AIは社会の隅々にまで浸透しているだろう。

したがって、いかにAIを活用し、社会を発展させ

るために利用するのかという視点が重要だ。その

ために日本の大学には、AI技術を理解し使いこな

せる人材養成が求められている。特に、文系学部

が圧倒的に多い日本の大学こそ、AIの理解はもち

ろん技術の修得が必要だ。本学は、2020年４月

にAIに特化した人工知能科学研究科を開設する

が、早い段階ですべての学部学生にもAIを学ぶ機

会を提供しようと考えている。日本政府が年間

25万人のAI人材を輩出することを大学に求めて

いるが、本学は２万人すべての学生にそのような

機会を与える予定だ。

このAIに従来のリベラルアーツを融合すること

で、21世紀の経済社会の課題に応えうる人材、

人生100年時代を構想できる人材を育成・輩出し

たいと考えている。言い換えるならば、これから

の本学の教育は、AI×リベラルアーツ＝21世紀

の経済社会をリードする「グローバルリーダー」

を育成することで、社会の発展に貢献し続ける大

学としてありたいと考えている。

AI研究科の特徴は以下の４つだ。一つは、機械

学習・ディープラーニングの本格的な学修であ

る。機械学習を中心に人工知能やデータサイエン

ス分野、ディープラーニングを本格的に学修し先

端的研究をする。二つは、「社会科学×AI」によ

る革新的な研究と人材育成である。社会科学の専

門知識とAIによるデータ解析を展開し、分野横断

的に活躍できる力を育成する。三つは、産学連携

による「社会実装」の本格展開である。企業でAI

研究・事業に携わっている人材を教員として登用

し、最先端のAI技術を習得させる。また提携企業

との共同研究の成果も教育に還元することで、社

会に生かせる実践的な力を身につけ、社会が求め

るAI人材を育成する。四つは、昼夜間開講により

社会人にも学びやすい環境を提供する。現在多く

の企業でAI人材が不足していると言われている。

彼らが働きながら人工知能科学の学位を得られる

ように、平日の夜間と土曜日に科目を集中的に配

置する。

グローバル化社会に必要なのは、変わらぬ建学

の精神、教育理念と21世紀を見通す洞察力だ。

本学はその手段としてAIを大いに活用し、時代の

半歩先を行く大学へと変貌する。将来に後悔を残

さないために。

立教大学
総長 郭　洋春

リベラルアーツ×AIで人生の構想力を磨く



１つめのキーワードは「地球規模」です。「地

球規模」とは、グローバルとローカルの両立を目

指す考え方のことを指します。地方創生というキ

ーワードが注目をされていた時は、身近な課題を

解決することのみを考えていれば良かったかもし

れませんが、それでは不十分です。自分の国や自

分の地域のことだけ考えれば良いということで

は、「自分ファースト」といっているのと同じで

す。そうではなく、自国・自地域の利害のみだけ

ではなく、地球のどこかで同様の課題を抱えてい

る他地域の人たちの役に立つ取組みへと発展させ

る、という考え方をする必要があります。
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特　集

１．はじめに

本学では、SDGs時代のグローバルリーダーの

育成を目的として、全学においてSDGs教育の実

践を行っています。本学のSDGs教育は、2016年

度から大澤学長の下で推進されている「世代・分

野・文化を超えた共創教育」に沿った取組みであ

り、競争の時代から共創の時代への過渡期に適し

た教育の実現を目指しています。

本稿では、学生主体教育でもある本学のSDGs

教育におけるSDGsの捉え方、４つの特徴、SDGs

教育の成果、今後に向けた課題を紹介します。

２．本学におけるSDGsの捉え方

まず、本学ではSDGsについて独自に３つの重

要なキーワードを設定することで、SDGs時代の

グローバルリーダーとして備えておかなくてはい

けない視点について、全学での共通理解を促して

います。

そのSDGsにおける３つの重要なキーワードは

「地球規模」「バックキャスト」「誰一人取り残さ

ない・置き去りにしない」です。（図１）

金沢工業大学　
SDGs推進センター長 平本　督太郎

SDGs（持続可能な開発目標）と
学生主体の教育・学修の取組み

金沢工業大学における学生主体教育としての
SDGs活用の取組みと課題

図１　SDGsにおける３つの重要なキーワード

大学ではでは教育のの質向上にに向けてけて様様々なな教学改革をを進めているがめているが、学生はは 然依然としてとして授業をを単 得単位修得のの 段手段としてとして考

えているきらいがある。えているきらいがある。授業でのでの学びをびを自分事としてとして捉捉ええ、主体的にに問 発見問題発見・解決にに立ちち向かうかう 欲意欲やや志がが希薄希薄なな

傾傾向がが強い。それにはい。それには、 心関心のあるのある課題にに取組ませませ、自分のの考えでもってえでもって解決にに挑戦挑戦するする仕組みがみが必必要である。そのである。その

ようなような 図意図からから、国連でで 択採択された2030された2030年までにまでに持続可能なな世界をを実現するためのするための貧貧困のの撲滅 地球 境撲滅、地球環境のの保保護、

平和平和とと豊豊かさのかさの享享受など17のなど17の目標と169のと169の具具体策ををテーマテーマに このたびに、このたび学生主体のの学びをとりあげることにした。びをとりあげることにした。

20202020 度年度からから 導 領次期学習指導要領でも「でも「持続可能なな社会のの創創りり手」の」の 成育成をを掲掲げげ、身近身近なところからなところから自分たちにでたちにで

きることをきることを考えさせるえさせる教育をを小中小中高校のの総総合学習でで取りり上げるとしている。げるとしている。大学でもでも 部一部のの 機研究機関やや研究者・ゼミゼミ

等等でで進められているがめられているが、大学全体でのでの教育のの取組みはみは始まったばかりである。17のまったばかりである。17の目標はは独独立したものはなくしたものはなく、相相互

接接続的でで全てがてが関連しし合っていることからっていることから、多 野多分野をを 断横断したした 探求 型課題探求・解決型のの学修として またとして、また、自分とと世界のの

繋繋がりをがりを 付関連付けてけて新新たなたな 値観価値観やや 動行動をを生みみ出すす体験学修としてとして 待期待される。される。大学教育のの質向上をを強化するする一つのつの

視座としてとして 織組織的ににチャレンジチャレンジしているしている大学をたずねてみた。をたずねてみた。
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て、そのための最初の一歩として、既存の社会シ

ステムに潜むトレードオフに注目し、そのトレー

ドオフを解決する手段を考え出す能力を備えてい

る必要があります。

トレードオフとは何かを選ぶ際にほかの何かを

犠牲にしてしまう構造のことを意味します。私た

ちが住む世界は様々な物事が関係しあって構成さ

れているため、特定の社会課題を解決するときに

他の課題が発生している可能性があります。そこ

に注意を払い、同時に解決することを試みます。

本学が技術者倫理教育を重視しているのも、課題

解決に貢献する技術開発が新たな課題を生み出す

というトレードオフ構造が存在するためです。　

誰かが幸せになっても、それによって別の誰か

が不幸になってしまってはいけない。だからこそ、

SDGs時代のグローバルリーダーは、表面的で目

立つ問題、解決しやすい問題に惑わされることな

く、本質的な問題を捉え、トレードオフ構造の解

決を目指していかなくてはいけないのです。

３．学生主体教育としての本学SDGs教

育の４つの特徴

さて、上記のSDGsの捉え方を基に本学では

SDGs時代のグローバルリーダーを育成してきて

おりますが、その成果が評価され、第１回「ジャ

パンSDGsアワード」SDGs推進副本部長（内閣官

房長官）賞を受賞しました。

なぜ本学は、ジャパンSDGsアワードを受賞で

きたのでしょうか？それは、本学SDGs教育の

「全学推進体制」、「学生主体教育の基盤となる教

育体制」、「地域のハブ機能を活かした社会実装教

育」、「課内・課外におけるSDGsに特化した象徴

的な教育カリキュラム」という４つの特徴が評価

されたからだと考えています。以下、それら４つ

の特徴の概要を紹介します。

（１）全学推進体制

本学では、SDGs教育を特定の教員、学生に限

らず、全学部・全学科で推進しております。大澤

学長の力強いリーダーシップの下、全学のSDGs

に関する取組みの横串を通す機能を有するSDGs

推進センターがSDGsに関する方針策定や、パー

トナーシップの構築、象徴的な取組みの創造を行

っております。大学において教員の研究をSDGs

に関連づける動きはよく見られますが、教育とし

て全学展開を行っている大学は存在しなかったた

め、それが評価されたポイントです。

２つめのキーワードは「バックキャスト」です。

バックキャストとは理想の未来を描いた上で今や

るべきことを考えていく方法です。相対する言葉

でフォアキャストがあります。フォアキャストは

今起こっていることから未来を予測するという意

味で、現状の延長上を推測することになります。　

しかしながら、もう既に地球は限界に来ており、

現状の延長上には持続可能な社会は存在しませ

ん。そのため、イノベーションを起こして現状と

はかけ離れた野心的な目標の達成を目指すことが

必要です。すなわち、SDGsでは最初に理想の未

来を描き、それから現在のことを考えるバックキ

ャストがより重視をされているのです。（図２）

図２　フォアキャストとバックキャスト

特　集

バックキャストは、従来の人々の行動を大きく

変えていきます。なぜならば、目的を考えずにも

っとも目に付く取組みから始めるのと、目的を最

初に考えて一番重要な取組みから始めるのでは優

先順位の決め方が異なるからです。

３つめのキーワードは「誰一人取り残さない・

置き去りにしない」です。英語では、No one will

be left behindと表現されます。これは資本主義の

在り方を見直す考え方でもあります。従来の資本

主義においては、最も成果を出しやすいところに

資本を集中投下するという考えが当然だとされて

きました。他方で、その考え方では資本が投下さ

れない場所が生じてしまいます。結果として、民

間サービスや社会サービスにおいて、それを享受

できる人とできない人が存在してしまいます。

実際に、SDGs以前は社会課題の解決をする際

に定量的な目標が設定された場合、その目標を達

成するために効果が出やすいところから課題解決

が進められてきました。結果的に数字上の目標は

達成したものの、課題が深刻なところほど課題解

決のための取組みが十分に行われないという状況

が発生していました。こうした経験を通じて、今

までの考え方では根本的な問題解決ができないこ

とが分かってきたのです。

そのため、SDGs時代のグローバルリーダーは、

取り残され、置き去りにされる人たちを新たに生

まない仕組みを創っていく必要があります。そし
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元々、本学では、学生が教職員に悩みを相談し

やすい環境作りとして「修学相談室」と「カウン

セリングセンター」を設置しています。さらに、

修学アドバイザーとして担当教員が担当学生の

日々の修学状況を把握し、個人面談を通じて自ら

声をあげることができない学生との対話を行って

います。その結果、「面倒見が良い大学」として

14年連続で１位を獲得しています。上記の学生

主体教育に最適な教育体制もこのように積み重ね

てきた基盤があってこそ機能するものだと考えて

います。

（３）地域のハブ機能を活かした社会実装教育

３つめの特徴が社会実装教育です。大学が自治

体や企業、市民団体といった地域のプレイヤーの

ハブ機能を有し、持続可能な地域・産業づくりに

貢献することで、学生は常に現実に起きている社

会課題を生きた教材としながら、自らの成長を促

していくことができます。

本学では、学生が社会実装型の研究能力を習得

できるよう全学生必修の独自カリキュラムである

プロジェクトデザイン教育（PD教育）を行って

います。この教育では、１年次に学内の課題を、

２年次に金沢市役所・野々市市役所・白山市役所

の抱える課題を、３年次以降は自らが強い関心を

持つ課題を対象とし、問題発見から解決に至る過

程・方法をチームで実践しながら学びます。20

年以上の実績を有するPD教育では、地方創生に

おいてSDGsの視点が重視されるようになってか

ら、自治体による課題提示を待つだけでなく、金

沢市役所や白山市役所におけるSDGsの計画策定

から学生が参画・貢献しています。

（４）課内・課外におけるSDGsに特化した象徴

的な教育カリキュラム

４つめの特徴が課内・課外におけるSDGsに特

化した象徴的な教育カリキュラムです。まず、課

内では経営情報学科内に全学部・学科の学生が受

SDGs教育を全学部・学科で推進できている最

大の理由は、本学が「教育付加価値日本一」を目

指すことを公言している大学だからだと考えられ

ます。様々な専門性を持った教員が集まる大学に

おいて、全学体制を構築することは容易ではあり

ません。異なる研究領域間での優劣をつけること

はできないためです。しかしながら、教育付加価

値という視点で考えれば、取組みの優先順位を決

めることができます。

本学ではSDGsを次世代のグローバルリーダー

の必須科目だと捉えており、本学が生み出す教育

付加価値をさらに向上するために必要だと考えま

した。だからこそ、日本でSDGsが注目されてい

ない時点から、全学体制でSDGs教育を推進する

ことができたのです。また、本学では、各学部・

学科における教育の成果がSDGsのどの目標に強

く関連しているのかを全教員が参画する全学部会

においてモニタリングすることで、学部・学科間

の連携を促しております。

（２）学生主体教育の基盤となる教育体制

２つめの特徴が学生主体教育です。本学では、

学生・理事・教職員が三位一体の教育を推進する

ために共通で有する行動規範が存在しています。

「人間と自然セミナー」という自然・海洋活動を

通じて定着する９つの行動原則から構成される

「KIT-IDEALS」を共通の価値観とし、学園共同

体として学生・理事・教職員がお互いに一人ひと

りの人間として尊重しあい、協力しあうことで、

あるべき未来の創造を目指しています。

従来の大学教育では、教員が過去の成功体験や

既存の知識を学生に教授し、それを職員がサポー

トするという考え方が一般的です。現在の延長上

として未来が予測できた時代には、それが最適で

した。しかしながら、フォアキャストよりバック

キャストを重視するSDGs時代においては、この

手法は上手く機能しません。過去の経験・知識こ

そが持続不可能な地球を生み出してしまったた

め、それを重視しても地球は持続可能にならない

のです。そのため、未来を担う学生が自らの興

味・関心を基にあるべき未来を描き、その実現に

向け行動することを、専門的な見地から教員が、

学生の最も身近におり、地域社会との接点を有す

る社会人として職員が、それぞれ学生と同じ立場

から支援する学生主体型の教育が必要となりま

す。（図３）

図３　学生主体教育に最適な教育体制

特　集
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き、海外でも高い評価を受けました。

さらに、SDGsにおける学生の主体的な取組み

機会を整えることは、学生の学修意欲の向上につ

ながり、大学院進学やオープンキャンパス等の学

生募集にも結びつき始めています。大学院進学に

ついては、SDGsに取組んだ結果として学修意欲

が向上し、学科によって従来の３〜４倍の学生が

大学院進学を希望するようになりました。また、

学生募集については、高校生向けのオープンキャ

ンパスにおいて、学生主体の取組みが高校生から

も高く評価され、SDGsをテーマとした学科体験

を行った学科では、同学科比で従来の３倍以上の

高校生が参加するようになりました。

最後に、企業や自治体等の学外ステークホルダ

ーとの連携数の増加です。先述したリバースプロ

ジェクト以外にもSDGsに関心を持った様々な企

業・組織との連携が始まり、その成果も評価され

てきております。例えば、近隣の自治体との連携

として、白山市のSDGs未来都市の選定に貢献し、

産業界との積極的なSDGs領域での連携の成果と

して、共同研究企業である金沢にある自動車リサ

イクル企業の会宝産業による第２回「ジャパン

SDGsアワード」 SDGs推進副本部長（外務大臣）

賞の受賞に貢献しました。

このように、学生主体のSDGs教育は、世界共

通語であるSDGsの特徴を生かした学生の国際的

な活躍の場の創出、学生の学修意欲向上、学外ス

テークホルダーとの連携による社会実装教育の機

会増加を生み出し、それがさらにSDGs教育の充

実に寄与するという好循環を生み出しています。

５．今後に向けた課題

今後、本学のSDGs教育のさらなる発展を目指

し、「世代・分野・文化を超えた共創教育」の３

つの要素ごとに課題を設けております。小学校・

中学校・高等学校等の教育機関に所属する若者た

ちが、本学の取組みに参画できる仕組み、若手・

中堅教員を中心とした学際的な研究ネットワー

ク、本学から生み出された地域課題の解決策やそ

の検討手法の世界への横展開を促す仕組みを構築

していきます。

上記の課題に取り組むことで、本学では、今後

もSDGs教育を発展させていきます。学生が自ら

考え自ら行動する、それをSDGsという世界共通

言語を活用し地球規模に促進し支援する仕組み構

築・体制構築が、今後の教育に望まれることだと

考えています。

講可能なSDGs に特化した授業として、SDGsの

各目標に対する世界の現状を把握し、自らの問題

意識を再認識する「環境技術イノベーション」、

実際にSDGsの達成に貢献するプロジェクトを企

画・実践する能力を身につける「社会システムイ

ノベーション」を設置しています。

また、課外として、全学部・学科の学生が参加

できる学生団体「SDGs Global Youth Innovators」

が設立されており、SDGsアクションの創造と推

進を行っております。取組みの代表例としては、

俳優の伊勢谷友介さんと龜石太夏匡さんが共同設

立した株式会社リバースプロジェクトと連携し、

子どもから大人まで幅広い層の人々が楽しみなが

らSDGsの本質を学ぶことができるカードゲーム

『THE SDGs Action cardgame「X（クロス）」』を

共同開発し、既に7,000人を超える人々に体験を

していただいております。開発した学生たちは、

経営者や自治体職員等に対して、ワークショップ

を依頼され、全国各地に派遣されファシリイテー

ターを務めるようになりました。また、カードゲ

ームは SDGs推進センターのウェブサイト

(https://www.kanazawa-it.ac.jp/sdgs/)から無料ダウ

ンロードできますが、製品化の要望が多く、クラ

ウドファンディングで支援を募った結果、約332

万円の資金が調達でき、2019年５月１日から製

品版の販売が開始され、現在はアプリ版の開発も

進んでいます。（図４）

図４　製品化されたカードゲーム

４．SDGs教育の成果

以上４点の特徴を有するSDGs教育によって学

生の主体性が引き出された結果として、多くの成

果がすでに生み出され始めています。

まず、学生の国際発表の機会の増大です。上記

の学生が共同開発したカードゲームは、国連機関

の評価も高く、海外のSDGs関連の公式イベント

等にも正式に参加が認められ、結果として、出身

地ベースで累計65か国以上の人々に体験いただ
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SDGs（持続可能な開発目標）と学生主体の教育・学修の取組み

１．はじめに

創価大学は1971年４月の開学以来、「学生第一

の大学」という表現で学生主体教育を重視する姿

勢を堅持してきました。建学の精神の一番めには、

「人間教育の最高学府たれ」とうたわれています。

知識やスキルの伝授という講義型の形式が大学教

育の一般的スタイルであった時代にあって、本学

は全人的教育を意味する人間教育を、建学の精神

の第一に掲げて出発しました。その具体的な表れ

が、教職員が学生の知的成長と人格的成長の双方

に責任をもってあたるという「学生第一の大学」

の姿勢にあったと言えます。

開学以来ほぼ半世紀を経て、本学の学生主体教

育は大きく発展してきています。大学名の「創価」

とは「価値創造」を意味しますが、今日の時代に

即して言えば、大学教育を通じて知的・人格的な

成長を遂げた学生が、自己の幸福のみならず、社

会に対してもその平和と発展に資すべき価値を創

造し、さらにそれを国際的なステージに広げてい

くことと言えるでしょう。そうした資質を備えた

人間を本学では「創造的世界市民」と名付け、そ

の輩出を教育目標に掲げています。

２．学生主体教育を推進する教育プログ

ラムと教育方法

2014年に本学は文部科学省の「大学教育再生

加速プログラム」（通称AP）のテーマⅠ・Ⅱ複合

型に採択されました。学生主体教育の強化を目指

して「アクティブラーニングの質的向上」と「学

修成果の可視化」を事業の両輪に据えました。学

生自身が初めに授業に期待する学修成果を確認

し、受講途中にその達成状況を改めて点検し、受

講終了時に振り返りを行うという「アセスメント

科目」を全学部で設定しました。卒業までに３科

目で振り返りを行いますが、「問題発見／課題設

創価大学副学長
創価大学SDGs推進センター長 田中　亮平

創価大学におけるSDGs教育の取組み

定」、「建設的他者評価」などの項目ごとに４段階

のルーブリック表で学生に自己評価してもらいま

す。自己の成長を確認しつつ、知識の修得と並ん

で社会性や倫理性を備えた自立した学修者となる

ことで、「創造的人間」を育成するという取組み

になっています。

同じく2014年に採択されたスーパーグローバ

ル大学創成支援（SGU）では、「人間教育の世界

的拠点の構築」をテーマに掲げました。学生の派

遣・受入の拡大を通じ、キャンパスのグローバル

化を目指す「グローバル・モビリティ」を筆頭に、

４つの重点取組みを構想の柱として掲げています

が、いずれも本学の「学生第一の大学」という理

念をグローバルなステージで展開し、創造的世界

市民の育成を目指す取組みとなっています。

３．SDGsに参画する学生規模と主な授

業事例

以上述べた理念や取組みの蓄積と並んで、本学

は国連の諸活動との連携も推進してきました。近

年では2016年に国連難民高等弁務官事務所

（UNHCR）との間で「難民高等教育プログラム」

の協定を締結しました。日本で暮らす難民に高等

教育の機会を与えるプログラムで、現在３名の学

生を受け入れて、「目標４：質の高い教育をみん

なに」に貢献しています。また2017年には国連

開発計画（UNDP）と包括連携協定を結び、講師

派遣や共同セミナーをはじめとする啓発事業を促

進しています。さらに2018年には国連食糧農業

機関（FAO）と交流協定を締結しました。これは

SDGsの実現を目指す上で重要な要素となる「食

料安全保障」に関して学ぶ機会を提供するための

ものです。このほかにも本学は国連と世界の大学

等の高等教育機関との連携を推進する取組みであ

る国連アカデミック・インパクトにも参加してい
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ます。

これらの連携にもとづき開催した特別講義など

を通じて、国連の取組みに対する理解が深まると

同時に、国際的な視野で自律的に学ぶ態度の醸成

が期待できます。こうした全学的な学修環境づく

りを背景に、特にSDGs達成を意識した取組みが、

一方では教育プログラムを通じて、他方では授業

内外における学生の主体的な活動によって、展開

されています。

の活動があります。例年グローバル・シチズンシ

ップ・ウィークと銘打ってSDGs 17の目標達成へ

向けた啓発活動を展開していて、昨2018年の期

間中は「SDGs達成への世界市民としての行動」

をテーマに掲げ、計５つの企画を実施しました。

このほかにもUNHCR難民映画祭の学校パートナ

ーズとして、ロヒンギャ難民のドキュメント映画

の上映会を行うなど、精力的に活動しています。

４．学生主体教育の効果、課題・展望など

SGU採択後の各種の事業と、SDGsを意識した

前述の授業内・授業外の取組みによって、本学の

学生主体教育の国際化が着実に進展してきまし

た。近年目立つようになった各種国際会議への学

生の積極的な参加にそのアウトカムの一例を見る

ことができます。例えば2017年には国連本部で

開催された「持続可能な開発のためのハイレベル

政治フォーラム」の日本代表として本学の学生が

参加しました。また年に一度G20各国の女性代表

が集って開催されるGirls20 Summitという国際会

議がありますが、2018年までの４年間連続して

本学学生が日本代表に選出されました。

国際連合教育科学文化機関（UNESCO）を中心

とした「持続可能な開発のための教育」（ESD）

に貢献するため、「ユネスコスクール支援大学間

ネットワーク」（ASPUnivNet）に昨年本学も加盟

しました。教育学部と教職大学院を中心に、地域

の小中学校を対象としたセミナーを開催し、ユネ

スコスクールの啓蒙と、申請を目指す学校の支援

を行っています。

本学は2021年に創立50周年を迎えますが、

「価値創造」の理念はSDGsの理念と方向性を同じ

くしているとの考えから、「価値創造×SDGs」と

題した複数回のイベントを計画しています。国際

シンポジウムをメインに、多様なステークホルダ

ーとも連携し、学生主体の企画を盛り込んで開催

していきたいと考えています。

これまでのSDGs関連の様々な活動を統括し、

連携を強くして活動間の相乗効果を高めるため、

このほど「創価大学SDGs推進センター」を設置

しました。今後はこのセンターを中心にSDGsの

実践に向けてさらに学内外の意識啓発を進めてい

きたいと考えています。

写真１　FAO駐日連絡事務所のチャールズ・ボリコ所長

の講演

教育プログラムの例として、全学共通科目とし

て提供されている「世界市民教育科目群」があげ

られます。そこではSDGsと関わりの深い「平和」

「人権」「環境」「開発」の４分野に力点を置いた

科目群も含まれています。2018年度は科目群全

体で延べ約5,400名の履修者を数え、そのうち上

記４分野に限っても延べ約2,100名にのぼりまし

た。これは１学年の学生数と比較すれば、前者は

３倍以上、後者は1.2倍を超えています。この分

野に対する本学学生の関心の高さを示していると

言えます。

また学部横断型のグローバル・シチズンシッ

プ・プログラム（略称GCP）もあります。６学部

から希望者を約30名選抜し、数理処理能力と英

語力を集中的に鍛えるとともに、SDGsをはじめ

とする国際的な課題に対して解決策を考えるプロ

グラムゼミを組み合わせたものです。２年間のプ

ログラム終了時にプロジェクト発表会があります

が、毎年非常に高いパフォーマンスを示してくれ

ます。

授業外における学生主体のSDGs推進の一例と

しては、2014年の国連アカデミック・インパク

ト加入に伴って発足した学生団体ASPIRE SOKA
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SDGs（持続可能な開発目標）と学生主体の教育・学修の取組み

１．はじめに
本学は、開学以来「実学主義」を教育の柱とし

てきました。2015年度に創設された新しい工学

部では、「サステイナブル社会」の実現を通して

SDGsの達成に貢献できる人材を育成するため、

学科共通の教育科目として「サステイナブル工学」

を設定しています。本稿では、その全体像と、

PBLを活用した独自の実学教育である「サステイ

ナブル工学プロジェクト演習」の実施状況につい

て報告します。

２．「サステイナブル工学」教育の構造
工学部には機械工学科、電気電子工学科、応用

化学科が設置されていますが、「サステイナブル

工学」を基盤技術に位置づけ、三学科共通の授業

を段階的かつ重層的にカリキュラムに組み込んで

います。また、各学科では、専門領域に特化して、

SDGs関連の材料・デバイス、設計・製造、シス

テム等に関する授業を実施しています。

共通授業の第一段階は講義主体の「サステイナ

ブル工学基礎」であり、２年次前期に三学科合同

（約280名）で開講しています。「サステイナブル

社会」の多様な論点（環境、生活、経済）におけ

る課題や対策技術の現状と動向、社会問題を定量

評価する手法等を学ぶとともに、都度グループ討

議を行い、問題の理解度を確かめ合いつつ解決策

を検討して知識の整理と高度化を図ります。また、

施設見学等を通して、問題意識の醸成や将来の学

修に対するモチベーションを高めています。

第二段階の「サステイナブル工学実習」では、

「ライフサイクル思考」に基づいた技術開発を行

うための科学的アプローチを開始します。独自の

就業体験プログラムと並行して実施される学科別

の講義実習として、製品等の環境影響を分析する

「ライフサイクルアセスメント（以下、LCA）」に

全員が取組みます。こうして、サステイナブルな

生産と消費にとって不可欠な評価技術となるLCA

の理論と実践的解析法を習得しています。

東京工科大学
工学部教授 芝池　成人

東京工科大学の「サステイナブル工学」教育

３．SDGsを見据えた実学教育
共通授業の最終段階がPBL形式の「サステイナ

ブル工学プロジェクト演習」です。再び三学科合

同で３年次後期に開講しています。具体的には、

各学科の学生が混在する少人数のチームで、身近

な製品を対象にLCAによる定量的な分析を行った

後、その環境影響だけでなく機能的価値や経済的

価値を考慮した統合化指標を作成して、対象物の

サステイナビリティを評価します。さらには、そ

の向上を目指した改善策を立案し、チームの成果

を受講生全員の前で発表します（写真）。

これまでに、照明灯の温室効果ガス削減や飲料

缶の機能的価値の向上といった興味深い検討事例

が数多く報告されています。ニーズを意識した総

合的な分析評価や、技術と社会経済との関連に配

慮した改善策を検討することにより、着実な視野

の広がりと協力する姿勢を涵養しています。

４．まとめ
以上、本学の「サステイナブル工学」教育につ

いて簡単に紹介しました。「サステイナブル社会」

に纏わる課題や対策技術、評価手法等を多角的に

学び、LCA実習、専門分野の異なる学生によるグ

ループワーク等を積み重ねてSDGsの達成に貢献

できる人材を育成しており、今後も多彩で機動性

に富む実学教育を積極的に展開する所存です。

写真　評価結果のプレゼンテーション風景
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特　集

SDGs（持続可能な開発目標）と学生主体の教育・学修の取組み

１．はじめに
SDGsは、政府や企業だけではなく、個人レベ

ルでの当事者としての行動も必要とされています

が、それは困難です。なぜなら、SDGsの全体像

をつかむこと自体がほとんどの人びとにとって難

しいことですし、「私一人では何もできない」と

いう無力感とあきらめが人びとの間に根強くある

からです。学生も例外ではありません。

そうした問題意識から私は今、SDGsを達成す

るために現在から2030年までの道のりを体験し、

「世界はつながっている」、「私が起点であること」

を実感してもらうことを教育目的として、カード

ゲーム「2030SDGs」体験会を授業などで開催し

ています。このカードゲームは、一般社団法人イ

マココラボと株式会社プロジェクトデザインとが

共同で開発したものです。これまでにおよそ５万

人が参加し、今年４月には国連の日本代表部でも

開催されています。

２．本学での取組み
私は、このカードゲーム体験会を昨年５月の私

が担当する授業「基礎演習」（１年次20名の初年

次教育科目）を皮切りに、今年２月ブータン王国

で「ブータンにおける持続的コミュニティ創生国

際共修プログラム（本学とRoyal Thimpu College

（RTC）の学生計８名）、今年度は私が担当するゼ

ミや「基礎演習」合同クラスなどで実施してきて

います。もちろん「このカードゲームはSDGsを

実践するための入口だから自分の周囲でも流行ら

せたい」との思いから、それこそ「私が起点」と

考えて個人で始めたものです。そのため、まだ私

が担当する授業が中心ですが、徐々に同僚の教員

のクラスでの実践も広がりつつあります。

ここで、カードゲームに参加した「基礎演習」

の学生たちの典型的な感想を紹介しましょう。

・「自分の毎日の生活での小さな選択の積み重ね

で世界はつくられているから、もっと自覚的にな

りたい」

・「周りの人達と協力している間に自然と仲が深

まっていたし、世界のことについても考えられる

いいゲームだと思いました」

・「世界で起こっている社会問題や環境問題を他

人事ではなく、自分事として意識していこうと思

いました」

関西大学
商学部准教授 長谷川　伸

関西大学商学部での
カードゲームを活用したSDGs教育の試み

・「ゲームを通じて自分のことだけじゃなくて周

りのことも考えて行動することは大事だというこ

とに気づけた」

・「SDGsをゲームのように感じていたが、やり

きると現実社会に類似した点が多く、社会環境経

済と目標の両立の難しさを感じた」

・「経済社会環境の３つの要素があるけど、どれ

も大切でかつそれぞれ独立してなく繋がってるん

だなと思いました」

それぞれの学生の成熟・発達段階に応じて受け

止めは異なりますが、このカードゲーム体験会に

対する学生の評価は比較的高く、おおむね「世界

はつながっている」、「私も起点」につながる気づ

きを生み出していることがわかるかと思います。

これはカードゲームによる教育の成果と言えます。

３．まとめ
このカードゲーム「2030SDGs」体験会の実践

を通じて見えてきたのは、参加者（学生）の無力

感とあきらめを緩和して「世界はつながっている」

「私も起点」との気づきをもたらし、参加者同士

の信頼関係の醸成にもつながるということです。

自己肯定感と自己効力感が高く、信頼関係を築き

ながら、自分の人生を自分の脚で歩んでいく学

生・若者こそ、SDGsを成し遂げていく未来の希

望です。そうした彼らに真正面から誠実に向き合

い、あたたかく見守る責任と覚悟が大学とその教

職員に問われています。

なお、このカードゲームの概要については下記

のウェプページを参照してください。

カードゲーム「2030SDGs」の紹介
https://imacocollabo.or.jp/games/2030sdgs/

写真　今年２月ブータン王国でのカードゲーム体験会
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スマートマシンと人間の専門知識：

高等教育の課題

Smart Machines and Human Expertise: Challenges for Higher Education

ダイアナ・オブリンガー（EDUCAUSE 名誉会長）

EDUCAUSE Review, vol. 53, No.5（2018年９・10月号）

概要
機器やシステムは、益々高性能で高い能力を有するようになっている。これらは本格的なパートナーとして人々とと

もに働いて、高度な専門知識の拡張、才能の発掘と育成を支援している。私たちの専門的職業の変化に伴って、高等教

育は如何に対応するのだろうか？

Alexaはあなたに話しかける。Googleはあなたの質問の回答を見出す。Amazonはあなたの好みを知っている。

Facebookはあなたの友人を知っているだけでなく、完璧なパートナーを見つける手助けをすることができる。これらの

プラットフォームは私たちが行動する直前に何を考えているのか知っているように見える。

私たちの世の中は人工知能（AI）、データ、自然言語処理、自動化、そしてロボットなどのデジタル　スマートネス

（デジタルの機敏性）の恩恵を受けており、それは殆ど目につかないにも拘らず、私たちに強い影響を与えている。この

デジタル　スマートネスは世界経済に大規模の影響を与え、2030年までに世界のGDPを15兆７千億ドル上乗せすると予

測している。生産性と賃金が増大し、より多く買うか、より良い製品を買うか、或いはより多くの良い製品を買うかが

可能になる。AIとロボットによって駆動される自動化は2030年のアメリカ労働人口の３分の１が技術の再習得を必要と

すると推測され、その内、ほぼ10％の職は現在未知の分野である1。「スマートマシン」が経済や我々の専門的職業にこの

ような強い影響を与えて行くとすれば、高等教育はどのような意味があるのだろうか？　例えば、チャットボットはこ

れからのティーチングアシスタント（TA）になれるだろうか？

ジョージア工科大学のAIコースのための最初のTAの「ジル　ワトソン」は、学生の質問にとても上手に応答するので、

かなりの学生が「ジル」をこのコースにおける最適なTAとして任命することを望んでいた。イギリスのベケット大学で

は、チャットボットが、入学見込者の可能な学修コースを見つける手助けをしている。ジョージア州立大学（GSU）は

AIチャットボットを用いて履修登録と経済支援に関する質問に、ピーク時には一日２千件に応答し、最初の夏の利用で

は20万の質問に回答した。（システムの回答の信頼性が95％未満の場合、問合せは担当職員に回される）しかし、その強

烈な影響は問合せの量にとどまらない。GSUでは、「夏どけ」（すなわち、まだ登録されていないが認められている学生

の浪費）を20％減少させることに役立て、質問にタイムリーに回答できると推測している。オーストラリアのディーキ

ン大学は、チャットボット、AI、音声認識、予測分析エンジンを組み合わせて学生にアドバイスを提供する知的な仮想

アシスタントを創作して、プラットフォームGenieを作成した。チャットボットは英語の個人教師として適切であるのか

もテストされている2。

チャットボットの利用は増えているにも拘らず、デジタルアシスタントは将来重要になることを予測しているが、現

在はあまり重要視されていない。単科および総合大学は教育を提供するためのテクノロジーの利用をさらに前進させる

ことが求められている。高等教育指導者は、AI、ビックデータ、分析、ロボット工学、そして広範な連携が、教育の本

質をどのように変えるのかを考慮しなければならない。私たちの周りの世界の人々はますます賢くなっている。スマー

トマシンの世界では専門家であるとは何を意味するのか？

身の回りのスマートマシン
これらの有能なシステムは、情報をより迅速かつ正確に検索して提示するだけでなく、問題を解決し、アドバイスを

提供する。医療記録、財務データ、購入品、ソーシャルメディアなどの情報をコンピュータで処理し機械学習で予測や

勧告する。今日のAIは、膨大な集積データ、メモリ、処理能力可能な「力尽く」のコンピュータ処理を行っている。信

じられないほどの速さで命令を処理し、更に、これらの機器は独自のガイドライン作成し、人には目に付かないパター

ンを見出すことができる。AIは、IBMのWatsonにより、例えば、医療指針、医療文献、医師が癌を診断し、治療を支援

する特許データなどを集めることを可能にしている。AIと画像処理・イメージ分析ソフトウェアは脳卒中の診断と治療

を迅速化している3。

デジタル　スマートネスは他の様態としても現れる。医療において、ロボットは外科医の精密な手術を成し遂げこと

本稿はEDUCAUSEの許可を受けて本協会の事業普及委員会翻訳分科会で翻訳したものです。

原文　 Smart Machines and Human Expertise: Challenges for Higher Education
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を可能にする。電子商取引施設における協働ロボットは、２〜３倍速く100％に近い精度で品目の“ついばみ”（すなわ

ち、選択）作業を手助けする。他の作業の中でも、ROVs（遠隔操作車）は、人の他惑星の探索、活火山のデータの収集、

炎上中の建物の被災者の捜索を可能にしている。ロボットのような義肢や外骨格は、身体の一部を失った人や運動障害

のある人を助ける。自動運転の車やトラックは輸送を効率化させる。飛行ロボットであるドローンは、消火活動から農

業に至るまで利用数が増加しており、1,270億ドルの経済効果と推定されている。宇宙空間における製造と組立てにおい

ても、自律ロボットと積層造形技術（すなわち、3-Dプリンティング）の活用が探求されている4。

現代のロボットは、物理的世界と相互作用する。ロボットによるセンシング技術は、信号処理技術を通じて「聞く」

能力、画像処理を通じて「見る」能力、圧力とパターン処理を通じて「触れる」能力を装置に与えている。更に、この

世代のロボットは感情を検出し表現することができる。機器が感情移入を示す社会的な付き添い技術は、健康状態を監

視するだけでなく、孤独との戦いを支援するための探求もしている。このような一部ロボット、一部AIのシステムは、

生き物のような模倣的な動きや“話しかけ”を使って、思い出や情報を提供し、人を相手に学び、彼らを支援している5。

スマートマシンがこれら全ての人の作業を引き受けることができるとしたら、それは、人にどのような影響をもたら

すのか？　私達にとって、修得することや行うことは少なくなるのか、それとも多くなるのか？　そして、このように

大きな影響を経済や労働力に及ぼすこれらのスマートマシンは、高等教育にとって何を与えるつもりであるのか？　人

にとって代わると言うよりは、スマートマシンは、人間の才能を拡張させる、つまり私たちはマシンをパートナーとし

てともに働くことを学んでいく必要が在ることを意味している。私たちの専門的職業における変化は益々急速になり、

高度な専門的知識の発展と発見のやり方もまた同様に変化していくことを示唆している。

高度な専門的知識の拡張
AIとロボット工学が自動化の波を促進してきた（人工認識、安価なセンサ、機械学習、そして分散型スマート技術に

基づいて）肉体労働から知識労働まで事実上、あらゆる仕事にかかわってくることになろう。しかしながら、自動化

（automation）は、拡張化（augmentation）より、少し適切でない用語かも知れない。チェスの元世界チャンピオン、ギ

ャリー・カスパロフ（Garry Kasparov）は次のように述べている：「人間はAIに置き換えられるのではなく、高い地位

に上げられる。」マシンにより生成される知見は、知見を増幅し、ちょうど望遠鏡が私たちの視覚能力を拡大してくれる

ように、私たちの知能を拡張してくれる。AIを「拡張知能」と考えよう。ますます知的になる機器が私たちをより知的

（smarter）にしてくれる6。

機器がより多くのことができるようになると、専門的職業の役割も移り変わっていく。自動化された仕事は新しい仕

事に取って代わられる。歴史的に見て、新しい技術により仕事が失われることよりも、多くの仕事が創出された。例え

ば、イギリスでは、自動化によって80万人の低技能職（例えば、コールセンターなど）が取り除かれ、同時に350万人の

高技能職が生み出されたと推定されている。ただし、熟練度の高い職種では、しばしば再訓練が必要になる。ドイツの

自動車部品メーカーであるボッシュでは、ロボットをツールとして使えるように、溶接工、部品接合工、機械工が、（プ

ログラミングの）基本的コーディングスキルの訓練を受けた7。

こうして、AIであれ、ロボット工学であれ、あるいは別の技術であれ、今日の機器は人間の能力を拡張し、人間の知

性を増大して、パートナーとして専門家と共に働くことができる。

データ主導の洞察
「知識処理」（情報検索よりもはるかに精巧なもの）は、専門家の仕事とて新しい取り組み手法の一例である。

今日のシステムは、大量の情報を獲得かつ再利用し、コンピュータにより何百万人もの過去の患者のデータベースと

比較ができる。法曹界では、知的検索システムが大量の文書の検証において、新米弁護士や弁護士補佐（paralegal）を

凌ぐことができる。過去の何十万件もの判例データベースをクリックすれば、判決の予測ができてしまう。機器は膨大

な情報を使い果たして、パターンを識別し、予測することで、専門家は違ったやり方で業務が行える8。

高等教育の専門家の仕事がどのように変化しうるかは、科学研究が一つの例となる。データ集約型科学と計算科学は、

理論的研究や実験的研究の伝統を拡大した。今日、AIおよび自動仮説生成プラットフォームは、科学文献を採掘し、研

究者が最も有望な分野に研究室の資源を集中できる仮説を定式化する支援に使用される。

例えば、ベイラー医科大学はIBMのWatsonを使用して、知識統合ツールキット（Knowledge Integration Toolkit, KnIT）

を設計した。KnITの一つの試験では、腫瘍抑制に重要なタンパク質であるp53の機能特性に焦点が当てられた。試験時

には、p53を含む科学論文が７万件以上あった。人は１日に１〜５本の科学論文を「使い尽くす」ことができるので、そ

うすると研究者はせいぜい、約38年間（１日に５本の科学論文を使い尽くすと仮定して）を要して既存の研究を自分に

同化することになろう。KnITは１か月で、研究者がp53をリン酸化する（またはオンにする）６つのたんぱく質キナー

ゼ特定の成功を支援した；それ以前の30年間には28個発見されていた。

研究と開発（R&D）の過程の多くの段階において（観察、仮説生成、実験設計、そして結果の分析）AIは人間の能力

を拡張し、効率を高め、そして成果を向上させる洞察を提供できる9。
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アクセスしやすくなった専門知識
スマートマシンは人よりも高速かつ正確に作動できるが、それらは必ずしも人と同じプロセスを使っているわけでは

ない。法律分野からの例を考えてみよう。紛争当事者間で解決不可能な時、その紛争は法廷に持ち込むことができる。

法的請求の解決には時間もかかり、費用もかかり過ぎるので－オンライン商取引でよく見られるような低レベルの請求
は、割に合わない。eBayは、紛争を裁判所に持ち込むのではなく、オンライン紛争解決手続き（ODR）を使用して年間

約6,000万件の紛争を解決している。ODRによる取り組みのひとつは、被告からの申し出と原告の要求を適合させる３ラ

ウンドの匿名入札システムである。原告の要求額と被告の提示額のマッチングを試みるオファーが近い場合、システム

は入札の差額を分割し、決済を宣言する。第１ラウンドで多くの紛争が解決される10。

ODRの利用は、オンライン商取引に限らない。無過失責任保険や財産税不服申立ての解決にも用いられている。例え

ば、ニューヨーク市では、人身傷害請求にも利用され、全体の66％の訴えが30日以内に解決し、1,200件の処理にかかる

訴訟費用1,160万ドルの節約になっている。イギリスでも、将来の選択肢としてODRとインターネットベースの法定サー

ビスを検討中である。現在の低レベルの民事訴訟の司法制度は時間と費用がかかり過ぎ、複雑なため、多くの人々にと

って手が届きにくく、手に負えないものとなっている11。

重要なのは、機器を使うと何か違った様にできることではなく、そこから引き出される結果から私たちが恩恵を得ら

れるかである。専門知識を共有することで、社会が恩恵を受けるわけで、それは法律の分野に限定されず、医療、教育、

ビジネス、建築、農業、工学と幅広い。

世界的規模で、この専門的知識に対する莫大な量の需要には応えられていない。思考力を持たない高性能の機器は、

必ずしも人と同じように動作しないが、指針の提供や、問題解決への到達により、専門家がこれまでなかったほどに専

門的知識をもっと身近で手の届くようにしてくれる12。

集合的専門知識
私たちは、専門家の仕事を熟練者（experts）により行われているとみなす傾向がある。（すなわち、学位を持ち、その

職業が専門家と定義されている人たちである）しかし、ささやかな貢献をする人たちが大勢集まり、科学の進歩、社会

的運動、製品の革新、資金調達、さらにそれ以上のことに強い影響を及ぼす力を生むのである。

オンライン・イノベーション・プラットフォーム（Online innovation platforms）は、「集団的知性（collective

intelligence）」を投資化するために過去10年間に登場したもので、（熱狂的なボランティア）が問題解決のために参加す

るように、多くの人たちに奨励している。プラットフォームは、連携の規模を拡張し、得られる専門知識の範囲を拡大

する。認知の多様性の増大によって得られたアイデアや洞察は、新しいアイデアを掻き立てることを可能にする13。

さらに、技術革新（または発見）までの時間を短縮することができる。例えば、InnoCentiveは科学的問題の解決の場、

情報センターである。「課題」は、企業、非政府組織（NGO）、その他の非営利団体から届いている。最善の解決策には、

少しばかりの見返りがある。例えば、発展途上国で、雨水を125ガロンあたり20ドル以下で提供する安全に手頃な価格で

集める方法を見つけると、15,000ドルの報酬が提示された。チームは自発的に編成され解決策を提出する。課題の半分

以上は、しばしば予想された知識や専門知識の分野外の人々によって解決がもたらされている。その理由は、問題に対

して独自の視点を持ち込むからである14。

一般の人たちの経験を引き出して専門的職業を進めるための「経験の共同体」は、もう一つ別の形態の「集合的知性」

である。その一例として難病や慢性疾患に苦しむ患者のためのソーシャル・ネットワーキング・サイト(Social

Networking Site)、「PatientsLikeMe」がある。このプラットフォームは、患者やその家族に精神的な支援するよりもっ

と、多くのことをなしている。60万人以上の人たちが、2,800に亘る彼らの経験を報告している。4,300万以上の標本値

群を集約して整理し、そのデータを臨床医、薬品会社、連邦機関、その他の機関と共有し、研究と革新を可能にしてい

る。「データを提供すればデータを得る」理念を利用して、患者に新たな治療法を提示し、他の人々とつながることを助

けている。

高等教育への示唆
スマートマシンは、専門職の仕事を再構成している。機器によってされた仕事だと何か不穏な思いになり得るとして

も、重要なのは誰が仕事をするかではなく、その成果である。「人」がやったのか、それとも「機器」がやった仕事の方

がうまくできるのか？　例えば、最先端の製造分野や医学の分野では、ロボットの方がずっと正確かつ信頼性も高い。

しかし、機器の方が仕事をうまくできるからといって、仕事がなくなるわけではない。患者の傷を縫合するロボット

が外科医に代わるものではない。人間の行う低いレベルの仕事は、より高いレベルの仕事へと置き換わることができる。

このことは、高等教育にとって何を意味するのだろうか？

一つの答えは、AI、ロボット工学、アナリティクス（データの有意な規則性を発見する活動）、それ自体が学問分野に

なることである。これらが、多くの単科・総合大学で、主専攻、副専攻、重点分野、免許・履修課程、課程として浮か

び上がっている。しかし、スマートマシンは、高等教育において、さらに大きな変化を促進するだろう。３つの分野で

その意味合いを考察してみよう：データ、新たな分業、そして倫理である。
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データ：今日の機器とシステムは、データを入力することで、新しい知識を生み出す。大量のデータセットを編集
（compile）することは、AI使用の前提条件である。

僅かなデータ、不十分なデータは、間違った結論や決定をもたらすことになる。すでにAIとアナリティクスは普及し

ていることを考えると、将来の専門家は、結果の解釈方法とともに大規模なデータセットの収集方法と解析方法を知っ

ている必要が高い。データをデータサイエンティストだけに頼ることはできない。データは、実質的にすべての専門的

職業の鍵を握る要素である。ここで、高等教育機関の指導者は、以下のような質問を投げかけるべきである：

■授業科目におけるデータの位置付けはどうなっているか？
■データをどのように操作し、アルゴリズムがどのように機能するのかを学生たちが理解するために、数学、統計学、
（プログラムの）コーディングを適切に組み合わせているか？

■学生たちはデータ活用力（すなわち、データとその情報源を効果的に使いこなし、批判的に評価する力）を求めら
れているのか？

新たな分業：AIとロボット工学の強い影響は、物理的なものと仮想的なものとをつなぎ、また人とデジタルとをつなぐ

ことによってもたらされ、それが組合せ的かつ指数関数的な変化をもたらしている。私たちの学問分野や専門的職業は、

もはや物理的か、仮想的かの境界によって、どちらかに分けることができない－それらは同時に両方の領域に属すると
もあり得る。このことは「人とマシン」の新たな労働の分業を表す。問題解決、組織部門間の連携、そしてチームワー

クのような中核的能力が、今日よりもさらに重要になるであろう。しかし、人の専門知識をマシンや集団的知性と統合

する最良の方法は、ほとんど未踏領域である。そこで、高等教育機関の指導者は、以下のような質問を投げかけるべき

である：

■問題解決や発見は、AIの発展とともにどのように変化するのだろうか？

■労働の分業をどうすれば最適化でき、人間とマシンの間の作業をどのように最適に割り当てることができるのか？
■連携プラットフォームと集団的知性は、専門知識の開発と導入にどのような役割を果たすのか？　

倫理：スマートマシンの時代には、専門家に多くの能力が求められる。一つは認知的能力、－考え、推論し、問題を解
決し、振り返る力。二つは情動的能力、感じて、他と関わる力。三つは、運動技能と手先の技能の能力。さらに漠然と

しているが絶対に欠かせないのが、倫理観－正しいことと間違ったことを区別する力、正義と不公正を見分ける力、み
ずからの選択に責任を負う力である。マシンとシステムは、ますます能力を高めていくが、この最期の能力（倫理観）

が欠けている15。

新しい技術が複雑な判断を求める世界では、これまで以上に倫理観が重要になる。高等教育機関の指導者は、以下の

ような質問を投げかけるべきである。

■あることが可能であっても、それは倫理的に責任を取れることを意味しているのか？
■技術的な可能性と、それを使うことを可能にする、あるいは抑制する政策、このバランスを取ることは可能なの
か？

■アルゴリズムは「企業秘密（その分野の秘密）」を含んでいるかも知れないが、また、それは危険な思い込みを強め
るか、気づかずに偏見に陥っているかも知れない。アルゴリズムの使用において、私たちはどのような透明性を目

指して努力すべきなのか？

高度な専門知識の発見と発展
スマートマシン、ビッグデータ、そしてロボットのおかげで、私たちの専門的職業が変化する中で、専門家に私たち

が求める能力－そしてそういった専門家がどのように選ばれ、地位を上げていくか－もまた変化している。この移行に
おいてAIは重要な役割を演じている。

（どういう人材を求めているかを示す）職業記述書（position descriptions）による募集は事実上すべて、オンライン

で広告されている。資格信任状（例えば、履歴書、成績証明書、試験結果）はデジタル様式として手に入るので、自然

言語処理やビッグデータが能力解析プラットフォームの原動力となる。大量のデータを収集し解析することで、新たな

知見が得られる。例えば、雇用主は「昇格している従業員の特徴は何か」というような問いに答える人材解析法を利用

している。雇用資質（quality-of-hire）分析は、「どのようなスキルをもっているか」とか「そのスキルをどこで、どの

ように習得したか」に答えを出すのに役立っている16。

専門家として成功することと結びつく能力を詳細に分析することで、どういう職業記述書を書いたら良いのかがわか

るし、能力に応じた雇用が可能となるのである。

機械学習やAIは、能力のある人々に雇用のほとんどすべての局面で活用されている。

■ AIを装備したチャットボットが、雇用の可能性がある人材をリクルートし、候補者が確実に前向きな経験ができる

よう活用されている。こういったデジタル　アシスタントは、採用プロセスの進捗についての最新情報を定期的に

候補者に届けるだけでなく、彼らと会話をすることもできる17。

■履歴書に基づいて候補者のスクリーニングを行い決定するプロセスは、しばしば中核となる能力を認識できていな

海外ニュース
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い。AIと機械学習は、指導性や技術的熟練といったような領域で、成績証明書や履歴書からでは入手できない知見

を提供するために、公開されているデータを活用している。

■新しい面接手順や雇用前評価は、より能力に基づく雇用に焦点を合わすために使用されている18。

その理由の一つが多様性の問題である。志願者の名前、性別、年齢、通った学校、外見といったような切り口は、無

意識の偏見を引き起こす可能性がある。例えば、女性の場合、審査請求をパスする率は（男性に比べて）11％、人事担

当者による審査を通過する率は19％、評価を通過する率は12％、さらに進んで現場での面接に残る率は30％より、おそ

らく低いのである19。

資格信任状をもつ専門家の資格を評価し、それを市場に伝え、能力と職位を適合させる新たな方法が、出現しつつあ

る。技能徽章は、その一例にすぎない。

パフォーマンス基盤型の評価
歴史的に見ると、知的スキルと対人スキルを示す最良の指標は学位であった。しかし、パフォーマンスのシミュレー

ションを通して能力を図ることにより、候補者と職位の適合がよりうまくできるかも知れない。例えば、初心者レベル

の金融取引職にふさわしい最高の人材を特定するのに役立つシミュレーション・プラットフォームであるEquitySimがあ

る。これはパフォーマンスが基準なので、年齢やジェンダーと結びついてしまうバイアスを減らすのに役立つ。また、

このプラットフォームは雇用者が一般に雇入れをしていない機関の人材も発見できる。シミュレーションでは、利用者

に株、債券、通貨、証券を売買させるが、収集されるデータはもっと幅広い。利用者１人当たり、（たとえば、売買の際

に踏んだ手続きの順番であったり、費やした時間であったり）実に10万を超える行動の標本値群を集める。この標本値

群は、成功や残留率の予測指標にもなる能力に基づいて候補者を絞り込めるよう、リスクマネジメント能力といったよ

うな重要な特徴と関連づいている。シミュレーションはパフォーマンスを測定するが、そのシミュレーションを首尾よ

くやりおおせるか否かは、ひとえに批判的思考力、問題解決力、その他の中核をなす認知能力にかかっているのである。

EquitySimを用いた企業で採用された女性の比率は、伝統的な取り組み方で採用した場合の25％に対して、48％にも上

っている20。

移転可能なスキル
将来の専門家の長期的なキャリア（価値ある職歴）成長には、教育、訓練、経験の融合が求められる。2016年の調査

によると、キャリアを通じて、変化についていくために新しいスキルを習得することは不可欠だと考えるアメリカ人が

全体の54％、重要だと考えるアメリカ人は33％にのぼる21。

将来の専門家を志向する教育では能力・力量が鍵を握っている。というのは、その多く（たとえば、問題解決力や連

携力）は、業種の境界を超えて一般的だからである。持続可能なキャリアパスは、移転可能なスキルと能力・力量の獲

得にかかっている。「ソフトスキル」という言葉は、問題解決力、コミュニケーション力、連携力、批判的思考力、チー

ムワークを表すのに使われることが多いが、この能力は個人が一つのポジションから別のポジションへの移動を可能に

しているので、「モビリティ（移動）スキル」と言った方が良いかも知れない。

こういうスキルを養成する選択肢は、私たちの身の回りにある：コンピテンス基盤型教育、見習い、インターンシッ

プ、証明書、ブートキャンプ、技能徽章がそれにあたる。自己学修の機会はオンラインでいつでも利用できる。追加可

能な資格信任状が、学修者に今日の仕事から明日の仕事への道を提供する。スキルや能力・力量を身につけたのが大学

なのか、企業なのか、あるいは独学なのかはどうでもよくて、むしろ習得した専門知識を新たな問題に移転できるかが

重要なである。雇用者が注目しているのは、「身軽さ（敏捷性）」 ---環境の変化に素早く、かつ持続的に適応できる能力
である22。結果的に、技能章のような取り組みの採用が、専門家と雇用者の双方で増えている。

共同作成の学位代替
生涯に亘って訓練や教育をより頻繁に行わなければならないとするなら、２年または４年で学位取得の課程のかたま

り（blocks）は、40年から50年にわたり継続するような実務－学修モデルでは融通がきかなすぎる。
代替となるモデルが登場している。

業務・学修混合型モデルの一例は、IBMの技能徽章から学位までの道筋を提供するノースイースタン大学の専門職修

士プログラムである。IBMの（ブルーカラーでもホワイトカラーでもない）「ニューカラー」のプログラムのもとでは、

スキルを必要とする職の15％を、大学の学位を持たない人によって行われている。技能徽章は、スキルを伸ばし、「能

力・力量の積み重ね」を使った才能を立証するための方法として使用される。IBMでは85万以上の技能徽章を発行して

きている。ノースイースタン大学の行政管理者がこの技能徽章を検証したところ、学位授与に使えそうなものが多数、

見つかった。現在までに、３つの専門職修士プログラムがIBMの技能徽章をもとに構築され、さらに51の学位および17

の修了証明プログラムが検討中である。最近は大手の企業が、能力養成のために、あるいはコンピテンス基盤型の雇用の

ために、技能徽章プログラムの利用を発表しており、その中にはMicrosoftやErnst and Young.（会計事務所）が含まれる23。

海外ニュース
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オンラインで資格信任状の統合
学修と資格の付与は、単科・総合大学だけでなく職場でも行われる。何百もの組織が、技能徽章、マイクロ修士

（Micro-masters）、資格証明書、学位といった、推定で25万におよぶ資格信任状を出している24。

資格はデジタルで発行されるので、教育や経験の履歴をオンライン上で単一のオンラインIDに統合できる。例えば、

学位取得は、その個人の学修経歴を、「単位数」に類似の形式で集約できる。学位取得スキル証明書は、さらに一歩進ん

で、どこでスキルを習得したかにかかわらず、個人が修得した事項を提示し証明してくれる。このプログラムは、ピア

レビューと専門家によるレビューを通して、執筆、販売、プログラミング、リーダーシップなどの分野のスキルを点数

化する。ここでは、レビューの一貫性と信頼性を高めるために、機械学習と評価者間信頼性の手法を用いる。その結果、

企業は従業員のスキルをコード化することができ、従業員は自分たちのスキルを専門家に証明してもらうことができ、

さらに、確実さの度合いを高め、偏りの形態を減らすことにも役立つ可能性がある25。

LinkedInのような、オンライン人材プラットフォームは、教育、経験、労働市場のつながりを、促進させることがで

きる。LinkedInは、2018年６月時点で、5億6,000万人が登録する、消費者、雇用者、教育関係者のための資格信任およ

び能力・力量の情報センターとなっている。雇用者と求職者が大規模に適合できている。しかも、ユーザーが仕事を見

つける手助けを超えて、一人ひとりがどのスキルが足らないかを特定し、（例えば、LinkedIn LearningやLynda.comが提

供するコースを通じて）新たな能力を引き出し、新たなキャリアパスの計画の明示にもLinkedInは支援できる26。

市場の情報と同時にトレーニングまでも提供することで、LinkedInは人材を発見し、つなげるだけでなく、人材の開

発までも行なっているのである。

高等教育にもたらす影響
高等教育は（学位プログラム、資格証明書、生涯教育を通じて）、新旧含めて何百万人もの専門家が、新たな職位へと

移行するスキルを身につけることを、どのように保証できるのか？明らかに、教育はスマートマシンが表す大規模な混

乱を社会がどのように管理するかの重要な要素である。しかし、未来の教育がどの程度まで今日の教育と類似している

だろうか？

短期的には、学生たちが労働市場に入っていく準備をする際に、大学のキャリアプラニング、および就職先紹介の部

署で、その変化が実感されることになるだろう。しかし、能力を開発するのにアシストが必要になるのは、キャリアに

第一歩を踏み出そうとする新卒の卒業生だけではない；この変化には、職業的および生涯学習の様々な段階にある大人

も含まれる27。

長期的な影響は、学位とは何を意味するかについての透明性を中心に展開する。学生は自分のキャリアを向上させる

ために資格信任状に投資する。学位の意義や、大学のブランド力は残る可能性があるものの、データ主導、コンピテン

ス基盤型の取り組みが高等教育機関に課題を突き付け、卒業時だけでなく、価値ある職歴を通じて、卒業生は何ができ

るのか、より透明性を求められるであろう。最終的には、人材プラットフォームを使うことで、雇用主と教育関係者の

双方が、職業上の需要と教育上の選択肢を、よりうまく適合させることできるようになるだろう28。

（こういう状況で）高等教育機関の指導者が問うべき事柄は以下の通りである：

■起こりうるキャリアパスと、将来に準備が必要となる意図的かつ継続的な学修と、機敏さ（器用さ）をどのように
養成し、実証できるかを学生に意識させているか？　学生が自分の価値ある職歴を通じて役立つデジタル資格信任

状をどのように発展させ、（社会と）共有するのかを学生が学ぶように支援しているか？

■教育課程プログラム（program）は労働市場とどの程度整合しているか。カリキュラムはどの程度「業界情報に基づ

いた」ものか？　それはどの程度まで精通すべきか？

■単科・総合大学は、生涯および世界規模で才能を伸ばすために、企業や政府とどのように連携するのか？

高等教育の課題
AIやその他の技術は高等教育にその居場所を見つけることになろう。現在、履修登録、コースの開講状況、宿題の割

り振りに関する質問には、チャットボットが答えている。スプリンクラーで消費する水の量を減らすことで、AIはすで

に単科・総合大学の資産を守り費用の節約に役立っている29。

しかし、高等教育にとって、もっと大きな課題は、スマートマシンの世界にあって、「知識労働者」とは何を意味する

かを予測することである。AIやロボットがもたらす変化の速さは、高等教育の場におけるよりも職場において顕著であ

る。ビジネス界・産業界との緊密な関係がないと、学問領域や専門的職業における変化を高等教育機関が予測すること

は、かなり難題となろう。仮に高等教育が変化を注意深く観察していたとしても、教育課程をその変化に対応できるだ

け迅速に調整できるのか？　ビジネスと学問をハイブリッド型につなぐ選択肢は成功する可能性は高いのか？

能力・力量、資格信任状、そして資格証明－そしてそれらが労働市場で何を意味するのかに注目することが、－ます
ます重要になる。教育経験と人材プラットフォームによって生み出される専門知識との間の透明性が高まるにつれて、

単科・総合大学は、卒業生の知っていることやできることを証明する方法を洗練する必要があるかもしれない。機能強

化された成績証明書、技能徽章、および能力・力量が既存の選択肢である。より多くの選択肢が出現しそうである。そ

の仕組みが何であれ、革新と実行のスピードが何よりも重要だ。高等教育の急激な変化がなければ、市場における大規

海外ニュース
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模な解決策は従来の取り組みを回避するかもしれない。

最後に、キャリア・モビリティが教育、トレーニング、経験に左右されるとしたとき、高等教育は、まだ造られてい

ない分野にも移転可能として、スキルや能力・力量に十分注目するだろうか？　これまで以上に生涯教育の重要性が高

まっている中、スピーディで、柔軟性があり、必要とされる教育やトレーニングとも密接につながった道筋を、高等教

育は発展させることができるのだろうか。

「一つのサイズですべてにフィットする万能の」未来などないでしょう。教育課程プログラムの構造や柔軟性を変え

る大学も出るだろう。能力・力量とその認定に注力する大学も出るだろう。あるいは、他の人たちはまったく変わらな

いことを選ぶかもしれない。

私たちの周りの機器やシステムは、ますます高性能で、高い能力を有するようになっている。彼らは専門家のパート

ナーとして、ともに働くことができ、高度な専門知識を拡張し、その才能を育成する。一緒になって、人と機器は社会

に大きな価値を生み出すことができる。この新しい世界で高等教育が果たすべき役割は何だろう？

私たちは挑戦するのだろうか？
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研究データ時代の新しい大学情報システム

国立情報学研究所　オープンサイエンス基盤研究センター

１．はじめに
国立情報学研究所（NII）が大学や研究機関に提

供するサービスは、多岐にわたります。学術情報
ネットワークSINETや、大学間の認証連携の仕組
みを提供する「学認」、クラウド導入・活用支援
サービス「学認クラウド」は、大学情報システム
の高度化に携わる皆さまにも身近なサービスとし
て、ご活用頂いています。一方で、NII事業の中で
も、学術コンテンツサービスは、論文や本のデー
タベースや検索サービスが主であるため、図書館
職員以外の方々には馴染みが薄いかも知れませ
ん。

本稿で紹介する新しいサービスは、これまでの
学術コンテンツサービスと密接に関係しながら
も、大学情報システムにとってもミッションクリ
ティカルなサービスとして位置づけられることに
なりそうです。これからの研究データ時代の基盤
として、幅広い利用者から必要とされるサービス
となるように、現在、構築を進めています。今回
から数号にわたり、その新しいサービス、NII

Research Data Cloudの全容についてご紹介する予
定ですが、本稿では、各サービスの詳細な説明に
入る前に、前提となるオープンサイエンスと研究
データ管理の関係や、NII Research Data Cloudを機
関として導入する意義について解説します。

２．オープンサイエンスと研究データ管理
オープンサイエンスとは、論文だけでなく研究

データを含む研究成果を積極的に公開すること
で、その再利用や分野横断型研究への発展を促進
しようとする新しい研究のスタイルを指します。
研究成果の再現性や透明性が確保されるため、研
究公正の見地からも意義があります。この理念や
可能性は理解できるのですが、実際に自分がやる
ことを考えたら、どうしても消極的になります。
公開するためには、研究データをどのように取
得・解析したかを他の研究者にもわかるように記
述する必要があります。実験条件を勘違いされて、

政府関係機関事業紹介

研究データを誤用されても困ります。公開した研
究データを使って、他の研究者が新しい成果を得
たら損をした気分になるかも知れません。オープ
ンにしたくない理由が先行してしまいます。

オープンサイエンスは、第５期科学技術基本計
画（2016年１月）や統合イノベーション戦略

（2018年６月）の中でも言及され、現代の重要な
科学技術政策として位置づけられています。研究
費の助成機関でも、オープンサイエンスを推進す
るための施策が準備されつつあります。オープン
サイエンスに向けての政策的な動きは、着実に進
んでいます。一方で、積極的に研究データを公開
することにより、思いがけない研究の発展や産学
連携に繋がったというボトムアップな事例の蓄積
は、まだまだこれからです。政策的な動きとボト
ムアップな事例を融合させるためには、研究デー
タを公開することへの負の印象を払しょくできる
ように、オープンサイエンスを体感した研究者を
できるだけ増やす地道な努力が必要です。

研究データをオープンにすることに抵抗を感じ
る研究者も、研究室や学外の共同研究者との閉じ
た環境での研究データの共有は不可欠です。研究
データを適切に保存し共有できる環境をもつこと
は、日々の研究を円滑に進めるための必須の要件
になりつつあります。しかしながら、多くの研究
者がその環境の整備に四苦八苦しているのではな
いでしょうか？　簡便に利用できるフリーミアム
なクラウドストレージを使っているケースも多く
見かけますが、セキュリティインシデントが発生
した際に、適切に対処できるか不安です。既製の
サービスに縛られて、本来必要とする機能が得ら
れないこともあります。現状で望めるのは、限定
されたメンバーでのファイルの共有機能ぐらいで
す。研究室や共同研究で必要とされるのは、そう
した安易な共有ストレージではなく、研究者間で
研究データや処理内容を構造的に引き継ぎ、適切
に保存していけるシステムです。研究不正対応の
ためのガイドラインを守るためにも不可欠です。
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皆さまとの情報交換を重ねると、研究データをオ
ープンにする以前に、研究データの管理をサポー
トしてくれるサービスが必要とされていると実感
します。逆に、研究データが適切に管理されてい
れば、研究データを公開するにあたっても余計な
労力を割かずに済むというメリットもあります。

３．研究データ時代の機関の役割
ビッグデータやIoT、AIに関係した研究だけでは

なく、あらゆる分野の研究でデータを扱う機会が
増えています。さらに、それを研究室内や共同研
究者間で共有する機会も増え、研究の推進には、
適切な研究データの管理と共有が不可欠になって
きています。これは、個別の研究者だけの問題で
はなく、研究者間の共通の課題です。すなわち、
データの管理と共有ができる適切な環境をどう提
供していくか、それを適切に実施する研究者をど
う育成していくか、という課題が浮き彫りになっ
てきます。

海外では、2010年頃にeScienceやデータ駆動型
科学という言葉が使われだしたあたりから、大学
の研究力強化のための重要な要素としての研究デ
ータ管理、そのための共有基盤の構築や人材育成
への組織的な取り組みが始まっています。それを
受けての、現在の国際的なオープンサイエンスの
議論なのです。我々は、一足飛びにオープンサイ
エンスを目指すのではなく、こうした海外との状
況の違いを知り、何が今の研究者に必要とされて
いるかを考えるのが妥当です。

具体的なアクションを起こすための材料とし
て、研究者が必要とす
る研究データの管理シ
ステムや、組織として
やるべきことが原則と
してわかっていても、
それを実現することは
容易ではありません。
限られた予算や人員の
なかで、それぞれの組
織が個別に検討を重
ね、必要とされる新し
いシステムを導入する
には限界があります。
研究プロジェクトで学
外の共同研究者と研究
データを共同で管理し
ていくためには、組織

という単位ごとに環境が用意されても利便性に欠
けます。データを管理し共有するための環境の構
築は、組織間で競争しながら個別に取り組むべき
ではなく、組織間の協調領域として捉え、お互い
に協力しながら実現していくのが効果的です。こ
うした背景に基づき、我々が新しく準備を進めて
いるのが、研究データを管理・共有していくため
の基盤であるNII Research Data Cloudです。

４．NII Research Data Cloud
NII Research Data Cloudは、研究データの管理基

盤、公開基盤、検索基盤の３つの基盤から構成さ
れます。公開基盤と検索基盤は、それぞれNIIが既
に提供している機関リポジトリのクラウドサービ
スJAIRO Cloudと文献検索サービスCiNiiを、研究
データも扱えるように拡張することで実現しま
す。管理基盤は、研究を実施する過程でデータを
管理し、内部共有するための基盤で、NIIとして新
しく提供するサービスです。公開基盤における共
有と日々の研究の過程での共有では、必要となる
機能が異なります。研究者のニーズを満足するた
めにサービスを分離しつつも、３つの基盤を有機
的に繋げることで、オープンサイエンス時代の研
究ワークフローを支える環境の構築を目指してい
ます。次号以降では、それぞれの基盤の狙いと開
発の状況についてお伝え致します。
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UPKI電子証明書発行サービスのご案内

国立情報学研究所　学術認証推進室

１．はじめに
国立情報学研究所（以下、NII）が提供する事業

のうち、オンライン認証に関わるものが３つあり
ます。「学認」、「eduroam JP」、そして今回ご説明
する「UPKI電子証明書発行サービス」（以下、本
サービス）です。本サービスは、高等教育・研究
機関に電子証明書を安価かつ迅速に提供すること
で、学術情報基盤のセキュリティ水準の向上をは
かることを目的としております。本稿では、本サ
ービスの概要についてお伝えいたします。

２．UPKI電子証明書発行サービスの概要
平成19（2007）年から平成27（2015）年まで

実施した実証実験（以下、旧プロジェクト）で発
行されたサーバ証明書は、多くの方々にご利用い
ただきました。NIIではこの後継となるサービスの
提供を検討し、平成27年１月より「UPKI電子証
明書発行サービス」の提供を開始しました。旧プ
ロジェクトは実施期間を区切って提供しておりま
したが、本サービスはNIIの事業として安定的に提
供しています。

安定的に提供し、より安全かつ現状に即した利
便性を提供するため、寄せられたニーズとフィー
ドバックを参考にした次のような変更点がありま
す。

有償での提供
旧プロジェクトは、その運営費をNIIの全額負担

で提供していたのに対し、本サービスでは利用料
という形で、利用機関に一部ご負担いただくこと
にしました。利用料は機関の規模（常勤の教員・
研究者数の合計で決定します）に応じて設定しま
す。また年間定額制を採用しているため、証明書
を何枚発行しても、本サービスに登録したドメイ
ンに割り当てられたホストであれば追加料金は不
要です。年間定額とすることによって、費用変動
がなく予算計画が立てやすくなることと、証明書
を費用増の心配なく必要な枚数発行できるという

利点があります。

複数ドメインでの証明書発行申請
今日、高等教育・研究機関が保持・管理するド

メインは、○○.ac.jp 以外にも多数あります。本サ
ービスでは複数のドメインからの証明書発行申請
にも対応できるよう、規程の整備を行いました。

発行可能な証明書を拡充
旧プロジェクトでは、サーバ証明書のみが発行

可能でした。本サービスではこれに加えて、要望
が多かったクライアント証明書とコード署名用証
明書も発行可能です。

３．本サービスで発行できる証明書
本サービスで発行可能な証明書について、用途

と利点をあわせてもう少し詳しくご説明いたしま
す。

サーバ証明書
本サービスのサーバ証明書は、各ブラウザ提供

元から信頼されたルート認証局の下位にある中間
認証局から発行され、他の商用証明書と同等の信
頼を得ています。よって、本サービスのサーバ証
明書をインストールしたサーバは、高水準の安心
が保証された証明書を用いたHTTPS通信が可能に
なります。その利点を列挙します。
� 認証：ブラウザは、正しいWebサイトを開い

ていて、悪意のあるサイトにリダイレクトされ
ていないことを確認します。

� データ整合性：ウェブサイトとブラウザ間の
通信改ざんを防ぎます。

� 秘密保護：悪意ある者がウェブサイトとユー
ザ間の通信を傍受できないよう保護します。
本サービスのサーバ証明書を利用すると、これ

らのメリットを享受できます。
また本サービスのサーバ証明書は、Organization

Validation(OV)と呼ばれるもので、機関の名称が記

政府関係機関事業紹介
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載されたものです。本サービスは、当該機関が実
在し、証明書発行対象のドメインを保持・管理し
ていることを審査・確認します。

クライアント証明書
本サービスのクライアント証明書は、大きく分

けて２種類あります。まずは「認証と署名」に使
える個人認証用証明書（便宜上個人としています
が、部や課などの組織も対象です）、そして「認
証と署名」の機能に加え、証明書記載事項に利用
者 の メ ー ル ア ド レ ス を 付 与 し て 発 行 さ れ る
S/MIME証明書です。その利点は下記のとおりで
す。

個人認証用証明書
� 証明書利用者の認証に使えます。パスワード

に変わる、安全で強固な認証に利用できます。
� 証明書利用者の個人名や部課名とあわせて、

電子ファイルに署名できます。なりすましと改
ざんを防止できます。

S/MIME証明書
� 個人認証用証明書の利点に加えて、電子メー

ルへの署名ができます。証明書利用者の個人名
や部課名、メールアドレスを署名に含み、送信
元を保証できます。なりすましと改ざんを防止
できます。

� 電子メールを暗号化して送信できます（送信
相手のS/MIME証明書が必要です）。悪意ある者
に電子メールを傍受されても、暗号化されてい
るため中身はわかりません。盗聴を防ぎ、情報
漏洩などを防ぐことができます。

コード署名用証明書
コード署名用証明書は、プログラムやアプリケ

ーション、スクリプトへの署名に用いる証明書で
す。これらの提供元を保証することができます。

本サービスの証明書には必ず機関名が含まれて
おり、これで署名すると、確かにこのアプリケー
ションを提供しているのは○○大学だということ
が保証されます。学外に提供する場合のみならず、
学内の業務で用いるアプリケーションでも署名を
確認すること、確認できない場合はインストール
しないことを徹底すれば、より安心・安全に業務
を遂行できます。

４．証明書発行体制について
本サービスの特色の１つである、各機関での証

明書発行体制構築について説明します。
通常、認証局を運用する電子証明書販売者から

証明書を購入するときは、認証局において証明書
発行申請の本人性・実在性の確認や審査が行われ
ます。 本人性の確認とは、なりすましでないこと
の確認を言います。例えばAさんからサーバ証明
書の申請があったとき、この申請を出しているの
は本当にAさんか確認する必要があります。対面
あるいは電子的な手段を用いてなりすましでない
ことを確認できなければなりません。また実在性
の確認とは、Aさんが自組織の所属で間違いない
か、実は組織と無関係な人が申請していないか、
対象サーバが本当に存在するか、といった確認を
言います。

本サービスでは、この確認と審査を、高等教
育・研究機関それぞれで実施します。確認と審査
を行う者を「登録担当者」と言い、機関ごとに複
数名選任できます。登録担当者は、機関ごとに１
名のみ設置する「機関責任者」によって任命され
ます。本サービスに利用申請するときは、必ず機
関責任者と登録担当者をおき、証明書発行のため
の確認と審査体制を構築しなければなりません。

機関それぞれで証明書発行のための審査と確認
が実施できるので、本サービスの窓口を通す必要
はなく、迅速で効率的、かつ個々の機関の実情に
即した厳密な審査が可能になります。さらに、発
行処理は登録担当者だけが利用できる「電子証明
書自動発行支援システム」を介して行うので、申
請から発行までの所要時間はおおむね10分程度で
す。24時間いつでも証明書が取得できる点も、本
サービスの特色と言えます。

５．おわりに
本稿では、NIIが行っているオンライン認証に関

わる３つの事業のうち、UPKI電子証明書発行サー
ビスをご紹介しました。サービスの概要と発行可
能な証明書について述べ、サービスの特色と言え
る各機関での証明書発行体制構築についてもご説
明しました。

本サービスは、機関内情報基盤のセキュリティ
水準の向上に、安価かつ効率的に貢献できるもの
と考えております。もし関心をお持ちいただけた
ら、本サービスの利用をご検討いただければ幸い
です。本稿で触れなかった詳細についてはWebサ
イト（https://certs.nii.ac.jp）をご参照いただき、不
明点ございましたら、お気軽にサービス窓口
certs@nii.ac.jp までご連絡ください。

政府関係機関事業紹介
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私情協ニュース

公益社団法人 私立大学情報教育協会

2 0 1 9 年 度 事 業 計 画 書

※ICT（Information and Communication Technology）：情報通信技術

②　分野横断フォーラム型授業の試行研究
学部・大学を越えてネット上で学外有識者の知見に触れ、チームで多面的に学びを協働し、論理的・批

判的な思考力を訓練する授業モデルの可能性を研究するため、以下により小委員会を設置して対応する。
一つは、医療・福祉系の｢フォーラム型実験小委員会｣において、昨年度試行した低学年対象の医療系６

分野（医学・歯学・薬学・看護学・栄養学・社会福祉学）による「多職種連携フォーラム型PBL授業」の
体験を踏まえて課題の洗い出しを行い、ネット上のプラットフォームで自己学修、チーム学修を進める授
業運営マニュアルを作成・公表し、理解の促進を図る。また、高学年を対象に社会の有識者を交えて実際
的な社会課題の解決策を考察するPBLモデル授業の試験的な実践について研究する。

二つは、法律・政治・情報メディア系の｢法政策等フォーラム型実験小委員会」において、SDGsなど社
会課題について分野を横断して問題点を認識し、法政策等の観点から解決策を議論し、提案・発表する訓
練として、複数大学のゼミナールと一般市民、多分野の有識者を交えた「法政策等フォーラム型授業」を
試験的に行い、可能性を研究する。

③　ビデオ試問による外部評価モデルの研究
論理の展開力、批判的思考力、新たな価値を見出す創造力の達成度を外部評価し、その結果を学生にフ

ィードバックして卒業までに学びの振り返りを通して身に付けられるよう訓練する仕組みとして、第三者
によるビデオ試問による評価モデル研究するため、「外部評価モデル小委員会」を設置して研究する。

【公益目的事業】
［公益１］私立大学における情報通信技術活用による教育改善の調査及び研究、公表・促進
（１）情報通信技術による教育改善の研究（継続）

【事業組織】　学系別FD/ICT活用研究委員会
分野別サイバー・キャンパス・コンソーシアム運営委員会

教育の質向上を図るため、問題発見・解決能力を高めるアクティブ・ラーニング（AL）の研究を以下により
行う。

①　対話集会による問題発見・解決型教育等（PBL）*の研究                  
*PBL（Problem based learning）

地域社会や国連の持続可能な開発目標（SDGs）から課題を見出し、協働する中で課題解決力・表現力を
訓練するPBL学修方法の工夫改善、ICTによる学びのプラットフォームの構築と運営、ビデオ試問による学
修達成度の外部評価モデルの仕組みと実現可能性について、議論を通じて認識の促進を図るため、６つの
分野連携グループを以下の通り３つに再編して対話集会を実施する。

対
話
集
会

分野連携のグループ（G） 主な研究テーマ

・　PBL学修方法の工夫改善

・　ICTによる学びのプラットフォーム作り

・　ビデオ試問による外部評価モデル栄養学・薬学・医学・歯学・看護学・リハビリテーション学（G）

社会福祉学・社会学・教育学・統計学・体育学・英語教育・法

律学・政治学・国際関係学・コミュニケーション関係学（G）

経営学・経済学・会計学・心理学・数学・機械工学・経営工

学・建築学・電気通信工学・物理学・土木工学・化学・生物

学・被服・美術デザイン学（G）
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［公益２］私立大学における情報教育の改善充実に関する調査及び研究、公表・促進（継続）
【事業組織】情報教育研究委員会

情報リテラシー･情報倫理分科会
分野別情報教育分科会
情報専門教育分科会
データサイエンス教育分科会

情報教育の改善充実に向けて、｢情報リテラシー教育｣、｢情報専門教育」及び「データサイエンス教育支援」
の研究及び理解の促進を進める｡

①　社会で求められる情報活用能力の研究と理解の促進
中央教育審議会答申「学士課程教育の構築に向けて」の中で学士力の汎用的技能の一つとして掲げられ

ている「情報リテラシー」*を踏まえ、社会で求められる情報活用能力の教育モデルを研究・促進する。
* 情報通信技術(ICT)を用いて、多様な情報を収集・分析して適正に判断し、モラルに則って効果的に活用することができる。
具体的には、「問題発見・解決を思考する枠組み」、「情報社会の有効性と問題点を認識し、主体的に判

断・行動するための知識・態度」、「ICTの仕組みを理解し、モデル化とシミュレーション等を通じて分析・
予測するための知識・技能」の教育内容・方法について、課題の例示にSDGsを含めた授業シナリオの再構
築、初年次から卒業年次まで一貫した仕組みとして、初年次教育と専門教育による連携モデルの更新充実、
関係教員に対する理解を促進するための研究プラットフォームの構築と運営について研究し、可能な範囲
で理解の促進を試みる。なお、検討経過に対する中間報告を本年９月に実施する「私情協 教育イノベーシ
ョン大会」に意見を求め、必要に応じて見直しを行う。

私情協ニュース

【問題発見・解決思考の枠組のイメージ】 【専門教育と連携した情報リテラシーのイメージ】

②　大学と社会が接続した教育のオープンイノベーションの研究
SDGsなど答えが定まらない課題を解決していくには、情報や知識を多面的に組み合わせ価値の創造に関

与できる構想力・問題解決力・実行力の育成が不可欠である。理論と実践を組み合わせた実践的な学修体
験を実現するには、「大社接続」による教育プログラムの共同開発、学修支援の仕組み、学修成果に対する
社会の評価、起業意欲を喚起する処遇の在り方などの授業モデルを研究し、2020年３月に実施する｢産学連
携人材ニーズ交流会｣に提示して方向性を確認する｡　

③　データサイエンス教育を支援する研究
データサイエンス教育では、データを駆使して問題発見・解決につなげられる楽しさに気づかせること

が重要であることを踏まえ、教育状況を紹介するハブ機能としてネット上にプラットフォームを設けて支
援する仕組みと、「大社接続」による教育の推進体制について研究するとともに、可能な範囲で情報の紹介
を試みる。例えば、国内大学で進めているカリキュラム開発、教材開発等の現状、国外MOOCsにおける教
育の状況、データサイエンス関係のコンテスト活動の紹介、データサイエンス教育方法の事例研究などの
範囲で教育支援を進めるため、小委員会を改組して「データサイエンス教育分科会」を設置する。
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私情協ニュース

 

   
  

 

 
 
  

 

 
 

   
  

 

 
 

  
 

 
  

 
 

  

 
 

  

 
 
 
 
 
 
 
 

［公益３］私立大学における情報環境の整備促進に関する調査及び研究、公表・推進
（１）情報環境整備に関する調査及び推進（継続）

【事業組織】情報環境整備促進委員会
教育の質的転換を実現する情報関係の基盤環境を整備するため、私立大学全体の整備計画のニーズを調査し、

国による財政援助の要望をとりまとめ、私立大学団体連合会に協力を要請するとともに、文部科学省に補助事
業積極化の推進を働きかける。

（２）私立大学情報環境白書の作成・公表（継続）
【事業組織】基本調査委員会

教育の質的転換及び全学的な教学マネジメント確立の観点から、情報環境利活用の状況と効果を自己点検・
評価した結果を踏まえ、ICTによる望ましい教育・学修環境づくりを目指した整備の進め方や、費用対効果を高
める取組みの工夫などを公表するため、情報化投資額調査と私立大学情報環境調査の結果を組み合わせて「私
立大学情報環境白書」としてとりまとめ、公表する。

［公益４］大学連携、産学連携による教育支援等の振興及び推進
（１）電子著作物相互利用の推進（継続）

【事業組織】電子著作物相互利用事業委員会
大学又は教員が作成した教育コンテンツの相互利用を推進・普及するため、本協会が運営する電子著作物相

互利用システムへの参加呼びかけを強化する。また、教育の情報化の推進に関する著作権法の改正に伴い、補
償金の料金体系と額の決定、指定管理団体による補償金の徴収・分配の仕組みなどについて注視し、必要に応
じて文化庁、関係機関に協力を要請する。

（２）産学連携による教育支援の振興及び推進（継続）
【事業組織】産学連携推進プロジェクト委員会

産学連携による教育支援として、以下の３事業を実施する｡
①　産学連携人材ニーズ交流会

価値創造に関与できる実行力のある人材育成を目指すため、大学と産業界・地域社会を組み入れた「大
社接続」による授業モデルの実現可能性と課題について、「情報専門教育分科会」から問題提起を受け、大
学側、企業側の立場から果たすべき役割の方向性を確認する｡　

②　大学教員の企業現場研修
教員の教育力向上を支援するため、賛助会員の協力を得て情報産業における事業戦略の動向、社員教育

の体制、若手社員を交えた大学教育に対する要望などについて意見交換し、授業を振り返る気づきの機会
を提供する。

③　学生による社会スタディ
学生がIoT、ビッグデータ、人工知能、ロボットなどによる第４次産業革命に興味・関心を抱き、イノベ

ーションに関与する姿勢を醸成できるように支援するため、１・２年生を対象に社会の有識者及び大学の
学識者との対話、学生同士による対話を通じて、早い段階から学修に目的意識を持たせ、主体的な学修行
動につなげられるよう気づきを支援する。
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［公益５］大学教職員の職能開発及び大学教員の表彰（継続）
（１）情報通信技術を活用した優れた授業研究の評価と表彰

【事業組織】ICT利用教育改善発表会運営委員会
教育改善のためにICTを利活用するFD（ファカルティ・ディベロップメント）活動の振興普及を促進・奨励

し、優れた授業研究の選考･表彰を通じて大学教育の質向上を図るため、文部科学省の後援を受けて、国立・公
立・私立の大学・短期大学の教員を対象に、｢ICT利用による教育改善研究発表会｣を実施する。

（２）教育改革のための情報通信技術活用に伴う知識と戦略的活用の普及
(2)-1　私情協 教育イノベーション大会（改称：継続）

【事業組織】教育イノベーション大会運営委員会
「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）」を踏まえて、今後検討準備が必要となる他大学・

地域社会と連携・接続した教育体制への転換、文理横断による教育プログラムの編成、教育改善に教員がICT

を積極的に活用するための戦略等について認識の共有を促進するため、また、併せてICT利活用による授業研
究や学修成果可視化等の実践事例の発表、賛助会員と大学が連携したICTの教育・学修環境導入事例の紹介を
行うため、文部科学省の後援を受けて国立・公立・私立の大学・短期大学を対象に｢私情協 教育イノベーショ
ン大会｣を実施する。

(2)-2　短期大学教育改革ICT戦略会議（継続）
【事業組織】短期大学会議教育改革ICT運営委員会

短期大学生の社会人基礎力の強化、短期大学のプレゼンス向上を促進する事業として、短期大学生に多く
見られる社会貢献への参加意識、自由な感性、スマートフォンなどによる情報活用と情報発信の対応力など
の特性と教職員の専門知を統合して短期大学チームを作り、地域市民の生活向上、地域価値の掘り起こし、
地域創生・活性化構想の提案など、有志の短期大学間による地域貢献活動の支援事業を具体化する構想の実
現に向けて課題と対策を協議するため、国立・公立・私立の大学・短期大学を対象に「短期大学教育改革ICT

戦略会議」実施する。

（３）教員及び職員の情報通信技術活用能力の研修
(3)-1　FDのための情報技術研究講習会（継続）

【事業組織】FD情報技術講習会運営委員会
私立大学教員の教育技術力の向上を支援するため、大学・短期大学を対象に「FDのための情報技術研究講

習会」を学外FDとして実施する。事前・事後学修及び対面授業を支援するLMS（ラーニングマネジメントシ
ステム）の活用法、教員と学生、学生同士の対話環境を支援するツールの活用法、モバイルによる動画教材
の作成法、アクティブ・ラーニングの授業マネジメントの工夫、講義を活性化するICTの使用法などをアラカ
ルト方式で参加者の希望に応じて実施するとともに、ICTを用いた授業体験、教育の情報化推進に伴う著作権
の基礎知識に関する情報提供を参加者全員に実施する。

(3)-2　大学職員情報化研究講習会（継続）
【事業組織】大学職員情報化研究講習会運営委員会

私立大学職員のICT活用能力の開発・強化を支援するため、大学・短期大学を対象に｢大学職員情報化研究
講習会｣を７月頃に基礎講習コース、12月頃にICT活用コースを実施する。教育の質的転換を目指した企画・
提案及び学修成果を可視化するICTの活用、IRシステムの整備と活用、全学的教学マネジメントの確立を強化
するICTの活用、業務改革を主体的にすすめるためのICT活用について、知識・理解の獲得と実践的な考察力
の促進を支援する｡

（４）情報セキュリティの危機管理能力のセミナー（継続）
【事業組織】情報セキュリティ研究講習会運営委員会

情報セキュリティ対策問題研究小委員会
学校法人及び大学の教育研究資産、金融資産、マイナンバー等の情報資産へのサイバー攻撃を防御するため、

役員、情報担当部門の責任者、関係教職員を対象に「大学情報セキュリティ研究講習会」を実施する。
防御意識に基づく行動が組織的に展開されるよう執行部による推進計画の提案作り、ベンチマークの結果を

私情協ニュース
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踏まえた改善計画の策定、IoT機器（ルータ、コピー機、プリンタ、カメラなど）に不正アクセスを防ぐ機能を
設ける義務化対策、重要情報資産の暗号化対策、AIによるサイバー攻撃防御の可能性と課題、サイバー攻撃被
害を想定した検知･調査･分析・事後対応などの演習を行う。なお､情報セキュリティ対策問題研究小委員会で
は､情報セキュリティの関連情報を体系化し、プラットフォームに格納するため、プラットフォームの構成と管
理運営についてとりまとめ、可能な範囲で公開する｡

［公益６］この法人の事業に対する理解の普及（継続）
【事業組織】事業普及委員会､翻訳分科会

公益目的事業について理解と協力を得ることを目的に、全国の大学及び関係機関に向けて機関誌「大学教育
と情報」の発行とインターネットによる情報発信を行う。また、全国の大学関係者に理解の普及を拡大するた
め、九州、関西・中四国、東海、東北、北海道の５地域で事業活動報告交流会を実施する。

【その他の事業（相互扶助等事業）】
［他１］高度情報化の推進・支援
（１）情報化投資額の点検・評価の推進（継続）

【事業組織】支援室
本協会加盟の大学、短期大学の情報化投資額の実態を調査し、大学の規模・種別ごとに比較可能な投資額情報

を加盟校ごとに提供する。また、私立大学情報環境調査の結果と情報化投資額調査をマッチングし、教育の質的
転換及び全学的教学マネジメント等の観点から費用対効果を加盟校別に診断し、評価結果をフィードバックする。

（２）情報通信技術活用に伴う相談・助言（継続）
【事業組織】支援室

教育の質的転換に求められるICTの活用、教育・学修支援の在り方、財政援助の有効活用、情報環境の構築等
について、加盟校の要請に基づき個別にキメの細かい相談・助言を提供する。

（３）大学、企業、地域社会との連携を推進する拠点校、関係機関への支援（継続）
【事業組織】支援室

アクティブ･ラーニング・ｅラーニング・IR等を支援する拠点校､クラウドの活用等について支援する独立行
政法人情報学研究所と必要に応じて連携し､事業の推進を支援するとともに､日本オープンオンライン教育推進
協議会(JMOOC)に役員として参画し､組織の維持・発展を支援する｡

（４）報道機関コンテンツの教育利用問題への対応（継続）
NHKの映像コンテンツを教育に再利用する仕組みの実現について､著作権法改正に基づく具体的な施行が未定

のため、折衝は控えることにしている｡

［他２］経営管理者等に対する教育政策の理解の普及
（１）教育改革FD/ICT理事長・学長等会議（継続）

加盟校の理事長、学長、学部長等のガバナンス関係者を対象に、大学教育の質向上に向けた教育研究体制の将
来像、教学マネジメント強化対策の方向性等について認識を深めるため、「教育改革FD/ICT理事長・学長等会議」
を実施する。また、サイバー攻撃から大学を防御するため、経営執行部の重要性と役割についても認識を深める。

（２）教育改革事務部門管理者会議（継続）
加盟校の事務局長、部課長等を対象に、教育改革・全学的教学マネジメント改革に向けたICT活用の工夫、情

報環境の整備と課題、情報セキュリティ対策に関する課題認識を共有するため、「教育改革事務部門管理者会議」
を実施する。

［他３］研究会等のビデオ・オンデマンド配信（継続）
【事業組織】事業普及委員会

本協会で発表・講演された映像コンテンツを教職員の職能開発の研究資料として活用できるように、デジタ
ルアーカイブ化し、希望する加盟校及び賛助会員に有料で配信する｡

私情協ニュース
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理　事　山本　政人
（学習院大学計算機センター所長）

理　事　杉浦　茂樹
（東北学院大学情報処理センター長）

理　事　宋　少秋
（青山学院大学情報メディアセンター所長）

会　長　向殿　政男
（明治大学顧問、名誉教授）

副会長　安西　祐一郎
（独立行政法人日本学術振興会顧問、

学術情報分析センター所長）

常務理事　小宮　一仁　　　　
（千葉工業大学学長）

常務理事　河合　儀昌
（金沢工業大学常任理事）

常務理事　角田　和巳
（芝浦工業大学工学部教授）

常務理事　笠原　博徳
（早稲田大学副総長）

常務理事　柴田　一
（関西大学インフォメーションテクノロジーセンター所長）

2

公益社団法人私立大学情報教育協会

新　役　員（令和元年６月７日就任）
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理　事　中村　修
（慶應義塾大学インフォメーションテクノロジーセンター所長）

理　事 馬場　健一
（工学院大学情報科学研究教育センター所長）

理　事 長嶋　利夫
（上智大学情報システム室長）

理　事 平野　廣和
（中央大学情報環境整備センター所長）

理　事　中嶋　卓雄
（東海大学情報教育センター所長）

理　事 兵庫　明
（東京理科大学理事）

理　事 木村　忠正
（立教大学メディアセンター長）

理　事 廣安　知之
（同志社大学CIO補佐、生命医科学部教授）

令和元年５月31日の第25回定時総会において理事22名、監事３名を選任し、６月７日の理事会において上記
の役員体制が確定しました。

理　事　森岡　真史
（立命館大学教学部長）

理　事 白石　克孝
（龍谷大学副学長、総合情報化機構長）

理　事 井口　信和
（近畿大学総合情報基盤センター長）

理　事 末次　正
（福岡大学CIO補佐、CISO補佐、情報基盤センター長）

監　事　鈴木　克夫
（桜美林大学大学院大学アドミニストレーション研究科教授）

監　事　青木　茂樹
（駒澤大学総合情報センター所長）

監　事　渡邊　透
（玉川大学学生支援センター長）
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各種委員会

学系別教育FD/ICT活用研究委員会

サイバー・キャンパス・コンソーシアム運営委員会

総括委員長
角田　和巳 芝 浦 工 業 大 学 工学部教授

英語学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
田中　宏明 京都先端科学大学 経済経営学部特任教授
委　員
松村　豊子 江 戸 川 大 学 メディアコミュニケーション学部特任教授
吉田　研作 上 智 大 学 言語教育研究センター長
原田　康也 早 稲 田 大 学 法学学術院教授
山本　英一 関 西 大 学 国際部教授、国際教育センター長
アドバイザー
五十嵐義行 東 京 国 際 大 学 国際関係学部准教授

心理学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
木村　　裕 早 稲 田 大 学 名誉教授
委　員
松田　英子 東 洋 大 学 社会学部教授
片受　　靖 立 正 大 学 心理学部准教授

法律学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
加賀山　茂 名 古 屋 大 学 名誉教授
委　員
執行　秀幸 中 央 大 学 法科大学院フェロー
吉野　　一 明 治 学 院 大 学 名誉教授
中村　壽宏 神 奈 川 大 学 法学部教授
髙嶌　英弘 京 都 産 業 大 学 法学部教授
アドバイザー
笠原　毅彦 桐 蔭 横 浜 大 学 大学院法学研究科教授

法政策等フォーラム型実験小委員会

主　査
中村　壽宏 神 奈 川 大 学 法学部教授
委　員
髙嶌　英弘 京 都 産 業 大 学 法学部教授
菊池　尚代 青 山 学 院 大 学 地球社会共生学部准教授
井上　匡子 神 奈 川 大 学 法学部法律学科教授

3

公益社団法人私立大学情報教育協会

役員・各種委員会委員

役　　員

会　長
向殿　政男 明 治 大 学 顧問、名誉教授

副会長
安西祐一郎 独立行政法人日本学術振興会 顧問、学術情報分析センター所長

常務理事
小宮　一仁 千 葉 工 業 大 学 学長
角田　和巳 芝 浦 工 業 大 学 工学部教授
笠原　博徳 早 稲 田 大 学 副総長
河合　儀昌 金 沢 工 業 大 学 常任理事
柴田　　一 関 西 大 学 インフォメーションテクノロジーセンター所長

理　事
杉浦　茂樹 東 北 学 院 大 学 情報処理センター長
宋　　少秋 青 山 学 院 大 学 情報メディアセンター所長
山本　政人 学 習 院 大 学 計算機センター所長
中村　　修 慶 應 義 塾 大 学 インフォメーションテクノロジーセンター所長
馬場　健一 工 学 院 大 学 情報科学研究教育センター所長
長嶋　利夫 上 智 大 学 情報システム室長
平野　廣和 中 央 大 学 情報環境整備センター所長
中嶋　卓雄 東 海 大 学 情報教育センター所長
兵庫　　明 東 京 理 科 大 学 理事
木村　忠正 立 教 大 学 メディアセンター長
廣安　知之 同 志 社 大 学 CIO補佐、生命医科学部教授
森岡　真史 立 命 館 大 学 教学部長
白石　克孝 龍 谷 大 学 副学長、総合情報化機構長
井口　信和 近 畿 大 学 総合情報基盤センター長
末次　　正 福 岡 大 学 CIO補佐、CISO補佐、情報基盤センター長

監　事
鈴木　克夫 桜 美 林 大 学 大学院大学アドミニストレーション研究科教授
青木　茂樹 駒 澤 大 学 総合情報センター所長
渡邊　　透 玉 川 大 学 学生支援センター長
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西貝　吉晃 日 本 大 学 法学部専任講師
佐渡友　哲 日 本 大 学 法学部大学院講師

経済学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
林　　直嗣 法 政 大 学 経営学部教授
委　員
碓井　健寛 創 価 大 学 経済学部教授
渡邉　隆俊 愛 知 学 院 大 学 経済学部教授
児島　完二 名古屋学院大学 経済学部教授
山田　勝裕 京 都 産 業 大 学 経済学部教授
中嶋　航一 帝 塚 山 大 学 経済経営学部教授
山崎　好裕 福 岡 大 学 経済学部教授

経営学教育FD/ICT活用研究委員会

委　員
岩井　千明 青 山 学 院 大 学 国際マネジメント研究科教授
安田　英土 江 戸 川 大 学 社会学部教授
青木　茂樹 駒 沢 大 学 経営学部教授
宮林　正恭 東 京 都 市 大 学 客員教授
雑賀　憲彦 名 城 大 学 都市情報学部教授
伊藤　友章 北 海 学 園 大 学 経営学部教授

会計学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
岸田　賢次 名古屋学院大学 名誉教授　大学院特任教授
委　員
松本　敏史 早 稲 田 大 学 大学院会計研究科教授
阿部　　仁 中 部 大 学 経営情報学部教授
河﨑　照行 甲 南 大 学 名誉教授
金川　一夫 九 州 産 業 大 学 商学部教授
福浦　幾巳 西 南 学 院 大 学 商学部教授
木本　圭一 関 西 学 院 大 学 国際学部教授

社会福祉学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
戸塚　法子 淑 徳 大 学 総合福祉学部教授
委　員
山路　克文 鈴 鹿 大 学 こども教育学部教授
森田　明美 東 洋 大 学 社会学部教授
アドバイザー
天野　マキ 東 洋 大 学 名誉教授
井上　　浩 徳 山 大 学 福祉情報学部教授

物理学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
寺田　　貢 福 岡 大 学 理学部教授
委　員
穴田　有一 北海道情報大学 経営情報学部教授
満田　節生 東 京 理 科 大 学 理学部教授

徐　　丙鉄 近 畿 大 学 工学部教授

化学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
及川　義道 東 海 大 学 教育開発研究センター次長、理学部教授
副委員長
小林　憲司 千 葉 工 業 大 学 工学部教育センター教授
委　員
幅田　揚一 東 邦 大 学 理学部教授
庄野　　厚 東 京 理 科 大 学 工学部教授
武岡　真司 早 稲 田 大 学 理工学術院教授

機械工学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
角田　和巳 芝 浦 工 業 大 学 工学部教授
副委員長
田辺　　誠 神奈川工科大学 名誉教授
委　員
荻原　慎二 東 京 理 科 大 学 理工学部教授
青木　義男 日 本 大 学 理工学部次長、教授
田中　　豊 法 政 大 学 デザイン工学部教授
高野　則之 金 沢 工 業 大 学 工学部長

建築学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
関口　克明 デジタルハリウッド大学 デジタルコミュニケーション学部特任教授
委　員
澤田　英行 芝 浦 工 業 大 学 システム理工学部教授
松岡　　聡 近 畿 大 学 建築学部教授

経営工学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
井上　明也 千 葉 工 業 大 学 社会システム科学部長
委　員
玉木　欽也 青 山 学 院 大 学 経営学部教授
水野　浩孝 東 海 大 学 情報通信学部教授
後藤　正幸 早 稲 田 大 学 理工学術院教授
高野倉雅人 神 奈 川 大 学 工学部准教授

栄養学教育FD/ICT活用研究委員会 

委員長
酒井　映子 愛 知 学 院 大 学 心身科学部教授
委　員
市丸　雄平 東 京 家 政 大 学 名誉教授
原島恵美子 神奈川工科大学 応用バイオ科学部准教授
石﨑由美子 愛 知 学 院 大 学 非常勤講師
上田龍太郎 日本大学短期大学部 教授　専攻科食物栄養専攻主任
鈴木　良雄 順 天 堂 大 学 大学院スポーツ健康学科准教授
由良　　亮 中京学院大学短期大学部 准教授
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被服学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
阿部　栄子 大 妻 女 子 大 学 家政学部教授
委　員
小原奈津子 昭 和 女 子 大 学 生活科学部教授
石原　久代 椙山女学園大学 生活科学部教授
潮田ひとみ 東 京 家 政 大 学 家政学部教授

医学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
高松　　研 東 邦 大 学 学長
委　員
椎橋実智男 埼 玉 医 科 大 学 情報技術支援推進センター教授
平形　道人 慶 應 義 塾 大 学 医学部医学教育統轄センター教授
山本　貴嗣 帝 京 大 学 医学部内科学講座教授
大久保由美子 東京女子医科大学 医学教育学教授
藤倉　輝道 日 本 医 科 大 学 医学教育センター教授
渡辺　　淳 関 西 医 科 大 学 大学情報センター准教授

歯学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
神原　正樹 大 阪 歯 科 大 学 名誉教授
委　員
片岡　竜太 昭 和 大 学 歯学部教授
新井　一仁 日 本 歯 科 大 学 生命歯学部歯科矯正学講座教授
藤井　　彰 日 本 大 学 名誉教授
奥村　泰彦 明 海 大 学 保健医療学部口腔保健学科教授
花田　信弘 鶴 見 大 学 歯学部探索歯学講座教授
辻林　　徹 大 阪 歯 科 大 学 歯学部物理学教室教授
アドバイザー
森實　敏夫 日本医療機能評価機構 客員研究主幹

薬学教育FD/ICT活用研究委員会

委員長
黒澤菜穂子 北海道科学大学 名誉教授
副委員長
齊藤　浩司 北海道医療大学 薬学部特任教授
委　員
石川さと子 慶 應 義 塾 大 学 薬学部准教授
西村　哲治 帝 京 平 成 大 学 薬学部薬学科教授
大嶋　耐之 金 城 学 院 大 学 薬学部教授
大津　史子 名 城 大 学 薬学部教授
松野　純男 近 畿 大 学 薬学部医療薬学科教授
徳山　尚吾 神 戸 学 院 大 学 薬学部教授

医療系分野フォーラム型実験小委員会

主　査
片岡　竜太 昭 和 大 学 歯学部教授
委　員
神原　正樹 大 阪 歯 科 大 学 名誉教授
高松　　研 東 邦 大 学 学長
三浦　公嗣 慶 應 義 塾 大 学 医学部教授
原島恵美子 神奈川工科大学 応用バイオ科学部准教授
山元　俊憲 昭 和 大 学 名誉教授
中山　栄純 北 里 大 学 看護学部准教授
小原眞知子 日本社会事業大学 社会福祉学科教授
二瓶　裕之 北海道医療大学 薬学部教授、情報センター長

外部評価モデル小委員会

委　員
角田　和巳 芝 浦 工 業 大 学 工学部教授
大原　茂之 東 海 大 学 名誉教授
片岡　竜太 昭 和 大 学 歯学部スペシャルニーズ口腔医学講座、歯学教育学部門教授
中村　壽宏 神 奈 川 大 学 法学部教授
佐渡友　哲 日 本 大 学 法学部大学院講師
竹内　光悦 実 践 女 子 大 学 人間社会学部教授
酒井　映子 愛 知 学 院 大 学 心身科学部教授
前田　幸男 創 価 大 学 法学部教授

サイバー・キャンパス・コンソーシアム運営委員会

（委員長は置かず、座長を持ち回り）
担当理事
角田　和巳 芝 浦 工 業 大 学 工学部教授

（政治学）
川島　高峰 明 治 大 学 情報コミュニケーション学部准教授
昇　　秀樹 名 城 大 学 都市情報学部教授
名取　良太 関 西 大 学 総合情報学部教授
清滝　仁志 駒 澤 大 学 法学部教授

（社会学）
土屋　　薫 江 戸 川 大 学 社会学部教授
犬塚潤一郎 実 践 女 子 大 学 生活科学部教授
亀井あかね 東 北 工 業 大 学 ライフデザイン学部講師

（コミュニケーション関係学）
北根　精美 常 磐 大 学 人間科学部教授
鈴木　利彦 早 稲 田 大 学 商学学術院教授
菊池　尚代 青 山 学 院 大 学 地球社会共生学部准教授
岡本真由美 関 西 大 学 商学部准教授

（国際関係学）
林　　　亮 創 価 大 学 文学部教授
佐渡友　哲 日 本 大 学 法学部大学院講師
柏崎　　梢 東 洋 大 学 国際学部助教
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（電気通信工学）
鈴木　徹也 芝 浦 工 業 大 学 システム理工学部教授
小林　清輝 東 海 大 学 工学部教授
高原　健爾 福 岡 工 業 大 学 工学部教授

（土木工学）
栗原　哲彦 東 京 都 市 大 学 工学部准教授
武田　　誠 中 部 大 学 工学部教授
建山　和由 立 命 館 大 学 常務理事、理工学部教授
窪田　　諭 関 西 大 学 環境都市工学部教授

（数学）
井川　信子 流 通 経 済 大 学 法学部教授総合情報センター長
白田由香利 学 習 院 大 学 経済学部教授
平野照比古 神奈川工科大学 名誉教授
山崎　洋一 岡 山 理 科 大 学 理学部講師
西　　　誠 金 沢 工 業 大 学 基礎教育部教授

（生物学）
須田　知樹 立 正 大 学 副学長、地球環境科学部教授
佐野　元昭 金 沢 工 業 大 学 バイオ・化学部教授
西村　靖史 別 府 大 学 メディア教育・研究センタ情報教育・研究部長

（看護学）
中山　栄純 北 里 大 学 看護学部准教授
梶井　文子 東京慈恵会医科大学 医学部看護学科教授
丸山　陽介 帝 京 平 成 大 学 健康医療スポーツ学部講師

（芸術系美術・デザイン学）
有馬十三郎 東 京 家 政 大 学 家政学部教授
宮田　義郎 中 京 大 学 工学部教授
井澤　幸三 大 手 前 大 学 メディア・芸術学部教授
酒井　孝彦 東 京 工 芸 大 学 芸術学部准教授

（統計学）
渡辺美智子 慶 應 義 塾 大 学 大学院健康マネジメント研究科教授
竹内　光悦 実 践 女 子 大 学 人間社会学部教授
今泉　　忠 多 摩 大 学 経営情報学部教授

（教育学）
舟生日出男 創 価 大 学 教育学部教授
三尾　忠男 早 稲 田 大 学 教育・総合科学学術院教授
竹熊　真波 筑紫女学園大学 文学部教授

（体育学）
大橋　二郎 大 東 文 化 大 学 スポーツ・健康科学部教授
内山　秀一 東 海 大 学 体育学部教授
來田　享子 中 京 大 学 スポーツ科学部教授
田附　俊一 同 志 社 大 学 スポーツ健康科学部教授

情報教育研究委員会

担当理事
安西祐一郎 独立行政法人日本学術振興会 顧問、学術情報分析センター所長
委員長
斎藤　信男 慶 應 義 塾 大 学 名誉教授
委　員
玉田　和恵 江 戸 川 大 学 メディアコミュニケーション学部教授
牧野　光則 中 央 大 学 理工学部教授
アドバイザー
筧　　捷彦 早 稲 田 大 学 名誉教授東京通信大学教授
大原　茂之 東 海 大 学 名誉教授
児島　完二 名古屋学院大学 教務部長、経済学部教授

情報教育研究委員会 情報リテラシー・情報倫理分科会

主　査
玉田　和恵 江 戸 川 大 学 メディアコミュニケーション学部教授
委　員
高岡　詠子 上 智 大 学 理工学部教授
和田　　悟 明 治 大 学 情報コミュニケーション学部准教授
金子　勝一 山 梨 学 院 大 学 経営情報学部教授
中西　通雄 大 阪 工 業 大 学 情報科学部教授
本村　康哲 関 西 大 学 文学部教授
アドバイザー
松田　稔樹 東 京 工 業 大 学 リベラルアーツ研究教育院教授

情報教育研究委員会 分野別情報教育分科会

主　査
児島　完二 名古屋学院大学 経済学部教授
委　員
角田　和巳 芝 浦 工 業 大 学 工学部教授
阿部　栄子 大 妻 女 子 大 学 家政学部教授
石川さと子 慶 應 義 塾 大 学 薬学部准教授
アドバイザー
渡辺　　淳 関 西 医 科 大 学 大学情報センター准教授

情報教育研究委員会 情報専門教育分科会

主　査
大原　茂之 東 海 大 学 名誉教授
委　員
須田　宇宙 千 葉 工 業 大 学 情報科学部准教授
藤田　昌克 帝 京 大 学 文学部教授
高田　哲雄 文 教 大 学 情報学部教授
佐野　典秀 静 岡 産 業 大 学 情報学部教授
アドバイザー
斎藤　直宏 (株)バンダイナムコスタジオ グローバルストラテジ部テクノロジーエバンジェリスト
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ICT利用教育改善発表会運営委員会

担当理事
角田　和巳 芝 浦 工 業 大 学 工学部教授
委員長
東村　高良 関 西 大 学 社会学部　名誉教授
委　員
友永　昌治 立 正 大 学 文学部教授
渡邉　隆俊 愛 知 学 院 大 学 経済学部教授
渡辺　　淳 関 西 医 科 大 学 大学情報センター准教授
田中　宏明 京都先端科学大学 経済経営学部特任教授
田中　　豊 法 政 大 学 デザイン工学部教授
服部　隆志 慶 應 義 塾 大 学 環境情報学部教授
山本　　誠 東 京 理 科 大 学 工学部教授　副学長
山路　克文 鈴 鹿 大 学 こども教育学部教授

教育イノベーション大会運営委員会

担当理事・委員長
向殿　政男 明 治 大 学 顧問、名誉教授
委　員
望月　雅光 創 価 大 学 教育・学習支援センター長、教授
今泉　　忠 多 摩 大 学 経営情報学部教授
川村　幸夫 東 京 理 科 大 学 理工学部嘱託教授
大島　　尚 東 洋 大 学 社会学部長
阿部　直人 明 治 大 学 理工学部教授　
友永　昌治 立 正 大 学 文学部教授
山名　早人 早 稲 田 大 学 情報企画部長理工学術院教授
原田　　章 追手門学院大学 副学長、経営学部教授
岩井　　洋 帝 塚 山 大 学 学長補佐、文学部教授
寺田　　貢 福 岡 大 学 理学部教授
アドバイザー
尾崎　敬二 国際基督教大学 元教養学部客員教授
木村　増夫 上 智 学 院 理事長補佐

短期大学会議教育改革ICT運営委員会

担当理事
向殿　政男 明 治 大 学 顧問、名誉教授
委員長
戸高　敏之 同 志 社 大 学 名誉教授
委　員
早坂　明彦 聖徳大学短期大学部 総合文化学科准教授
三田　　薫 実践女子大学短期大学部 英語コミュニケーション学科教授
西岡　健自 戸板女子短期大学 国際コミュニケーション学科教授
後藤　善友 別府大学短期大学部 初等教育科教授
大重　康雄 志 學 館 大 学 法学部教授

短期大学会議教育改革ICT運営委員会小委員会

主　査
三田　　薫 実践女子大学短期大学部 英語コミュニケーション学科教授
委　員
西岡　健自 戸板女子短期大学 国際コミュニケーション学科教授
後藤　善友 別府大学短期大学部 初等教育科教授
大重　康雄 志 學 館 大 学 法学部教授

FD情報技術講習会運営委員会

担当理事
河合　儀昌 金 沢 工 業 大 学 常任理事
委員長
今井　　賢 立 正 大 学 名誉教授
委　員
渡辺　博芳 帝 京 大 学 ラーニングテクノロジー開発室所長
及川　義道 東 海 大 学 教育開発研究センター次長
中村　壽宏 神 奈 川 大 学 法学部教授
杤尾　真一 追手門学院大学 経済学部准教授
アドバイザー
家本　　修 大 阪 経 済 大 学 名誉教授
渡辺　　淳 関 西 医 科 大 学 大学情報センター准教授
山本　　恒 園田学園女子大学 名誉教授

電子著作物相互利用事業委員会

担当理事
角田　和巳 芝 浦 工 業 大 学 工学部教授
委　員
宮林　正恭 東 京 都 市 大 学 客員教授
稲葉　直也 早 稲 田 大 学 図書館利用者支援課
アドバイザー
渡辺　　淳 関 西 医 科 大 学 大学情報センター准教授
中村　壽宏 神 奈 川 大 学 法学部教授

大学職員情報化研究講習会運営委員会

担当理事
笠原　博徳 早 稲 田 大 学 副総長
委員長
木村　増夫 上 智 学 院 理事長補佐
副委員長
遠藤　桂一 芝 浦 工 業 大 学 情報システム部長
委　員
中本　一康 北 海 学 園 大 学 教務センター事務長
志田　紀子 東 海 大 学 総合情報センター伊勢原情報システム課長
深谷　公男 東 京 理 科 大 学 学務部担当部長
鈴木　政博 日 本 大 学 本部管財部IT管理課長
小瀬川郷子 明 治 大 学 情報メディア部メディア支援事務室事務長
毛利　立夫 立 教 大 学 総務部情報システム課担当課長
吉田　浩史 京 都 産 業 大 学 情報センター課長
中原　伸夫 同 志 社 大 学 総務部情報企画課長
畑田　知也 龍 谷 大 学 教学部事務部長
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西脇　和彦 関 西 大 学 学術情報事務局情報推進グループ長
牛島　　裕 近 畿 大 学 総合情報システム部事務部長
稲積　包則 武庫川女子大学 教務部次長
アドバイザー
齋藤真左樹 日 本 福 祉 大 学 常務理事、副学長

情報セキュリティ研究講習会運営委員会

担当理事
柴田　　一 関 西 大 学 インフォメーションテクノロジーセンター所長
委員長
宮川　裕之 青 山 学 院 大 学 社会情報学部長
副委員長
中嶋　卓雄 東 海 大 学 学長補佐、情報教育センター所長
高橋　智広 早 稲 田 大 学 情報企画部事務副部長
委　員
中田亮太郎 昭 和 女 子 大 学 学園本部業務部情報メディア課係長
鈴木　浩充 東 洋 大 学 情報システム部情報システム課長
服部　裕之 明 治 大 学 情報メディア部生田メディア支援事務室副参事
峰内　暁世 立 正 大 学 情報環境基盤センター品川情報システム課長
向井　宏明 金 沢 工 業 大 学 工学部教授
西松　高史 金 城 学 院 大 学 財務部システム担当課長
アドバイザー
浜　　正樹 文 京 学 院 大 学 情報教育研究センター長
市川　　昌 江 戸 川 大 学 名誉教授
洞田　慎一 JPCERT コーディネーションセンター 早期警戒グループマネージャー

情報セキュリティ対策問題研究小委員会

主　査
中嶋　卓雄 東 海 大 学 学長補佐、情報教育センター所長
委　員
菊池　浩明 明 治 大 学 総合数理学部教授
高倉　弘喜 国立情報学研究所 アーキテクチャ科学研究系教授
アドバイザー
松坂　　志 情報処理推進機構 セキュリティセンターグループリーダー
洞田　慎一 JPCERTコーディネーションセンター 早期警戒グループマネージャー
岩本　真人 トレンドマイクロ（株） 公共ビジネス戦略推進部シニアマネージャー

事業普及委員会

担当理事
向殿　政男 明 治 大 学 顧問、名誉教授
委員長
今泉　　忠 多 摩 大 学 経営情報学部教授
委　員
波多野和彦 江 戸 川 大 学 メディアコミュニケーション学部教授
尾崎　敬二 国際基督教大学 元教養学部客員教授
西浦　昭雄 創 価 大 学 教務部長、経済学部教授
木村　増夫 上 智 学 院 理事長補佐

事業普及委員会・翻訳分科会

委　員
山本　英一 関 西 大 学 国際部教授、国際教育センター長

基本調査委員会

担当理事
小宮　一仁 千 葉 工 業 大 学 学長
委員長
真鍋龍太郎 文 教 大 学 名誉教授
副委員長
井上　明也 千 葉 工 業 大 学 社会システム科学部学部長
委　員
片岡　竜太 昭 和 大 学 歯学部教授
竹内　光悦 実 践 女 子 大 学 人間社会学部教授
高木　　功 創 価 大 学 経済学部教授
今井　　久 山 梨 学 院 大 学 現代ビジネス学部教授
アドバイザー
今泉　　忠 多 摩 大 学 経営情報学部教授

産学連携推進プロジェクト委員会

担当理事・委員長
向殿　政男 明 治 大 学 顧問、名誉教授
副委員長
大原　茂之 東 海 大 学 名誉教授
委　員
辻村　泰寛 日 本 工 業 大 学 先進工学部長　教務部長
井上　明也 千 葉 工 業 大 学 社会システム科学部学部長
酒井　孝彦 東 京 工 芸 大 学 芸術学部准教授
青木　義男 日 本 大 学 理工学部次長、教授
歌代　　豊 明 治 大 学 経営学部教授
松本　安生 神 奈 川 大 学 人間科学部教授
田辺　　誠 神奈川工科大学 名誉教授
アドバイザー
斎藤　信男 慶 應 義 塾 大 学 名誉教授
吉永　裕司 (株)内 田 洋 行 執行役員、高等教育事業部長
宮脇　　孝 (株)日立製作所 文教情報営業部長
河野　匡伸 富 士 通(株) マネージャー
青木　宏之 日 本 電 気(株) シニアマネージャー
板垣　　剛 日本ヒューレット・パッカード(株) 営業統括本部首都圏営業本部長

情報環境整備促進委員会

担当理事・委員長
向殿　政男 明 治 大 学 顧問、名誉教授
委　員
宮川　裕之 青 山 学 院 大 学 社会情報学部長
橋本　順一 玉 川 大 学 芸術学部教授
渡邉　博芳 帝 京 大 学 理工学部教授
梅田　茂樹 武 蔵 大 学 経済学部教授
アドバイザー
青木　義男 日 本 大 学 理工学部次長、教授

私情協ニュース
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月　日 会議名 会　場

本協会加盟校の特典
① 分野連携アクティブ・ラーニング対話集会で紹介された話題提供や、今後の課題に関する意見交換のビデオ

を視聴できます。
②　「私立大学教員の授業改善白書」（調査結果）等を通じて、分野別にICTを活用し先進的に取り組んでいる授

業改善の動向を把握できます。
③　加盟校限定の「教育改革FD/ICT理事長・学長等会議」「教育改革事務部門管理者会議」等、経営管理者向け

会議に参加することで、教育改革とICTを結びつけた最新の戦略情報を得ることができます。
④　加盟校専用のビデオ・オンデマンドの仕組みを通じて、アクティブ・ラーニングや教学マネジメント等に関

する話題性のある講演、教育改善・支援に関する事例発表の動画を教職員に配信することで、FD・SDの学内
研修に活用できます。

⑤　「ICT利用による教育改善研究発表会」「教育改革ICT戦略大会」の加盟校参加者は講演・発表時のパワーポ
イントを会議終了後に閲覧できます。

⑥　教育の質的転換等の補助金申請（とりわけICT関連）について、希望に応じて個別に相談し極め細かい助言
が受けられるとともに、大学組織向けの説明も個別に受けられます。

⑦　加盟校個別による情報化投資の独自調査を通じて、情報環境の整備状況および活用状況の点検・評価を行う
ことで、今後の対策について助言が受けられます。

⑧　本協会の賛助会員である情報産業の関係企業に本協会が仲立ちすることで、情報環境の整備に関して種々の
アドバイスを受けられます。

⑨　会議・講習会の加盟校の参加費は、非加盟よりも有利に設定されています。

会議名 会　場月　日
１月 ９日（木）
２月～３月予定
２月末～３月第一週予定
３月予定
３月27日（金）

アルカディア市ヶ谷（東京、私学会館）
東京都内を予定
関西地域の大学予定
市ヶ谷を予定
アルカディア市ヶ谷（東京、私学会館）

新年賀詞交歓会
産学連携事業 ［大学教員の企業現場研修］
FDのための情報技術研究講習会
産学連携人材ニーズ交流会
第27回臨時総会

4
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2019年度行事日程と加盟校の リメリット

2019年

2020年

７月10日（水）～12日（金）
８月 ６日（火）
８月 ９日（金）
８月下旬予定
９月 ４日（水）～６日（金）
10月31日（木）
11月27日（水）
12月予定

THE HAMANAKO（静岡県）
工学院大学（新宿キャンパス）
東京理科大学 森戸記念館（東京、神楽坂）
都内の大学予定
アルカディア市ヶ谷（東京、私学会館）
アルカディア市ヶ谷（東京、私学会館）
アルカディア市ヶ谷（東京、私学会館）
北海道・東北・中部・関西・九州地域の大学

大学職員情報化研究講習会［基礎講習コース］
教育改革FD/ICT理事長・学長等会議
ICT利用による教育改善研究発表会
大学情報セキュリティ研究講習会
私情協　教育イノベーション大会
教育改革事務部門管理者会議
第26回臨時総会
地域事業活動報告交流会

12月予定 関西地域の大学予定大学職員情報化研究講習会［ICT活用コース]
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公益社団法人私立大学情報教育協会とは

1. 私立大学における情報通信技術活用による教育改善の調査及び研究、公表・促進
情報通信技術による教育改善の研究
①教育改善モデルの公表

人文・社会・自然科学の分野別に求められる学士力を策定し、学士力の実現に向けて30分野※のICTを活用した教育改善
モデルの提言を公表しています。必要に応じて改善モデルの内容を見直し、教育目標・教育方法・評価等について更新して
います。現在は、答えが一つに定まらない問題に解を見出すことができるよう、インターネッ
ト上で多面的な視点から知識を組み合わせ、新たな発想・構想を目指す分野横断フォーラム型
のPBLモデルについて、医療系分野・法政策系の分野で試行研究しています。

※英語、心理学、政治学、国際関係学、社会学、コミュニケーション関係学、経済学、経営学、社会福祉学、教育学、統計学、
数学、生物学、物理学、化学、機械工学、建築学、土木工学、経営工学、電気通信工学、栄養学、被服学、美術・デザイン学、
薬学、看護学

②問題発見・解決型教育等（PBL）の研究
地域社会や国連の持続可能な開発目標（SDGs）から課題を見出し、協働する中で課題解決力・

表現力を訓練するPBL学修方法の工夫改善、ICTによる学びのプラットフォームの構築と運営、ビ
デオ試問による学修到達度の仕組みと実現可能性について、議論を通じて認識の促進を図るため、
教員を中心としたオープンな分野連携による対話集会を実施し、理解の共有と促進を図っています。

大学教育への提言

アクティブ・ラーニング（ＡＬ）の教育効果

授業改善に対する教員の意識調査の公表
３年間隔で加盟校の全教員約５万４千人を対象に「私立大学教

員の授業改善調査」を実施し、教育の質的転換に向けて教育改善
に対する教員の受け止め方を把握し、どのように対応していくべ
きか、今後の課題を整理・提言し、大学、文部科学省、関係団体
等に施策への反映を呼びかけています。平成28年度に調査を実施
し、その結果を平成29年度に「私立大学教員の授業改善白書」と
してネット上で公開しています。

※公益目的事業の成果は本協会のWebサイトから閲覧できます。

不特定多数の利益増進を図る公益目的事業

私立の大学・短期大学における教育の質の向上を図るため、情報通信技術の可能性と限界を踏まえて、
望ましい教育改善モデルの探求、高度な情報環境の整備促進、大学連携・産学連携による教育支援の推
進、教職員の職能開発などの事業を通じて、社会の信頼に応えられる人材育成に寄与することを目的に、
平成23年４月１日に認定された新公益法人の団体です。

本法人の淵源は、昭和52年に社団法人日本私立大学連盟、日本私立大学協会、私立大学懇話会の三団
体を母体に、コンピュータを導入した教育を振興・普及するため、国の財政援助の実現を事業の中心と
して創立した私立大学等情報処理教育連絡協議会です。その後、平成４年に文部省から情報教育の振
興・充実を目的として社団法人私立大学情報教育協会の設立が許可され、その後、平成23年度より公益
法人の制度改正に伴い公益社団法人として発足しました。

本法人の構成は、私立の大学、短期大学を設置する学校法人を正会員とし、本法人の事業を賛助する
ため法人又は団体による賛助会員を設けています。（正会員190法人、208大学、59短期大学、賛助会
員57 ［2019年４月１日現在］）

本法人の事業



36 JUCE Journal 2019年度 No.1

公益社団法人 私立大学情報教育協会とは

2. 私立大学における情報教育の改善充実に関する調査及び研究、公表・促進

3. 私立大学における情報環境の整備促進に関する調査及び研究、公表・推進
教育・学修機能の高度化に関する情報システムの紹介

大学に共通する情報システムの課題を年次ごとに選定・研究し、公表します。平成24年度までは
クラウド・コンピューティングを導入した情報システムの研究を行いました。平成25年度からは教
育の質的転換を進める上で大学が整備すべき「学修ポートフォリオ」について、目的、役割、活用
方法、学生・教職員への理解の普及、学修ポートフォリオ情報の活用対策、ICTを用いたｅポート
フォリオの構築・運用に伴う留意点・課題について研究した成果を編集し、平成29年度に参考指針
をとりまとめ、公表し、ｅポートフォリオシステムの導入・整備・活用を呼びかけています。

教育改革実現のための情報環境整備計画調査による
財政支援の提案

毎年、すべての私立大学を対象に情報環境に対する財政支援の計画を
調査・分析し、私立大学における教育活動の質的転換、地域社会・産業
界との連携、グローバル人材の育成に必要な情報環境の維持・充実に必
要な財政支援を文部科学省等関係機関に提案します。

情報環境整備の自己点検・評価
３～４年間隔で加盟大学を対象に調査を行い、情報環境の整備実態

及び利用状況の自己点検・評価を解析して、「私立大学情報環境白書」
をとりまとめ、情報環境に対する取組みの振り返りを通じて、改善に
向けた対応策の理解促進を図ります。2018年12月に調査を実施し、
2019年５月に白書をとりまとめネット上で公開し、大学、文部科学省、
関係団体等に理解を呼びかけています。

私立大学情報環境白書

4. 大学連携、産学連携による教育支援の振興及び推進
インターネットによる教育研究コンテンツの相互利用

大学における教育研究用電子著作物の相互利用を支援するため、インタ
ーネットを介して電子著作物の相互利用と権利処理手続きを無料で代行し
ます。また、教育の情報化を推進するため、ｅラーニングなどコンテンツ
利用環境の改善を目指して、教育利用における改正著作権法の実施に向け
て情報提供等の紹介を展開しています。

教育研究コンテンツ相互利用システム

社会に通用する情報活用能力の研究と紹介
① 人文・社会・自然科学の各分野で高度情報社会を主体的・自律的に行動できる情報活用能力の到達目標、教育学修方法、

学修成果の評価に関するガイドラインを公表しています。
②　情報活用リテラシーの研究

政府としてデータサイエンス、AIの初級教育を全大学生に展開する方針が決められたことを受けて、これまでのガイド
ラインをモデル化とシミュレーション等を通じて分析・予測する知識・技能の教育を中心に再構築します。

③ 「大社接続」による教育のオープンイノベーションの研究
「大社接続」による理論と実践を組み合せた教育プログラムの共同開発を進め、価値創造の教育に繋げていく学修支援
の仕組み、スタートアップの学修を組み込んだ授業モデルを作成しています。

④　データサイエンス教育を支援する研究
データサイエンス教育が必須化になることを受けて、プラットフォームの本格的な稼働に向け、国内の大学で進めてい

るカリキュラム開発、教材開発等の現状、国内のMOOCsにおける教育の状況、データサイエンスのコンテスト活動の紹
介、データサイエンス教育を進める教育方法の事例研究ワークショップなど、可能な範囲で情報を配信していきます。
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産学連携人材ニーズ交流会 教員の企業現場研修 社会スタディ

5. 大学教職員の職能開発及び大学教員の表彰
教員対象

・情報通信技術（ICT）を活用した優れた教育実践の評価と表彰
毎年８月上旬に全国の大学関係者を対象に「ICT利用による教育改善研究発表会」を文部科

学省の後援を受けて開催し、教育改善の実践事例として有用な研究発表を選定評価し、表彰を
通じて全国の大学に優れた教育改善の取組みとしてネット上で広く紹介しています。

・教育指導能力の向上を図るための情報通信技術（ICT）の研究講習
毎年２月下旬または３月上旬に私立大学の教員を対象に情報通信技術活用能力の習

得を目指して「FDのための情報通信技術研究講習会」を開催し、事前・事後学修及び
対面授業を支援するLMS（ラーニングマネジメントシステム）の活用法、教員と学生、
学生同士の対話環境を支援するツールの活用法、モバイルによる動画教材の作成法、
アクティブ・ラーニングの授業マネジメントの工夫、講義を活性化するICTの使用法な
どをアラカルト方式で支援を行っています。

職員対象
・職員の業務改善能力を強化するための情報通信技術活用力（ICT）の研修

私立大学の職員を対象に「大学職員情報化研究講習会」を毎年７月と12月に開催し、
ICTを活用した教育・学修支援のマネジメント、ICT活用による学修成果の可視化、IR

（大学機関による教育・経営の自己診断調査活動）、ICT活用による業務改善などへの関
与の仕方を研修し、職員の職務能力の強化促進に努めています。

教員・職員対象
・教育改革のための情報通信技術活用（ICT）に伴う知識と戦略の普及

文部科学省の後援を受けて、全国の大学を対象に毎年９月上旬に「私情協 教育イノベーション大会」を実施し、大学の
教育改革に向けて今後検討の準備が必要となる「大社接続」の教育体制、文理横断による教育プログラムの編成、教育改善
にICTを積極的に活用するための戦略等について認識の共有・理解の普及に努めています。

・短期大学の教育力向上を図るための取組み等の連携及び戦略の探求
短期大学生の社会人基礎力の強化、短期大学のプレゼンス向上を促進する事業として、国立・公立・私立の大学・短期大

学を対象に「短期大学教育改革ICT戦略会議」を開催し、地域市民の生活向上、地域価値の掘り起し、地域創生・活性化構
想の提案など、有志の短期大学間による地域貢献活動の支援事業を具体化する構想の実現に向けて課題と対策を協議します。

FDのための情報技術研究講習会

大学職員情報化研究講習会

産学連携による教育支援の推進
大学教員と産業界関係者による価値創造に関与できる実行力のある人材育成に関する意見交流の場として、「産学連携人

材ニーズ交流会」を毎年開催し、オープンイノベーションに関与できる人材育成の重要性や仕組みづくりについて認識を共
有します。

また、教員の教育力向上を促進するため、情報関係企業の協力を得て、事業戦略及び社員の人材育成について知見を共有
した上で、授業を振り返える機会を提供する「大学教員の企業現場研修」を実施しています。

さらに、国立・公立・私立の大学１・２年生にIoT、ビッグデータ、人工知能、ロボットなどによる第４次産業革命に興
味・関心を抱き、イノベーションに関与する姿勢を醸成できるよう支援するため、「学生による社会スタディ」を実施し、
有識者からの情報提供と質疑応答を踏まえて、グループで「ICTを活用して未来社会に向けてどのように関わっていくべき
か」を意見交流し、その成果を本協会で審査して優れた取組みに「優秀証」を発行しています。



38 JUCE Journal 2019年度 No.1

公益社団法人 私立大学情報教育協会とは

〒102-0073 東京都千代田区九段北4-1-14 九段北TLビル4階
TEL：03-3261-2798 FAX：03-3261-5473　info@juce.jp

会員を対象としたその他の事業
高度情報化の推進・支援として
●　３年ごとに情報化投資額の費用対効果の点検を本協会から受けることで、費用の有効性※を洗い出し、教育の質的転

換に向けた情報環境活用対策の改善点を指摘し、大学ごとに
フィードバックします。

●　教育改革に求められるICTの活用、教育・学修支援、財政
援助の有効活用など、加盟校の要請に基づき個別にキメ細か
い相談・助言を提供しています。

●　ICTを活用したアクティブ･ラーニング、ｅラーニング専門
人材の育成、IR等を支援する拠点校、クラウドの活用等につ
いて支援する国立情報学研究所と必要に応じて連携し事業の
推進を支援するとともに日本としてのMOOC環境を整備する
ため、日本オープンオンライン教育推進協議会（JMOOC）
に対して助言等の支援をします。

●　放送局の映像コンテンツを教育に再利用する可能性等を研
究し、働きかけます。

経営管理者等に対する情報通信技術（ICT）を活用した教育政策の理解普及として
●　加盟校の理事長、学長、役員、学部長、学科長（短期大学）等本人による「教育改革FD/ICT理事長・学長等会議」

を開催します。これにより、教育改革とICTを結び付けた最新の戦略情報を得ることができます。
●　加盟校の事務局長、部・課長を対象とした「教育改革事務部門管理者会議」を開催し、

教学マネジメント体制の構築に　ICTを活用する最新の情報を提供します。

教職員の知識・理解を拡大するためのビデオ・オンデマンドの配信
●　本協会で実施した発表会、大会等の映像コンテンツ（30年度122件、29年度129件、28

年度127件）を希望に応じて配信します。コンテンツは毎年度更新され拡大していきます。
●　遠隔地の大学・短期大学でも会員の特典として毎年実施している講演や研究発表の動画

を閲覧できますので、教員・職員の職能開発に活用できます。
●　映像コンテンツは有料ですが、２年目は１年目の１割、３年目は無料となり、現在平成

28年度のコンテンツは申込に応じて全て無料で配信します。 ビデオ・オンデマンド配信

公益社団法人　私立大学情報教育協会

１．全学的な教学マネジメントに向けた情報通信技術（ＩＣＴ）の利活用
（ＩＣＴを活用した教育課程の可視化、学修指導を自己点検・評価するeポート
フォリオ、シラバス点検の取組み等）

２．教育の質的転換を目指した教育・学修支援環境
（ＬＭＳ、eラーニング、反転授業の実施、eポートフォリオや学生カルテの導
入、ＩＣＴを利活用した地域・産業界・大学間連携、コンテンツ・アーカイブ
化等)

３．ＦＤ支援の点検
（ＩＣＴを活用した教育改善計画、アクティブ・ラーニングの推進、eポートフ
ォリオを利活用する研修の実施等）

４．情報環境として備えるべき施設
（ネットワークの高速化、教室のＩＣＴ環境、情報セキュリティ体制、情報資
産の把握、インシデント情報共有、情報セキュリティの自己点検・評価・改善
体制等）

５．大学の活動を調査・分析・改善するIRの取組み
（ＩＲの導入状況、教育のＩＲ活動の取組み、経営のＩＲ活動の取組み）

６．教育情報公表の点検
（教育情報公表の取組み、外部と意見交流、教育情報の構築体制の有無）

※情報化投資額の有効性評価リスト

機関誌「大学教育と情報」

6. この法人の事業に対する理解の普及
公益目的事業に対する理解の促進及び普及をはかるために、機関誌「大学教育と情報」を年４

回、全国の大学、政府、関係機関等向けに発行しています。また、インターネット上で事業の経
過及び成果を随時情報公開するとともに、意見の収集を行い、事業の見直しなどに反映できるよ
うにしています。また、北海道地域、東北地域、中部地域、中・四国・関西地域、九州地域にて
事業報告交流会を実施して、事業への理解促進及び意見をうかがい、事業改善に役立てることに
しています。

・情報セキュリティの危機管理能力の強化を図るセミナー
学校法人及び大学が所有する情報研究資産、金融資料、マイナンバー等の情報資産を

安全に管理・運用できるよう情報セキュリティ対策の危機管理能力の強化を推進するた
め、毎年８月下旬に私立大学を対象に「大学情報セキュリティ研究講習会」を開催し、
サイバー攻撃に対する脅威の周知と危機意識を高めるため、ベンチマークテストを踏ま
えた防御対策の点検と改善策の探求、実践的なセキュリティ技術の修得を通じて研究・
討議します。また、情報セキュリティ対策に取組む大学情報のアーカイブ化、関連規程
の作成ビデオ・オンデマンド化に努めています。 大学情報セキュリティ研究講習会
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ICTを活用した教育改善モデルの紹介

ＩＣＴを活用した教育改善モデルの研究成果を広く理解いただくため、本協会ホームページ
に平成２４年度より掲載の大学教育への提言「未知の時代を切り拓く教育とＩＣＴ活用」の２
章に掲載の31分野に亘る教育改善モデルの考察結果を抜粋して紹介しています。

本章では、未来を切り拓く若者の育成を学士課程教育でどのように実現することが望ましいか、５年先を
目指し専攻分野ごとに理想的な教育の仕組みを追及した改善モデルの構想を提案することにした。構想の基
調は、これまでの教員主導による授業の在り方を振り返り、学生が主体的に授業に取り組み、達成感や自信
を培うことができるよう学生本位の学修の仕組み作りを目指した。そのため、提案している授業改善モデル
の実現には、教員の個人的努力では対応できない教学・経営管理面での課題が山積しており、理事長、学長、
学部長などのガバナンスの決断が求められる。このような背景から本章は、大学ガバナンスに関係される
方々を中心に、学士力の実現に向けた教育現場からの課題を理解いただけるように努めた。

ここに紹介する教育改善モデルは、専攻分野における学士力の到達目標の一部を実現するための授業を構
想したものであり全てではない。医学、歯学、薬学、看護学を除く２７分野の学士力は本協会で考察したも
のであり、医療系の学士力はモデル・コア・カリキュラムによった。本モデルの構成は、第１節が「分野別
教育における学士力の考察｣、第２節が｢到達目標の一部を実現するための教育改善モデル｣、第３節が｢改善
モデルに必要な教育力、ＦＤ活動と課題｣とし、学士力から改善授業のモデル、教員の教育力、ＦＤ活動、
大学の課題と体系的に考察を試みた。以下に、モデルの考察に際して特に配慮した点を掲げる。

①　就職活動による学修期間の短縮問題は、経済界の自主努力で改善されることが期待できるとした。
②　ゆとり教育による学力低下問題は、平成２４年度に中学校、２５年度から高校で新学習指導要領に基

づく課題探求型の学習と自己との関連付けの学習が徹底されることで、今後改善が期待できるとした。
③　｢未知の時代を切り拓く能力｣を大学教育として提供できるようにすることが喫緊の課題であるとし

た。
④　教養科目と専門科目、専門基礎と専門応用の科目の統合を促進するとともに、授業科目を体系化・総

合化するなど、教員間で連携したチームによる学修を組織的に取り入れる必要があるとした。
⑤　授業科目が多く事前・事後学修時間の確保が困難、統合授業など教員間での調整が必要とした。
⑥　学生が自らの問題として授業を受けとめ主体的に学修する理想的な仕組みを創り出すことにした。
⑦　学修成果を質保証するために卒業試験、卒業論文などの出口管理の厳格化、客観的な到達度評価の基

準を作る必要があるとした。また、卒業までに学修成果を確実に修得できるよう学修ポートフォリオ
で不足している能力を洗い出し、大学が個々の学生に学修支援する仕組みを設けることが不可欠とし
た。

⑧　本モデルは、｢未知の時代を切り拓く能力｣を大学教育として提供できるように、教育改善全般に亘り
構想するものであり、教室での対面授業を基本とする中で必要に応じてＩＣＴを用いることにした。

⑨　教育改善のイメージとしては、「教員の授業以外にＩＣＴを活用して社会や世界の学識者と協力して
学べるようにする」、「グループによる学び合いを学修支援システムで展開する他、学修成果を学内外
で発表・講評し、学修成果の振り返りを繰り返す中で学修の通用性を体験させる」、「学生目線でグル
ープ学修の相談・助言を学内ＬＡＮ上で支援する」、｢不足する基礎知識を履修後も教員間の連携によ
り学内ＬＡＮ上で卒業までの期間を通じて定着・発展させる｣、「学外教員による口頭試問の外部評価
試験」などとした。

⑩　教育改善モデルの実現性を高めるため、教員に期待される教育力を考察した。専攻分野における教員
の姿勢、高度な知識、経験の視点から専門性を整理した上で、改善モデルに求められる特徴的な教育
力を抽出し、その上で教育力を高めるＦＤ活動とＦＤ活動活性化に求められる大学の課題を整理した。
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建築学は、自然・地球環境の上に人間生活、社会機能を営むための人工環境（ ）を
構築し、都市・地域の健全な発展に寄与することを使命としている。
科学技術が急速に発達し、人間の生活機能も複雑となり、さらに自然環境との関係に問題が生じる
中で、歴史と文化を踏まえた都市・地域の再生に建築が果たす役割はますます重要となっている。建
築学教育は、このような課題に応える人材育成を目指している。
現在の複雑化した社会、多種多様な価値基準の中で問題解決を図るためには、建築専門分野をもと
に、建築系のみならずあらゆる分野の知見を取り入れ、広い視野から建築を分析的に見て総合的な立
案・提案ができることが必然となってきた。
このような能力を実現するためには、学術・技術から芸術に至るまでの包括的な知識と素養を身に
つけ、自ら考察し、確実に実践できるものでなければならない。その上で、各分野と協働して広い視
野で「モノ・コト」を捉え、問題解決に立ち向かうことができなければならない。
そこで、建築学教育における学士力の到達目標として、以下の四点を考察した。
第一に建築の学術・技術及び芸術に関する基礎的な知識が活用できること、第二に建築の計画、環
境、構造、材料に関する基本的な専門知識が理解できること、第三に生活環境の安全・安心、公共の
福祉などの視点から建築を考えることができること、第四に建築学の体系的な知識や技能をもとに、
計画・構造・環境・生産・材料などの各分野と協働して建築作品にまとめることができることとした。

ここでは、建築学の全体像を把握させるために、機能性・安全性・芸術性の観点から建築の知識や
素養を整理し、その意味を理解させねばならない。そのため、主要な建築の学術・技術及び芸術の概
念を歴史的な観点も含めて実例をあげ、建築学的視点から分かりやすく説明できることを目指す。

建築の数学、建築の物理学、建築概論、建築図学、基礎製図、建築情報処理演習、造形演習、建築
史・意匠など

①　数学や物理などの自然科学系の基礎的な知識が活用できる。
②　建築の安全性や機能性に関する基本的な知識が活用できる。
③　建築の図法や設計製図に関する基礎的な技術が活用できる。

①と②は、レポート及び筆記試験などにより確認する。
③は、建築の立体的な空間把握に関する図法などの成果物により確認する。

ここでは、社会の量的・質的に複雑化するニーズに対応するために、建築の素材から多様な空間の
構築に至る専門知識を理解させ、安全・快適な空間の創造と持続可能性に配慮できねばならない。そ
のため、計画、環境、構造、材料の到達目標に則した基礎知識を確実に修得させ、実践面での適確な
判断力・応用力に結び付けられることを目指す。



41JUCE Journal 2019年度 No.1

事業活動報告

建築計画、建築環境工学、建築設備、建築構法、建築構造力学、建築材料、建築生産、建築に関す
る実験・演習・実習など

①　住宅などの各種建築物を設計計画するための専門知識が活用できる。
②　建築の環境・設備に関する物理的性質や社会的なニーズを理解できる。
③　建築の構造を理解し、その安全性について力学的な把握ができる。
④　建築材料、建築生産に関する実践的な知識が活用できる。
⑤　建築に関する実験などを通して、建築を構成する要素の特性を理解できる。

①～④は、レポート及び筆記試験などにより確認する。
⑤は、実験のレポートや取り組み状況などにより確認する。

ここでは、建築学に関する専門知識を踏まえて関連する法令の根拠や技術者倫理を理解させねばな
らない。そのため、地球環境や生活環境の安全・安心・快適性及び公共福祉に配慮した建築、地域・
都市の持続可能な計画・マネジメントを考察できることを目指す。

都市計画、地域計画、建築法規、建築倫理、建築企画、建築のマネジメントなど

①　生活環境の安全・安心、快適性に配慮する知識が活用できる。
②　都市や地域の計画において公共の福祉に貢献することができる。
③　法令の主旨、技術者倫理を理解して建築に取り組むことができる。
④　地球環境や都市・地域社会と関連付けて建築のマネジメントを理解できる。

①～④は、レポート及び筆記試験などにより確認する。さらに②と④は、ワークショップなどによ
り確認する。

ここでは、複雑化する社会、多種多様な価値、変容する自然環境などを背景に、分野を超えた協働
設計の在り方を身につけさせねばならない。そのため、企画立案のコンセプトの明示、設計条件の顕
在化、具体案の提示と選択という過程の中で、チームの意思決定を行い、建築作品として最適化する
能力の修得を目指す。

建築設計、建築ゼミナール、卒業研究・卒業論文・卒業設計など

①　建築の設計課題に対して、自ら企画立案して建築作品にまとめることができる。
②　建築の課題研究において、自ら問題意識を持って取り組むことができる。
③　建築分野の包括的な学修によって得た専門知識や技術を活用し、建築の各分野との協働で建築
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作品にまとめ、その成果を発表することができる。

①と②は、設計課題で制作された各種図面・３Ｄデジタルモデル・ＶＲ及び模型などの成果物及び
発表により確認する。

③は、提出された卒業論文や卒業設計の成果物及び発表により確認する。なお、外部評価などによ
り確認することが望ましい。

上記到達目標の内、「建築学の体系的な知識や技能をもとに、計画・構造・環境・生産・材料などの
各分野と協働して建築作品にまとめることができる」を実現するための教育改善モデルを提案する。

①　建築の設計演習課題に対して、自ら企画立案して建築作品にまとめることができる。
②　建築の課題研究において、自ら問題意識を持って取り組むことができる。
③　建築分野の包括的な学修によって得た専門知識や技術を活用し、建築の各分野との協働で建築
作品にまとめ、その成果を発表することができる。

現状では、建築製図・設計の授業にあっては、約束事に従った線の描き方、作品のコピー及び美
しい空間・形態などを学ぶことだけに留まっている。
ここで提案する授業は、企画、基本設計を実体化させるため、建築の各分野との協働をもとに参
加する学生の知見、社会、経済及び周辺環境などの情報を組み合わせ、「見える化」する実践を通し
て、施主、周辺住民、施設利用者などに対する説明が果たせる能力の開発を目指す。

ここでは、建築製図の基礎知識及び　
デジタルツールを修得し、３年次まで
の期間を通じて建築系の知識、能力を
身につけていることを前提とする。
本授業においては建築実現にかかる
データを収集・分析し、多面的に組み
合わせ、情報として企画・設計に利活
用するため、建築設計系のみではなく
他分野の学生との連携、及び建築系の
あらゆる教員間の連携・支援のもと、
協働で設計する。その際、建築形態・
空間、環境因子、法的規制などによる
限界・可能性などの「見える化」などを可能にするプラットフォームとしての３次元オブジェク
トＣＡＤ、ＢＩＭ（ ）ツールを導入する（図）。
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以下に、授業シナリオの一例を紹介する。
①　ＢＩＭのプラットフォームとなる３次元オブジェクトＣＡＤを使用することにより、３次元思
考による建築製図・設計を行うための知識・技術を身につけさせる。
②　企画、建築設計に必要な情報を建築として統合するための基本知識を身につけさせる。
③　ＢＩＭツールを活用して多面的な観点から設計を振り返りさせる。
④　振り返り後の建築設計結果を学修支援システムに掲載・発表し、学内外の評価を通じて発展
的に学ばせる。

以下に、学修内容・方法の一例を紹介する。
①　簡略な２次元・３次元のスケッチを描かせ、３次元オブジェクトＣＡＤへのデータ入力を行わ
せ、学修支援システム上で成果物の確認と処理過程の「見える化」を行わせる。
②　３次元オブジェクトＣＡＤの特徴及び建築構成要素、部位を順序正しく３次元データとして入
力し、３次元シミュレーションソフトにより確認を行わせる。
③　学生一人ひとりに簡単な課題を与え、企画・設計から表現・プレゼンテーションなど一連の作
業を体験させる。
④　新たな設計課題を出題し、グループで設計に関する構造・環境・生産などのシミュレーション
を行わせ、その結果の信頼性を議論させた上で再度設計に反映させる。
⑤　学修成果を建築系各分野の関係者に学修支援ソフトを通じて公表し、講評・評価を受け、修正・
完成に導かせる。

①　３次元オブジェクトＣＡＤを利用させることで、設計製図という行為が企画・計画を実現させ
るための「情報」であることを理解できる。
②　情報としての与条件から成果物までの「見える化」により、多面的な観点で設計を振り返りす
ることができる。
③　ＢＩＭにより建築形態・空間、環境因子、法的規制を関連付けることができる。

①　学内外で利用できる学修環境及び協働作業としてクラウドコンピューティングの構築が必要で
ある。
②　２次元ＣＡＤ、３次元ＣＡＤ・ＣＧ、３次元オブジェクトＣＡＤ及びＢＩＭツールで自由に学
修できるソフトウエア、ハードウエア環境が必要である。

改善モデルの点検・評価は、ＢＩＭに関わる科目間の役割分担の適切性について教員間で作成し
た評価シートを用いて意見交流する。また、基礎知識の定着度合いを確認するため、受講生及び上
級学年生のファシリテーターの意見をもとに授業方法の改善策を検討する。

①　建築の各分野及び他学部・他学科との横断型の協働学修の仕組みを制度化することが必要である。
②　大学の枠を超えた大学間連携や産業界との連携の仕組みが必要である。その際、セキュリティ
などの柔軟な運用・管理が必要である。

③　３次元オブジェクトＣＡＤ、ＢＩＭツールが利用できる環境が必要である。
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①　生活環境の安全・安心・健康な社会の構築などに対する使命感と倫理観を有していること。
②　建築学的な視点で科学・技術・芸術の現状を振り返り、将来の地球及び地域社会における影響
を複眼的・統合的に捉えることができること。
③　建築と社会の多元的・複合的な価値に配慮し、環境、地域及びグローバルな視点で共生を考え、
イノベーションに貢献できること。
④　他の専門領域や地域社会と連携・協働して課題に取り組ませられること。
⑤　持続的社会の発展と建築学の関係を学生に気付かせ、主体的に取り組ませられること。
⑥　ＩＣＴなどの教育技法を駆使して、参加・実践・発信型の教育ができること。

①　当該授業のカリキュラム上の位置づけを十分に理解させ、教育方針に沿った授業を実施できる
こと。
②　他分野との関連付けの重要性を社会の実践例などから理解させられること。
③　コンピュータ支援技術の利用に関して十分な経験を有し、論理的・実践的な指導ができること。
④　３次元のデジタルモデル化を通じ、客観的事項及び数値計算法から得られた情報の「見える化」
の重要性を十分に認識し、設計させられること。
⑤　適切な課題抽出、プロジェクトの構築・実践を通して、ＰＤＣＡ、マネジメントをさせられる
こと。
⑥　学内外の教員及び実務者・研究者などの協力を得るためにコーディネートができ、教育プログ
ラム及び評価に反映させることができること。
⑦　目的達成のためにコミュニケーションツールとしてのＩＣＴを有効利用させられること。

①　教員間の連携のもとに授業内容とカリキュラムポリシーとの整合性の確認を委員会活動として
継続的に行う必要がある。
②　企業の実践例及び教育事例の研究報告会に積極的に参加し、専門科目を担当する教員同士が教
え合い、学び合うことが必要である。
③　ＢＩＭを用いた情報の「見える化」の指導法について、ワークショップを組織的に行う必要が
ある。
④　外部評価による振り返りを行わせる指導法について、専門家を招くなどの研究会を実施する必
要がある。

①　大学として教員の教育実態を適確に把握し、世界を視野に入れた教育の質保証が担保できる取
り組みを持続的に行う必要がある。
②　関連分野の教員や社会の専門家などから協力を得るために、連携の呼びかけ、制度の整備及び
財政的な支援を行う必要がある。
③　ＩＣＴを活用した教育方法を支援する組織を大学として整備する必要がある。
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医療技術の高度化、医薬分業の進展ならびにセルフメディケーションの推進等に伴い、医療におけ
る薬剤師の果たすべき役割はますます重くなっており、その専門性を発揮して医療の質向上に貢献す
ることが求められている。
このような状況を受けて、高い資質を持つ薬剤師の養成が必要となり、平成１８年度より薬学部に
おける薬剤師養成課程の年限が４年から６年へと延長された。その具体的な教育内容改正のポイント
として医療薬学教育の充実と実務実習の拡充があげられ、４年次までに実施する事前学修の段階で、
医療における薬剤師の役割や社会的使命、薬剤師以外の医療スタッフとの連携を実現するためのチー
ム医療のあり方などについて、自ら課題を発見し、討論を重ねる問題解決型の学修が重要となってい
る。
このような教育内容に関しては「薬学教育モデル・コア・カリキュラム」にも記載があるが、問題
解決型の教育モデルについては各大学とも未だ確立されていない。また、チーム医療では多職種間の
連携が不可欠になっており、患者を中心に置いた協働型の学びが求められている。
そこで、事前学修や実務実習に積極的に取り組むために、病院と薬局での薬剤師業務の概要と社会
的使命を理解させる教育改善モデルについて考察した。

薬学教育モデル・コア・カリキュラム「（Ⅰ）実務実習事前学修」の「卒業後、医療、健康保険事業
に参画できる能力」を獲得するための教育改善モデルを提案する。

（薬学教育モデル・コア・カリキュラムの一般目標）
事前学修に積極的に取り組むために、病院と薬局での薬剤師業務の概要と社会的使命を理解する。

（薬学教育モデル・コア・カリキュラムの到達目標）
＜薬剤師業務に注目する＞　
①　医療における薬剤師の使命や倫理などについて概説できる。
②　薬剤師が行う業務が患者本位のファーマシューティカルケアの概念にそったものであることに
ついて討議する。（態度）
＜チーム医療に注目する＞
③　医療チームの構成や各構成員の役割、連携と責任体制を説明できる。
④　チーム医療における薬剤師の役割を説明できる。
⑤　自分の能力や責任範囲の限界と他の医療従事者との連携について討議する。（態度）

医療現場では薬剤師も医師、看護師等とともに最適の薬物治療を行うことが必要になっているが、
学部を超えた教員連携による多職種連携教育が十分に行われていないため、チーム医療における薬
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剤師の役割、連携、責任体制を理解させることが困難であった。
ここで提案する授業は、職種間連携による合理的な医療を推進する力を身につけさせるため、教
員間で連携して、医学、薬学、看護学、栄養学等の学生とワークショップによる合同教育を行い、
職種間連携（チーム医療）の中でそれぞれが果たすべき役割を理解させることを目指す。

ここでは４年次生を対象とし、５年次の実務実習を円滑に遂行するために、医学、薬学、看護学、
栄養学等の教員の連携を前提とする。
教員間の連携のためにポータルサイトを構築し、教員間で学修を支援する体制を実現する。また、
基本的な薬学の基礎・専門知識の理解度は、学修ポートフォリオで確認し、到達していない場合は能
動的に取り組めるｅラーニングの環境とそれを支援、促進する上級学年生などのファシリテーター
の仕組みを構築しておく。
到達度は、４年次終了後に、実務実習に必要な知識・技能・態度の修得状況を判断するために、
客観テストの他に口頭試験（図）を医学、薬学、看護学、栄養学等の教員と学外の専門家を含めて
行う。併せて、自己の振り返りのために、ポートレートを作成させ、教員と学外の専門家で評価を
行う。

以下に、授業シナリオの一例を紹介する。
①　学修ポートフォリオを用いて薬学の基礎・専門知識の到達度を確認させ、不足する知識をｅラー
ニングで学修させる。
②　対面やネットを通じて、医・薬・看護・栄養学等の学生に合同で患者及びその家族から病気に
対する思いを聞かせ、心理を理解させる。
③　対面やネットで現在の薬物治療における問題点をグループで議論させる。
④　問題点を解決するための課題を合同で提示し、グループで解決策を議論し学修成果を発表させる。
⑤　グループの議論の過程をポータルサイトに合同で掲載し、グループ間の相互評価を通じて多様
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な視点から学ばせる。
⑥　学修成果を公開し、医療関連分野の教員や学外の専門家からの意見を取り入れて振り返りを行
わせる。

以下に、学修内容・方法の一例を紹介する。これらは１、２日のワークショップが基本となるが、
それに加え、継続かつ定期的な学修機会を提供することがより望ましい。ここでは、がん治療を例
とする。
① 事前教育
ワークショップを開始する前に、学生に不足している薬学の基礎・専門知識の理解度をｅラー
ニングや学修ポートフォリオを活用することで一定の水準まで高め、②以降の導入を容易にする。
・基礎知識：生理学、生化学、薬物動態学、臨床検査値の読み方など
・専門知識：がんの病態生理、がん治療薬の作用機序、がんの薬物療法など

②　コミュニケーション力及び論理的思考能力の育成
対面やネットを通じて患者、関係者から現場情報の提供を受け、グループで問題点を議論させ、
医療全体の課題と薬学課題との関連付けを行わせる。患者や医療スタッフとの間のコミュニケー
ションを円滑かつ効果的に行い、議論や話し合いを通じて課題の関連性を論理的に整理できるよ
うにする。
・がん患者やその家族が抱えている問題点（不安、症状、副作用など）を知る。

③　問題解決能力の育成
医療系学部教員や上級学年生を交えたディスカッションを通して問題を共有し、グループ学修
でＫＪ法などの創造的問題解決技法を用いて、がん治療に関する考え方の異同性を理解する。
これにより、がん治療に関する認識と理解を共有する。
・薬剤師の立場からがん患者やその家族にできることは何かを考える。

④　チーム医療の重要性の認識
対面やネット上でスモールグループディスカッションを行い、医師、薬剤師、看護師、栄養士
等で思考の違いを認識し、相互理解した上で、緩和医療や外来がん化学療法について考えさせ、
必要な基礎力の強化を図るための方策を考えさせる。患者の抱える問題を解決するにあたり、各
医療スタッフと協働して行うことの重要性とその中での薬剤師の役割を認識する。
・がん治療の中で、薬剤師の立場からチーム医療に貢献できることは何かを考える。

⑤　治療計画の立案
治療計画（クリニカルパス）を作成する経験を通して、各職種の役割と職種間連携の流れを理
解させる。それぞれの患者に合った最適な治療を目指し、薬剤師と各医療スタッフが実践する内
容を明確にし、それに応じた情報検索、収集、評価、応用を通じて問題解決方法を模索する。
・最新のがん治療法に関する情報を調べ、各職種の役割を考えたがん治療計画を立案する。

⑥　カンファレンスの実践
チーム医療において会議や打ち合わせなどのカンファレンスの実践能力は重要であるため、グ
ループでの議論の過程をポータルサイトに掲載し、グループ間で意見交流させ説明できるように
する。ここでは、クリニカルパス作成までの過程を異なったグループ間で討論することにより、
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幅広い観点からがん治療について考える重要性を学ぶとともに、自分の意見をわかりやすく説明
する能力を培う。
・一人の患者のがん治療においても、多くの違った考えがあることを知る。
・チーム医療において自分の意見を説明することの重要性を知る。

⑦　評価と振り返り
薬剤師は振り返りを行いながら更なる発展に向け学修していく姿勢が常に求められ、生涯学修
の観点からも重要であるため、グループでの学修成果をポータルサイトに掲載し、学外の専門家
から評価を受けて振り返りを行うとともに、製剤、育薬などにも言及できる発展的な学修を行わ
せる。
・ＩＣＴを用いた筆記試験など客観テストの他、医療関連分野の教員や学外の専門家による口頭
試験を行う。
・評価は大学間や専門家とのコンソーシアムを形成し、多職種との連携の中で行うことが望ましい。

①　対面やネットを通じて患者の心理を理解し、医療における薬剤師の使命や倫理を考えることが
できる。
②　医療系学部の学生が合同で対面やネットを通じて多面的な議論を行うことで、薬剤師をはじめ
とする各構成員の役割、連携と責任体制を理解できる。
③　ネット上で医療系分野の教員連携による支援体制を構築することで、知識・技能・態度の量と
質を高めることができる。

①　医学、薬学、看護学、栄養学等に関わる大学間でコンソーシアムを形成し、教員連携を行う教
育クラウドの構築が必要である。
②　グループ学修や学修ポートフォリオ等の環境が必要である。

合同ワークショップ実施後、速やかに教員や学生の評価・意見をネット上で集計・解析し、共有
する。評価資料をもとに、各学部の教員代表者が協議し、授業に対する点検を行う。さらに、当該
学生の５年次終了後に、追跡調査としての実務実習報告会、指導薬剤師等からのフィードバックを
通じて、授業の有効性を具体的に評価し、改善のための資料とする。

①　医学、薬学、看護学、栄養学等の教員間の連携や人材の確保を大学のガバナンスとして構築す
ることが不可欠となる。
②　グループ学修を積極的かつ円滑にするファシリテーターを確保するため、学内雇用制度を構築
する必要がある。
③　大学間、教員間で連携して、学修到達度の評価基準・方法を、専門家の意見を取り入れながら
より実践に即したものにしておく必要がある。
④　自由な議論ができるように、ネット上での発言の記録、発言内容の保護等の管理体制を制度化
し、組織的運用を行う必要がある。
⑤　卒後教育との連携も考慮に入れておくべきである。
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①　生命に関わる職業人としての自覚を有し、人の命と健康を守る人材を育てることに強い使命感
をもった専門家であること。
②　他分野の多様な領域について、薬学との統合的な関連付けができること。
③　グローバルな視点から将来の医療や創薬に対する展望を有し、新たな課題の発見、科学的根拠
に基づく問題解決、社会還元ができること。
④　医療を求める人への共感的態度や、生涯に亘り自らを向上させる態度を有していること。
⑤　社会における薬学の役割を理解させ、学生の気付きを促し、主体的に取り組ませられること。
⑥　ＩＣＴなどを利用した教育技法を駆使して、多元型の教育を実践できること。

①　ＩＣＴを活用した教育の特性を理解し、学生のためのｅラーニングや教員連携にＩＣＴを活用
できること。
②　学修成果のポートフォリオから、学生一人ひとりの学修上の問題点を抽出してフィードバック
できること。
③　医療における薬剤師の役割を念頭においた自主学修やグループ学修を発展させるコーチングが
できること。
④　医療系分野の専門家や教員の意見を取り入れながら、学修到達度を適切に評価し、それに合わ
せた指導ができること。
⑤　薬学の特徴を理解した上で、医療系分野の教員と連携して授業を組み立て、薬剤師として果た
すべき役割を認識させられること。

①　自主学修やグループ学修などの指導法について、ワークショップを組織的に行う必要がある。
②　医療系分野の担当教員間で意見交換を徹底し、ワークショップを通じて評価方法や問題点の共
有を図る必要がある。
③　ＦＤ会議を定期的に開催し、ＩＣＴを活用した教育方法改善を組織的に実行していく必要がある。

①　学務系職員、ＩＣＴ技術系職員の教育支援能力の開発を組織的に行う必要がある。
②　学部間・大学間連携や医療系分野の専門家との連携に大学として取り組み、制度の整備及び財
政的な支援を行う必要がある。
③　教材コンテンツ、ネットを介した評価や意見交換の結果などをアーカイブする必要がある。
④　世界を視野に入れた教育の質保証を持続的に行う責任がある。



本協会では、教員の教育力向上を支援するため、

賛助会員の協力を得て、情報産業における事業戦

略の動向、最新の技術動向、社員教育制度の紹介、

若手社員を交えた大学での学びに対する要望など

の意見交換を通じて、授業改善に向けた気づきを

提供する取組みを進めている。10月から12月に

かけて協力いただく企業と調整を行った結果、５

社で開催することにした。平成31年２月から３

月に５社で大学教員の企業現場研修を実施した結

果、101名の大学教員が参加した。以下に実施結

果の概要を示す。

第１回　日本電気株式会社

１．研修テーマ：社会価値創造企業における人材
育成・人財確保を現場で学ぶ

２．研修目的：本研修では、社会に貢献し、新た

な価値を社会とともに創造していくNECの技術

開発やグローバル展開、それを支える人財育成

について紹介します。また、若手社員との交流

を通じて大学教育に求められる学びについて考

えるきっかけづくりとします。

３．研修企業：日本電気株式会社

４．開催時期：平成31年２月７日（木）13：30

〜17：30（13：00受付開始）

５．開催場所：NEC本社ビル　〒108-8001
東京都港区芝５－７－１

６．参加者数：16名

プログラム

13：30　事業の概要紹介
日本電気株式会社の会社概要・事業等につい

て紹介します

13：55　ICT活用事例の紹介
(1) NEC-Gは国内だけではなく海外へもソリ

ューションを展開しています。その中から、

効果的な授業を実現するソリューションを企

画・提案し、実際に海外の大学で導入頂いた

事例などを紹介します。

(2) NECでは様々な技術を研究・開発を行い、

その技術を用いたサービスをお客様へお届け
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しています。その中からAIを用いたサービス

について紹介します。単なるデータの見える

化だけにとどまらず、分析結果を活用してい

く価値を提供しています。

社員教育制度の紹介
セルフディベロップメント（自らの意思で自

らの能力開発をはかるという考え方）を基本に、

事業に貢献する人材づくりを目指し、「事業遂

行力の強化」「プロフェッショナル人材の育成」

「マネジメント人材の育成」を人材開発の３つ

の柱として、社会にイノベーションをもたらし、

常に成長し続ける人材を育成するNECの社員教

育制度や、NECグループが常に意識し大切にし

ていく「人財哲学」について紹介し、意見交換

を行います。

若手社員との意見交換（大学での学びについて）
社会人になってから今までの経験を通じて、

大学時代にやっておけば良かったと思うこと

や、大学時代に役立った経験・授業はどの様な

ことだったのか等について若手社員から発表

し、意見交換を行います。

17：30　終了

７．実施結果

研修終了後のアンケートでは、ほぼ全員が本研

修を「他の教員にも紹介したい」、「授業に役立つ」

であった。

〔特徴的な意見〕

①　企業が求める人材能力や素養が良くわかり、

学生指導に活かしたい。また企業は社員の人材

育成に様々なプログラムやキャリアパスを設

け、いかに社員の成長を重視しているかがわか

った。

②　企業の視点で大学教育を考える良い機会とな

り、刺激を受けた。企業が先進的な取組みを行

っているのに大学はうまく取り入れていない。

大学は、組織文化や運営を改めなければならな

いのではないかと思った。

③　大学教員は、教育改善のために視野を学外の

社会にも向け、教育力とモチベーションを高く

平成25年度 産学連携事業 実施報告
大学教員の企業現場研修／産学連携人材ニーズ交流会／社会スタディ
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ユースケースの一例を交えて「Lumada」の取組

みを紹介します。

16：00　若手社員との意見交換
（大学での学びについて）

若手社員より、大学時代に経験しておきたか

ったことや役立ったことなど自身の大学生活の

振返りと、社会人としての経験から感じた大学

教育において必要だと考えられることについて

意見交換を行います。

17：00　終了

７．実施結果

研修終了後のアンケートでは、本研修を全員が

「他の教員にも紹介したい」、９割以上が「授業に

役立つ」であった。

〔特徴的な意見〕

①　若手社員から、能動的学修やグローバル社会

で通じる教養教育、コミュニケーション能力に

力を入れて欲しいことが紹介され、その必要性

を感じた。このためには教員の教育力の変革が

必要ではないかと思う。

②　企業でも大学のPBL教育と同様の取組みがな

されており、大学教育においても失敗を恐れず

チャレンジする体験や、主体的な行動力、学ん

だ知識を活用する実践力を教育する必要性を感

じた。

③　文系･理系に関係なくデータサイエンスの力

を身に着けさせる教育が必要なことを強く感じ

た。

④　大学教育に社会

（企業・地域）との

連携教育が不可欠で

あり、大学として積

極的に外部と連携し

ていく取組みの必要

性を強く感じた。

第３回　日本ヒューレット・パッカード
株式会社

１．研修テーマ：働き方改革先進企業における働
き方の多様化と求められる人材の把握
２．研修目的：本研修ではグローバル企業である

日本ヒューレット・パッカードにおける働き方

の多様化ついて、実際の現場と人を見学いただ

きます。また、働き方の多様化が進むグローバ

ル企業に求められる人材についての紹介、さら

に実際に働く社員と意見交換をしていただくこ

持つことが重要と思う。また、大学教育にもっ

とICTを活用する必要があり、授業の進め方や

取組みなど教員自身の変化も必要と思う。

④　若手社員から大学

で役に立った経験と

して、その場で考え

させ発言を求める授

業が紹介され、非常

に参考になった。

第２回　株式会社日立製作所

１．研修テーマ：社会・産業の課題を解決する最
先端ICT活用事例の紹介

２．研修目的：デジタル化やIoTの進展により、

社会・産業構造は急激に変化しています。本研

修では、日立の推進する社会イノベーション事

業が、社会・産業の課題解決にどのように貢献

しているか、事例を用いて紹介します。また、

日立の求める人財像と採用戦略を紹介するとと

もに、若手社員を交え、社会人としての視点か

ら、大学教育に求められる事を整理し、今後の

教育の参考として頂くための意見交換を行いま

す。

３．研修企業：株式会社日立製作所

４．開催日時：平成31年２月28日（木）13：30

〜17：00

５．開催場所：株式会社日立製作所　ハーモニア

ス・コンピテンス・センター

〒108-0075　
東京都港区港南２－16－１　
品川イーストワンタワー13階

６．参加者数：25名

プログラム

13：30　事業の概要紹介
日立グループが展開する社会イノベーション

事業に関する事業フィールドや事業戦略につい

て紹介します。また、求める人財像の紹介や、

採用面での取組み、入社後の人材育成など、採

用・育成戦略について紹介します。

14：30　最先端ICT活用事例の紹介
日立はいま、様々な事業領域のお客さまとと

もに、次の社会に向け、新しい価値を創出する

「デジタルイノベーション」に取組んでいます。

そのために日立がご提案をしているのが

「Lumada」です。この「Lumada」を、様々な分

野のお客さまとの協創で迅速に活用するため

に、ユースケースとして、業種・業務のノウハ

ウや知見を凝縮・蓄積し、社会・産業の課題解

決に繋がる提案を続けて来ています。今回は、
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る機会があるが、教員は古い情報のまま学生を

指導している可能性がある。教員こそ常に外に

向けてアンテナを張り、学んでいく必要がある

と感じた。

③　若手社員とのディスカッションではPBL学修

によるチームワーク

と課題発表の経験が

現在の仕事に役立っ

ていることが紹介さ

れた。自らの授業に

活かして行きたい。

第４回　富士通株式会社

１．研修テーマ：デ ジ タ ル 社 会 を さ さ え る
HumanCentricなICT活用

２．研修目的：AI、Big Data、IoTなど最新技術

の実用化が近年一層進展し、実社会へと急速に

浸透し始めてきております。このような急速に

変化する社会に於いて、実際に現実の課題を解

決しながら活躍できる人材、そしてICT企業に

ついて実例を元に考える好機としたく考えま

す。また、ICT業界で高い専門性で活躍する人

材育成に向けた社員教育制度の紹介や若手社員

との交流も交えて、企業の求める人材と大学に

求められる教育についての意見交換を行い、大

学教育について改めて考えるきっかけづくりと

します。

３．研修企業：富士通株式会社

４．開催日時：平成31年３月７日（木）13:00〜

17:00

５．開催場所：デジタル・トランスフォーメーシ

ョン・センター

（世界貿易センタービル30階）

東京都港区浜松町２－４－１
世界貿易センタービル

６．参加者数：16名

プログラム

13：00　富士通における人材育成への取組み
富士通の事業概要をはじめ、社会の変化に対

応可能な人材育成体系の紹介と、大学で身につ

けて欲しい基礎知識、能力等について意見交換

を行います。

14：00　ICT先進活用事例の紹介
未来を先取りするAI

最先端のＡＩ活用事例、これまでの不可能を

可能とする富士通の最新解析技術「デジタルア

ニーラ」がもたらす社会的インパクトなどにつ

いて紹介します。また、合わせてこれからの社

会で活躍する人材について考察します。

とにより、今後の大学教育のあり方におけるご

参考としていただくことを目的とします。

３．研修企業：日本ヒューレット・パッカード株

式会社

４．開催日時：平成31年３月１日（金）13：30

〜17：30

５．開催場所：日本ヒューレット・パッカード株

式会社　東京都江東区大島２－２－１
６．参加者数：23名

プログラム

13：30　日本ヒューレット・パッカードにおける
テレワークの実態と働き方改革

日本ヒューレット・パッカードの事業内容と

弊社で実施されている働き方改革について、労

働環境の改善、業務効率化のための働き方、人

事制度、ICTの観点から取組んでいるポイント

を交えて紹介し意見交換を行います。また、

ICT機器を活用した働き方改革を実施されたお

客様の事例を紹介します。

14：00　働き方改革実施における人事制度と社員
教育制度の紹介

日本ヒューレット・パッカードにおける、人

事制度、社員教育制度の考え方と実施内容、求

める人材について紹介し意見交換を行います。

15：40　オフィスツアー
社員の労働環境や、働き方改革を支えるファ

シリティについて、実際の現場を見ていただき

ながら紹介し意見交換します。

16：20　若手社員との意見交換
（大学での学びについて）

入社１〜５年目の社員と「大学時代の授業・

経験が現在役に立っていること」や、「大学時

代に学修しておくべきだったと思う点」、大学

に対して望みたいことなどについて発表し、意

見交換を行います。

17：30　終了

７．実施結果

研修後のアンケートでは、参加者のほぼ全員が

本研修を「他の教員にも紹介したい」、「授業に役

立つ」であった。

〔特徴的な意見〕

①　これからの企業の形態や「働き方改革」への

取組みのイメージが明確に認識できた。大学教

育では、学生に自律的で自立した教育が必要で

あると思う。教員はそのための時間と手間をか

けることが必要であり、学生にはチームで課題

に取組ませ、少し無理をさせる、失敗を経験さ

せる機会を設ける必要性があると感じた。

②　学生はインターシップなどで企業現場に接す
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る実証研究や「全国学力・学習状況調査事業

（中学校）及び予備調査事業」を事例に、教育

におけるビッグデータ活用の可能性について紹

介します。また、企業の求める人材像を共有す

るためICTのシステム構築に関わる若手社員と

の意見交換を行い大学教育に求められる具体的

な事柄について課題を整理します。

３．研修企業：株式会社内田洋行

４．開催日時：平成31年３月13日（水）

５．開催場所：株式会社内田洋行　

ユビキタス協創広場 CANVAS 

東京都中央区新川２－４－７
６．参加者数：22名　　　　　

プログラム

13：00　会社概要と事業領域の紹介
株式会社内田洋行の会社概要・事業等につい

て紹介します。

13：20　UCHIDAライブオフィス見学
働き方と働く場の革新「Change Working」を

実践し、高い生産性と躍動的なワークスタイル、

省エネルギーの両立に挑戦している「UCHIDA

ライブオフィス」や時代の要請に応じて柔軟に

化できるICT活用空間などを見学します。また、

大学のアクティブ・ラーニングスペースの豊富

な事例を紹介するとともに、新たにリニューア

ルしたフューチャークラスルーム®を見学・体

験します。

14：30　「内田洋行」が求める人材像について～
採用基準と社員教育プログラム等の紹介～

内田洋行の社員教育プログラムを通じて、「情

報の価値化と知の協創をデザインする企業」を

目指して取組んでいる人材育成の考え方や仕組

みを紹介し、意見交換を行います。

15：20　学校における教育ビックデータの活用の
可能性について　～CBT調査等、各種の実
証研究からの考察～
教育総合研究所では、Computer Based

Testing（CBT）の実施や、遠隔教育システムの

実証、情報活用能力調査等、国や地方公共団体

と各種の実証研究を進めてまいりました。実証

研究を通じて得られた知見と「教育ビックデー

タ」の活用の可能性について紹介するとともに

意見交換を行います。

16：10　システムエンジニア・営業業務の紹介と
若手社員との意見交換 

一般企業や文教市場のシステムエンジニア及

び営業若手社員から業務内容、必要なスキル、

ICT企業の最新の課題や実態を発表。また、内

田洋行から求めるシステムエンジニアに関する

人材像、キャリアアップについての考え方など

を紹介し、後若手社員との意見交換を行います。

17：10　終了
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15：10　最先端ソリューション展示紹介
富士通のテクノロジーが社会やビジネスの現

場でどのようにデジタル革新に活用されている

かを様々な製品、ソリューションと共に紹介し

ます。

16：00　若手社員との意見交換
（大学での学びについて）

社会人になってから今までの経験を通じて、

大学時代に役立った経験・授業はどの様なこと

だったか、大学に対して望みたいことなどにつ

いて発表し、意見交換を行います。

17：00　終了

７．実施結果

研修終了後のアンケートでは、ほぼ全員が本研

修を「他の教員にも紹介したい」、「授業に役立つ」

であった。

〔特徴的な意見〕

①　企業がどのような人材を求めているのかを理

解することができ、具体的に学生に示せそうだ。

学生には１年の時から企業の考えに触れる機会

を設ける必要があると思った。

②　社会での体験知はアルバイトやインターンシ

ップなどで学生の方が多く体得しており、理論

知しかない教員が社会人基礎力を講じることの

ギャップや認識の誤りがあるかも知れないこと

を感じ、改善の必要を体感した。

③　若手社員から大学への要望として出された、

主体的で自由な学びへの支援（必修科目の削

減・他学部他学科の受講の自由化）に賛同する。

大学にとって大きな

課題と思う。大学に

とって基礎教育と積

極的な意欲を持った

学生の育成が大切で

あることを再認識し

た。　

第５回　株式会社内田洋行

１. 研修テーマ：第４次産業革命に向けた情報の
価値創造とICT人材育成の取組み
２．研修目的：ICTの発達により様々な活動がデ

ジタル化し、ビッグデータを分析・活用するこ

とにより、新たな価値創造が生まれています。

また、AIにビッグデータを与えることにより、

単なる情報解析だけでなく、様々な社会問題等

の解決に資することが期待されております。今

回の研修では、「大学入学共通テスト」で開始

されるComputer Based Testing（CBT）に関す

事業活動報告



近未来には、IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、

ロボットなどによる第４次産業革命が進展し、分

野が融合して新たな社会的価値や経済的価値を生

み出す様々な分野でのイノベーションが求められ

ている。

このような社会の変革に向けて大学教育はどの

ように対応していくべきであろうか。

そこで、今回は産業界から価値の創造に繋げら

れる人材育成の在り方について、指摘や提案をい

ただくとともに、オープンイノベーションによる

価値の創造に向けた教育モデルの実現について意

見を行い、認識を深めることとした。以下に概要

を報告する。

開催日時：平成31年３月５日(火) 13：00〜17：00

開催場所：AP市ヶ谷　Learning Space ８階Ａルーム

東京都千代田区５番町１－10
（JR・地下鉄各線「市ヶ谷駅」徒歩１分）

参加者　：大学関係者　73大学　98名　
企業関係者　32社　　44名　

計　　　　 142名　

プログラム
１．開会挨拶

向殿　政男　氏
（公益社団法人 私立大学情報教育協会会長）　

ビッグデータ、IoT、人工知能などによる第４

次産業革命の波があらゆる分野に波及してきてお

り、まさに情報と人工知能を基盤とした社会の進

③　若手社員から大学で役に立った教育として

「多様な人やモノとの関わる学び」や「自ら考

え解決に取組む学び」が紹介され参考になった。

教員は学生に疑問を与え、考えさせる授業が必

要と思う。

④　企業現場研修を通

じて企業や他大学の

教員と接点を持つこ

とで、協同研究を始

めるきっかけが生ま

れた。このような取

組みを継続してほし

い。
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７．実施結果

研修終了後のアンケートでは、本研修を「他の

教員にも紹介したい」９割、「授業に役立つ」が

９割弱であった。

〔特徴的な意見〕

①　企業における研修制度など人材育成の取組み

は授業を行う上で非常に参考になった。

②　多くの教員は企業での就業経験がないので今

後は教員も学生のインターシップの様に自ら体

験をする必要があると思った。FD研修などで

教育のために社会と連携する能力を高める必要

があるのではないか。

展がこれまでの生活やビジネス

の質を大きく変えようとしてお

ります。

近未来には、IoT、ビッグデ

ータ、人工知能(AI)、ロボット

などによる第４次産業革命が進

展し、分野が融合して新たな社

会的価値や経済的価値を生み出す様々な分野での

イノベーションが求められ、定型的な業務に取組

む就業から、自分で問題を発見し、解決策に取組

み、価値創造にかかわる就業へと、仕事の質の転

換が余儀なくされるのではないかと考えます。

それには、日本の人材基盤を抜本的に強化し、

市民一人ひとりの多様な「個の力」を組み合わせ

て、日本全体で新しい価値を創り出していく、大

学教育の構造改革が期待されています。

そこで、今回は産業界から価値の創造に繋げら

れる人材育成の在り方について、指摘や提案をい

ただき、オープンイノベーションによる価値の創

造に向けた教育モデルの実現について、意見交換

することにしました。

２．情報提供
（１）価値を創り出せる人材の育成

小西　一有　氏　
（NPO法人CeFIL デジタルビジネス・
イノベーションセンター　首席研究員)

利用者のニーズが多機能な性能を多く選択する

時代には「問題解決のイノベーション」で対応で

事業活動報告

産学連携人材ニーズ交流会



である。産学連携による人材育成の仕組みとして、

一つは、データサイエンティストの授業として、

産学連携によるプラットフォームを設け、企業の

実データを使う環境をクラウドで整備し、ビジネ

ス課題を企業側が提供して共同で分析研究を行

う。（図１）

ビジネスデザイナーの授業として、創造的なデ

ィスカッションの場（仮想的な創造の空間）とプ

ログラムを企業、大学で整備し、デザイン思考、

アート思考を取り入れた思考訓練プログラムを大

学・企業で共同開発する提案が行われた。（図２）

なお、産学連携の教育に資金をどう捻出するかが

課題として指摘され、企業側でファンドを募って

大学発ベンチャーを生み出していくことに企業側

は積極的になるべきとの提案が行われた。
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きたが、利用者の

価値観やライフス

タイルが多様化し、

商品やサービスを

利用することで利

用者の生活を精神

的な面で豊かにす

る、幸せ感をもたらすという経験的

価値が重視されるようになると、ど

のような価値を感じとることができ

るかという意味的な価値をデザイン

できる「意味のイノベーション」が

必要となる。新しい意味を提案でき

る人材として、経験価値を考えられ

る・高められる人が求められてくる

ことが強調された。

事業活動報告

図　「問題解決」と「意味」の違い

� �

（２）超スマート社会に求められる人材育成
（産学連携による教育イノベーションの提案）

野村　典文　氏　
（伊藤忠テクノソリューションズ株式会社

ビジネス開発事業部長）
超スマート社会

（Socety5 .0）と言

われる社会では、

リアルな「もの」

や「サービス」を

「デジタル化」する

ことで新しい事業

価値が生み出され、文化、産業、人

間のライフスタイルを一変させてい

くことが予測されている。そのよう

な社会で求められるコンピテンシー

の要素は、「データに基づく意思決

定」、「ビジネスへの先端技術の適

用」､「社内外の有識者とのコラボレ

ーション」､「顧客体験のデザイン」
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図１　産学連携クラウド
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図２　デザイン思考による思考訓練プログラム



て、問題意識の気づきや価値創造の機会を提供す

る授業が望まれる。IoT空間で教員の役割は、知

識を伝達することではなく、学生が自分の力で生

きた知見を組み合わせ思考できるようにすること

であり、その意味では教員は学生以上の学び手で

なければならない。

授業では、構想力の構成要素として、「観察

力・発想力」､「仮設立案・モデル化力」､「問題

発見・課題設定力」､「問題解決・検証力」､「見

直し・改善力」を修得させることを目指す。IoT

空間の中で、これらの力を育成するには、一人の

教員で行うには限界があり、教員・社会とのチー

ム力が前提となる。なお、学修過程で生じたアイ

デアなどの知的財産を管理するために知財検証機

構の設置が必要となる。

評価は、クラウドファンディングを通して、社

会の反応を受ける。成功・失敗が重要ではなく、

失敗、成功の原因を自己分析して、次の学び

に繋げる観点を評価ポイントにする分野横断

型PBL授業モデルの提案が行われた。
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（３）構想力・問題解決力の育成に向けた産学連
携による分野横断型PBL授業モデルの提案

大原　茂之　氏
（公益社団法人　私立大学情報教育協会

情報専門教育分科会主査)
オープンイノベーションに関

与できる人材を育成するため、

情報専門教育分科会で検討して

いる分野横断型PBL授業につい

て、起業学修を含む詳細モデル

を提案した。イノベーションに

関与できる教育を実現していく

には、大学と社会が接続する「大社接続」という

出口設計が必須であり、形式や組織のあり方にと

らわれずに連携・接続する教育のオープンイノベ

ーションが急がれる。

事業活動報告

4/74/7

IoT

10

SDGs（持続可能

な開発目標）など

答えが定まらない

課題をテーマに、

多分野の学生、留

学生、教員、社会

の有識者などを対

象に、暗黙知を伝

える教養教育とIoT

空間を介して社会

で起きている事象

をリアルタイムに

見せながら、情報

や知識を新結合し

6/76/7

PBL

12

図３　分野横断型PBLの構成　                         　　　　　　　　　　　　　　

5/75/7

IoT

図２　(4)授業モデルが目指すところ図１　（３）IoT空間における授業あり方-2-　                         　　　　　　　　　　　　　　

6/76/7
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話題提供　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                         　　　　　　　　　　　　　　

全体討議

事業活動報告

３．全体討議
「価値創造ができる力の育成」について、大学

と産業界がどのように連携・接続して取組むべき

かについて、情報提供者を交えて以下の視点で意

見交換し大学教育の転換について考察した。

（１）イノベーションに関与できる人材育成には、
大学と社会が接続する「大社接続」という出
口設計が必須となることについて

・　大社接続の考え方、必要性についてはその通

りと思う。

・　産業界も人材教育に「大社接続」が必要と声

を出すべきである。

・　期待する人材像を大学と企業で認識し、カリ

キュラムを共同開発する他に卒業後の処遇につ

いて外国に遅れをとらないような対策が必要。

・　このような取組みの先進例として、シンガポ

ールマネジメント大学ではカリキュラムまで企

業がかかわっている。企業も必要な資金を出し

て取組むべき。

以上のような意見を踏まえて「大社接続」の考

え方について意見を確認したところ、殆どの参加

者から賛同が得られた。

（２）大学を越え企業、地域社会でネット上に
PBLのプラットフォームを設け、新しい学び
の場をつくることの必要性と可能性について

・　今までの授業のやり方では限界があることか

ら、テストケースとして意義があると思う。

・　想定していないような個性の強い学生が出て

くることを期待したい。

・　アジャイル系のソフト開発現場では、このよ

うなプラットフォームで世界の開発者と開発を

行っている。時代がこのように変化しているこ

とを学生に体験させる、学ばせる意義は大き

い。

・　大学の枠を超えた学びが期待できる。話題提

供全体討議発展的に学ぶ意欲のある学生に時間

や空間を超えた学びの場が提供できる。

・　全員でなく、希望する学生が参加し談論創発

的な議論を通じてイノベーションが期待でき

る。

・　来年度ネット上で、自治体、卒業生、企業と

このような授業を計画している。

・　コアカリが決まっている中で難しい面もある

が、単位とは別にこのよう形で意欲ある学生を

支援することは意義があり重要なことと思う。

以上のような意見を踏まえて、「ネット上に

PBLのプラットフォームを設ける新しい学びの

場」について意見を確認したところ、殆どの参加

者から賛同が得られた。

（３）学修活動を価値創造につなげる仕組みにつ
いて
・　スタートアップをテーマにモデルを考えさせ

るのであれば、可能ではないか。企業も支援し

やすい。

・　SDGs（持続可能な開発目標）など答えが定

まらない課題を考えさせることで、自分の新し

いチャレンジに結びつける取組みは効果がある

のではないか

・　SDGsのような社会貢献テーマだと企業も支

援しやすい。

・　世界の難民支援や地域の課題解決に取組む

CBL（Community Based Learning）を行ってい

るが、これも一つの方法である、多文化・共創

に企業や学生を巻き込んでいくことで、課題解

決型の価値創造が期待できる。

・　クラウドファンディングなどで失敗を経験さ

せ、そこから学びを高めていくことが価値創造

に繋がる。

以上のような意見を踏まえて、「学修活動を価

値創造につなげる仕組みの必要性」について意見

を確認したところ、殆どの参加者から賛同が得ら

れた。

４．会場の風景
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社会スタディ

「未来社会に向けてICTを活用し、イノベーションに
取組む重要性の気づきを提供し、早い段階から発展的な
学びが展開できるよう支援する」ことを目的に地方の学
生も参加しやすいようにネット参加を可能にして全国の
国・公・私立大学の１・２年生に参加を呼びかけたとこ
ろ､会場参加60名､ネット参加113名の応募があり、最終
参加者は43大学から会場で50名、ネット参加で106名と
なった。参加者の構成は、１年生３割、２年生７割、男
性54％、女性46％、学部別では理工系36％、経済・経
営系31％、メディアコミュニケーション系14％、人文
系12％などであり、ネット参加は、一部の大学で教員の
協力により多数参加したことから１年生76％、2年生
23％、男性25％、女性75％であった。
以下に概要を報告する。

Ⅰ．開催目的
日本は、社会が抱える課題を克服する課題解決の創出
国として自ら新たな成長分野を創り出し、チャレンジし
ていくことが求められています。その源は個人一人ひと
りの力に負うところが大きく、とりわけ未来に立ち向か
い、自ら切り拓く高い志と意欲を持った若者の力に委ね
られています。この社会スタディでは、ICTを活用して
イノベーションに取組むことの重要性に気づいていただ
き、早い段階から発展的な学びが展開できることを期待
して開催します。

Ⅱ．開催日時・場所
日時：平成31年２月14日（木）

午後12時30分～午後5時15分　
場所：株式会社内田洋行

ユビキタス協創広場CANVAS

Ⅲ．有識者からの情報提供
１．超スマート社会（サイバーと現実の空間が高度に融

合）で求められる学び
東海大学名誉教授　
株式会社オプテック代表取締役会長　大原　茂之　氏
IoT、AI、ロボット、ビッグデ
ータ等による第４次産業革命が
進行することで、創造的破壊型
のイノベーションが今後ますま
す進展することが予想される。
これからは、経験や暗黙知から
導き出す知的活動もAI化されて
行くことから、卒業後の社会はさらに変化し、従来の経
験則や専門性だけでは通用しなくなる。こうした時代に
必要なのは、知識の量や与えられた課題をこなす能力で
はなく、様々な条件の中で自分たちの解を模索する思考
力と実践力を通じて社会を変えていく力が必要になる。
そのためには、日常の学びの中で「世の中の新しい価値
観を理解し考える感性」、「データを収集し活用する力」
を意識して取組み、身に付けることが重要である。

２．AIを活用した価値創造の可能性
富士通株式会社　AI基盤事業本部
AIフロンティア事業部部長　永井　浩史　氏

人工知能（AI）は進化しており、2045年には人類の
知能を超える転換点（シンギュラリティ）を迎えるとも

いわれている。大事なことは、
AIに支配されるのではなく、人
の知恵を増幅して想定外を考え
るツールとしてAIと共存・共創
することである。それには、10
年先・20年先の社会を考え・予
測し、そこから近未来を考え、現在を考えてイノベーシ
ョンに取組む「Back Casting」の考え方が大切である。
もう一つは、仮説を立て、現場を見て、デザイン（やっ
てみて）、コンセプトを検証する「Design Thinking」を
身につけてほしい。「未来洞察力」と「場のデザイン力」
を組み合わせることが「AIを活用した価値創造に必要な
思考のフレームワーク」である。

３．若者のセンスが社会を変える
TomyK Ltd代表
株式会社ACCESS 共同創業者　鎌田　富久　氏

なぜ、若者のセンスでスター
トアップが必要なのかと言うと、
インド、中国、米国などでは新
しい発想でのイノベーション、
チャレンジ、スタートアップ
（起業）が桁違いの生産性向上と
新たな消費や生き方を生んでい
る。
しかし、日本では、まず事業計画から始まり、意思決
定が遅く、高コスト、低生産性、リスクに挑戦しない体
質が強い。日本を変えていくのは、従来の組織や事業に
とらわれない破壊型のイノベーションにチャレンジする
若者であり、若者のセンスとチャレンジが必要である。
起業家への道は「やりたいことを見つける」、「仲間を
集める、全力で取組む、失敗しながら学ぶ」ことであり、
そこからチャンス、資金、人材、組織ができ成長してい
くので、学生時代にソフトやアート、地域活動、ボラン
ティア、バイトやインターンなどにチャレンジし、失敗
を通じて学び方を変えることが大事である。

Ⅳ．気づきの整理と発展
３名一組のグループを構成し、

「ICTを活用して未来社会にどの
ように向き合うか」について、
個々の学生がイメージする考え
や夢を意見交換した。どのグル
ープも熱心に議論が交わされて
おり、学生一人ひとりに何等か
の自信を持たせることができたように見受けられた。ま
た、最後に各グループのまとめと成果を代表に３分程度
発表させたところ、本質的に問題を捉えた意見もあり本
事業の成果が感じられた。

Ⅴ．学びの成果の確認
参加者から２月末までに提出された「学びの成果報告
書」（A4サイズ１枚程度）は会場参加者35名、ネット参
加者43名であった。報告された成果物を本協会の産学連
携プロジェクト推進小委員会で審査した結果、会場参加
者で優れた成果が認められた６名には「優秀証」を発行
し、会場参加者で成果が認められた29名には「修了証」、
ネット参加者43名には「ネット参加証」を発行した。

事業活動報告
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１．はじめに
私立大学情報教育協会が主催する本講習会は、

大学・短大教員の教育技術力向上のための学外

FD活動の一つとして毎年開催されている。今年

度の講習会は、アクティブ・ラーニングを実現す

るために、分野共通で必要と思われるICTの活用

方法および教育改善手法の習得を目的として、事

前・事後学修を徹底するためのLMS、教員と学

生・学生同士による対話環境を支援するツール、

動画などの視覚教材、並びにICTを活用した授業

マネジメントなどの知識・理解と情報技術の獲得

を目指し、平成31年２月26日〜27日（２日間）

にかけて、追手門学院大学（大阪府茨木市）にお

いて実施された。既に周知のように参加者数の減

少傾向を受け、昨年度は内容等の抜本的な見直し

を図った結果、大きなＶ字回復をみせた。そのた

め本年度も昨年度の改善点を踏襲して「開催時期

を２月末」に置き「開催期間を２日間」とし、そ

して内容も、全体会（共通講義）から始まり、そ

の後に９つのワークショップを設置し、参加者に

自由に選んでもらうアラカルト方式を採用した。

参加者数は昨年度に一歩及ばなかったが、ほぼ昨

年度並みの実績（64名（52大学、１短期大学））

となった。

ワークショップの具体的なテーマとして、本年

度は① Google Classroomの基本と活用を２コー

ス、② LMSの基礎と活用が２コース、③ 動画教

材の作成を２コース、④ アクティブ・ラーニン

グのマネジメントが１コース、⑤ ルーブリック

の作成を１コース、⑥ ICTツール入門が１コース、

以上の合計９コースを配置した。

２．講習内容と結果
２－１．全体会（共通講義）

（１）体験：「ICTを用いた授業の支援」
及川　義道　氏（東海大学教育開発研究セン

ター次長、理学部教授）

学生の側に立ってICTを活用して事前・事後学

修、教室外での学修、教室内での資料提示、アン

ケートによる理解度把握、掲示板を活用した意見

の共有・討議などの体験イメージを得る模擬授業

を実施した。

（２）講演：「ICT活用と著作権の基礎知識」
中村　壽宏　氏（神奈川大学大学院法務研究

科教授）

著作権の基礎から実際に授業で直面する著作権

法に絡む問題や今後の法改正のポイントなどの情

報提供を行った。

全体会を通して、参加された教員から「実際の

手順を追ってICT体験ができたのは良かった」、

「授業はICTの進化とともに改訂していかなくて

はならないと感じた」、「著作権の認識が甘かった

ことがよく分かった」、「著作権は学内の講習会よ

りも分かりやすく参考になった」など、高い評価

の感想が寄せられた。

２－２．ワークショップ　
（１）ワークショップ１、４

「Google Classroomの基本と活用」
Google Classroomが一般のGmail利用者に開

放されWeb上で誰でもクラスを作って教えた

り、学修者として学べたりすることが可能とな

った。機能は限られているがシンプルなので使

い勝手もよく、教員だけでなく学生がクラスを

作って自由に利用することも可能である。この

Classroomを紹介し各自の授業での活用方法を

検討する講習を行うことは、LMSを身近に感じ

てもらうとともに、学内ですでに導入されてい

るLMSを活用する入口にもなると考えた。

Google Classroomを学修者と教授者の両面の

立場から理解してもらうために、２コースに分

けてワークショップを実施した。ワークショッ

プ１では「授業を受けてみる」、ワークショッ

プ４では「授業を始めてみる」とした。

「授業を受けてみる」では、Classroomを使

った模擬授業実施し様々な活用場面を体験して

もらった。授業の形態はLMSを使えば大人数の

授業でも複数クラスに分割して授業が同時進行

することが可能なことを理解してもらうために

２クラスに分割して行った。さらに座席近くの

学修者で３名程度の対面型の班も作った。授業

のテーマは、受講者の専門に偏らないように

平成30年度 FDのための情報技術研究講習会
開催報告
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いくべきであろう。

（２）ワークショップ２、５
「LMSの基礎と活用」

LMS（Learning Management System）は、学

修支援に活用できるツールの一つである。特に、

学生の主体的な学修の必要性が謳われる現在、

その利用価値はますます高くなっている。また、

授業の効率的、効果的な展開、学生の到達度に

応じた学修を提供できる上でも、その利用価値

は高いと言える。ワークショップ２およびワー

クショップ５では、このLMSを授業および事前、

事後学修の支援に利用するための基礎的な操作

方法の習得を目指し、講義、実習を行った。な

お、受講者の所属する大学におけるLMSの導入

状況が多様であることに鑑み、本ワークショッ

プでは、無料で入手可能なオープンソースLMS

の中から、利用者の多いMoodleを用いた。

本ワークショップは、LMSの利用経験が浅い

教員を対象とした基礎編（ワークショップ２）

と、より高度な利用方法を習得する活用編（ワ

ークショップ５）の２つのワークショップで構

成した。基礎編では、LMSの種類にできるだけ

依存しないような基本機能の利用を中心に、学

修の支援を「事前学修」、「授業」、「事後学修」

の３つの状況に分け、それぞれの状況でLMSが

どのように利用可能かについて講義、実習を行

った。なお、実習は、LMS上に準備された実習

用サンプルを用い、学修の流れに沿ってこのサ

ンプルに情報の追加、改変を行うことで、LMS

の一連の機能を習得できるようにした。基礎編

では、LMSを用いたコミュニケーション、教材

や資料などの情報の提供と共有方法など、多く

の授業で利用可能な基礎的な機能を扱った。ま

た、教員−学生間、学生−学生間の双方向のや

り取りを支援するための、アンケート機能、掲

示板機能の活用方法についても実習を行った。

活用編では、学修支援として有用であるものの、

LMSの種類により機能や操作方法が異なる場合

が多く、また操作も煩雑であることから基礎編

では扱いにくい「レッスン」や「小テスト」の

作成方法を中心に講義、実習を行った。なお、

「レッスン」は学修用の情報をあたかもページ

を捲るように閲覧し、要所で問題に答えながら

理解度を確認しつつ学修を進める電子教材、

「小テスト」は電子的にテストを行う機能であ

る。活用編の実習では、「レッスン」および

「小テスト」で利用する問題の作成方法につい

てまず解説、実習を行い、その後これらの問題
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「一筆書きを考える」を扱い、問題解決型の授

業を展開した。授業では教授者は最後まで正解

を与えることなく、学修者はLMS上の他者の意

見と対面のグループメンバーの意見を参考に、

自分で考え問題解決を図るという学習スタイル

にした。

「授業を始めてみる」では、教授者の立場で

実際に授業を行うクラスを作成し、３名のグル

ープを構成してグループ員に学修者になっても

らい、教授者と学修者間のデータの流れや関連

性を確かめ合うことができるようにした。また、

時間の関係で登録するコンテンツの内容はあら

かじめ準備し配布した。紹介したコンテンツの

種類は、お知らせ、トピック、資料、質問、課

題の作成で、採点や成績一覧の体験も加えた。

なお、今年度から新たに新機能として加わった

Google Formsと連携したテスト付きの課題は、

ワークショップ９の「講義に生かすICTツール

入門」で紹介することにした。

受講者は「授業を受けてみる」は31名、「授業

を始めてみる」では27名であり27名が両コース

を受講した。受講者の感想をアンケート結果から

みてみると、「授業を受けてみる」では、「是非活

用したいと思った、特に、質問の作り方と授業で

の使い方が参考になった」、「大変わかりやすく、

実践的で良かった」、「具体的にどのような理念を、

どう形にするかというのが分かりためになった」、

「アクティブ・ラーニングについて日々考えてい

た中、本日の講義は一節の光のように感じた」な

ど単に機能の紹介でなく実際に模擬授業をとおし

て各機能の使用例を紹介したのは意味があったと

考えられる。反面、「課題が難しく、ICTに注意

を向けられなかった」のような授業のテーマが難

しかったという意見も一部あった。

「授業を始めてみる」では、「昨日のワークショ

ップの積み重ねとなって段階的に学べてよかっ

た」、「具体的な使用方法がわかった、新年度に向

けたメドが立てられた」、「活用の仕方を詳しく学

べた、実際に使って作って理解することができ

た」、「３人でグループを作り、お互いに先生役、

学生役をやって動作を確認するのはとても効果的

な授業の進め方だと思う」など肯定的な意見が大

多数であった。

両コースを通じて感じたことは、昨年度に比べ

て、Classroomの認知度が高くなっているように

感じた。また、講習会への前向きな姿勢が感じら

れ、協働作業や、積極的な発言など能動的な受講

生が多いと感じられたので、今後、受講生同士が

共に高まり合えるような講習会の仕組みを考えて



コミュニケーションをとりながらグループのペ

ースで進めたため、情報交換も活発に行われて

いた。

一方、ワークショップ６「動画教材作成」で

は、PC環境での動画教材の作成を対象とした。

よく利用されているプレゼンテーションソフト

のPowerPointは、マイクを接続してパワーポイ

ント表示に合せて自らのナレーションを付加で

きる。また、このナレーション付きの動画ファ

イルを生成できるため、この方法を解説、実習

した。また別の収録方法として、ブラウザの

Google Chromeを用いる方法を紹介した。

Google ChromeにScreencastifyという機能をア

ドオンすることで、PC画面やブラウザ画面を

収録できる。また、Webカメラを接続すればカ

メラの動画も収録できる。教員の顔を写しても

良いし、教材を撮影することもできる。この方

法を解説、実習した。ChromeからYouTubeに

アップロードする場合はファイル形式を変換す

ること無く可能である。YouTubeにアップロー

ドするのでは無く、LMSにアップロードする場

合を想定して、動画ファイルの形式を変換する

ソフトの使用方法も解説、実習した。ファイル

変換は、AnyVideoConverter-Freeを利用したが、

ブラウザ上のサービスを利用する方法もある。

PowerPointでもWebカメラの画像で教員の顔を

収録できる。この実習はPowerPointのバージョ

ンの都合で叶わなかった。補足資料として用意

したWindows10のGameDVRを用いた収録方法

も紹介した。

アンケート結果からは、動画教材に関するこれ

ら２つのワークショップでは４割程度の受講者が

「達成できた」、７割の受講者が「見通しがたった」

としていた。また、「思っていたより手軽に作れ

るので早速試してみたいと思う」、動画アップロ

ードまでの疑問点が解決できた」、「動画の編集方

法をもう少し知りたかった」といった意見があっ

た。

（４）ワークショップ７
「アクティブ・ラーニングのマネジメント」
本年度は、アクティブ・ラーニングのマネジ

メントをテーマとして「アクティブ・ラーニン

グで授業を進める」と題したワークショップ７

を設置した。アクティブ・ラーニングは、授業

方法の改革として重要なメソッドとして指摘さ

れている。先行してきた欧米に比べ大学等の授

業時間・方法の相違もあり、我が国においては

対応できる方法を一工夫しておく必要がある。
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を「レッスン」や「小テスト」に組み込んで利

用する方法に関する実習を行った。

本年度のLMSの受講者数は少なく、基礎編が

10名、活用編が８名であった。事後アンケート

の結果から、基礎編、活用編とも課題の達成に対

して全員が「達成できた」あるいは「見通しがた

った」と回答しており、ワークショップの設計は

適当であったと考えている。ただし、活用編では

「達成できた」とする受講生は２名にとどまった。

難易度に関しては、基礎編、活用編とも「普通」

と回答した受講者が多く、「難しい」と回答した

受講者は０名であり、適切であったと思われる。

より高度な機能に関する実習を取り入れれば、

支援できる状況も広がるが、操作も煩雑になり、

LMSに依存する部分も多くなる。事後アンケート

の自由記述欄からも、受講者の大学で導入されて

いるLMSとワークショップで利用したLMSが異な

ることから、活用編で扱った機能を自身の授業で

応用するのが困難であるとの意見も見受けられ

た。このようなことからも、活用編については、

基本設計の変更も含めた検討が必要と思われる。

（３）ワークショップ３、６
「動画教材の作成」
講義ビデオなどの動画教材は、反転授業の事

前学習、演習問題の解説、実習方法の説明など、

様々な場面で活用できることから、昨年度に引

き続き、動画教材の作成をテーマとしたワーク

ショップを企画した。

ワークショップ3「モバイルによる教材作成」

では、iPhoneやiPadを用いたモバイル環境での

動画教材の作成を対象とした。最初に講義ビデ

オの活用に関して、講義授業やアクティブ・ラ

ーニング授業などの授業形態に応じた活用場

面、講義ビデオ作成のポイント、活用する動画

の種類などについて講義形式で解説を行った。

その後、受講者のグループごとにアイスブレー

クの活動を行って実習に入った。実習では、

iPhoneやiPadを用いて、スクリーンの動画と音

声を収録してビデオを作成する方法、作成した

動画を編集する方法、そしてYouTubeを用いて

配信する方法の操作実習を行った。動画の作成

はiPhoneとiPadに内蔵されている動画収録の機

能を利用した。メモに書き込みながら講義をす

る場合、PDFやKeynoteのスライドを表示しな

がら講義をする場合を想定して収録実習を行っ

た。これらの実習は受講者が持参したデバイス

を会場の無線LANに接続して行った。また、グ

ループ内で進捗の確認や操作の教え合いなどの



しかし、アクティブ・ラーニングの手法をのみ

適応した場合、様々な弊害が出現する。反転学

修からディスカッションを経てティーチィング

への過程は、多くの人が指摘する通り有効であ

るが、教員個々と科目の特性に合った方法の工

夫が必要になり、さらなる大きな効果を生む出

すことになる。

ワークショップでは、時間的都合もあり全般

的に概要の説明であったが、反転だけでなく、

受講者個々がアブダクションによる教育の変遷

にまで展開できれば満足感も含めた最高の効果

があげられたかもしれない。この部分は、後半

の各時の問題点のディスカッションから、改善

方法を見出す工夫への道筋を確認できたことが

有意義であった。

様々に試みている授業事例の説明から質疑も

多く各自が問題点・問題意識を示しながら、自

らの授業に展開するときの疑問や再工夫の在り

方につて同一グループ内での論議が活性化し

た。特定の目標（国試）対応授業でも、意欲や

将来有効になるであろう知識の獲得への工夫は

深刻な問題を含んでいた。基本的知識の獲得の

みならず知識の整理と展開はアクティブ・ラー

ニングにおいても一工夫することによってきわ

めて有効な手法であることが理解でき、また実

施できること、そして実施を工夫することへの

道筋がたったとの議論から有効な授業方法が確

立できたと考える。この中においても授業のコ

マ数と時間幅によって一般的に言われているデ

ィスカッションメインではなく、同等な反転授

業を含んだ希望に満ちた手法であるとの意見か

ら、多くの参加者から実施希望があり本来の有

効性が議論できた。参加者の多くが自ら授業方

法を考える手段と道筋を確認できたことは、前

向きな授業ができるものであろう。

このワークショップの基本スタンスは、決め

られたの手法を身に付けるだけでなく、自ら考

え工夫し展開できる道筋を理解し展開すること

にあって、かつすべて同一な方法でないこと、

工夫と展開の道筋であること、自ら考え多くの

意見をもとに確立していくことであり、これが

正解であるものではないという立場である。一

方においては各校においても創造的教育方法の

リーダを生み出していくことは、これからの私

立大学の存立にとって効果的なものである。

参加者からの感想は総じて、「グループでの議

論が良かった」、「たくさんのヒントをいただい

た」、「大変参考になった」、「今後の講義の材料と

なった」などの肯定的な意見であった。
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（５）ワークショップ８
「LMS活用編：ルーブリックの作成」
近年、ルーブリックの活用が広まっているこ

とから、昨年度に引き続き、ICTを活用したル

ーブリックの作成をテーマとしたワークショッ

プを企画した。昨年度のワークショップで達成

できたとする受講者が３割弱であったことか

ら、ルーブリックの基本とLMSでのルーブリッ

ク活用にフォーカスして、Googleフォームを利

用した学生の自己評価集計方法についてはオプ

ションとした。

ワークショップでは最初に、ルーブリックと

は何か、どのような場面で活用できるのか、ど

のように作成するのかといったルーブリックの

基礎について講義形式で解説した。講義の時間

帯枠では、具体例を示し、特にルーブリックが

教員と学生のコミュニケーションツールとして

の役割を持つことの意味を解説した。また、ル

ーブリックを作成する際に参考となる「ICEモ

デル」を紹介した。

次に受講者のグループで協力しながら実習を

進めるために、アイスブレークの活動を行った。

実習では、手順書を見ながら実際に操作を行っ

たり、自分の授業で使うルーブリックを作成し

てみたりした。それらの過程でわからない点や

考えたこと・思いついたことなどをグループ内

あるいはファシリテータとディスカッションす

る形式をとった。実習はLMSのMoodleに備わ

っているルーブリック機能でルーブリックを作

成し、学生が提出した課題をルーブリックで評

価するまでの操作を体験した。オプションでは

Googleフォームを使って学生がルーブリックを

使った自己評価を行うためのフォームを作成

し、回答結果がスプレッドシートに格納される

までの操作を体験した。

実習時間の後に、グループ活動の時間をとっ

て実習をして考えたことや自分が実践している

ことをグループ内で紹介し合った。最後に各グ

ループからグループ内の主な話題を発表して頂

き、全体でシェアをした。

アンケート結果からは、36％の参加者が「達

成できた」、64％の参加者が「見通しがたった」

としていた。自由記述では「チームを組んだ先生

とのディスカッションで良い知見を得られた」、

「ルーブリック評価の基点を教員として、どのよ

うに設定するのか、他大学の先生とも話をさせて

いただきヒントも得られたが悩みも増えました」

といったコメントがあった。ルーブリックの作成

はルーブリックの知識だけではなかなか上手くい

事業活動報告



かず、他の教員とディスカッションすることで理

解が深まったり、より良い作成方法を見いだせた

りできるものである。参加者の間でのディスカッ

ションを取り入れたことが有益であったと思われ

る。

（６）ワークショップ９
「ICTツール入門」

ICT（ In format ion  and  Communica t ion

Technology）は学生の学びをサポートする有力

なツールの一つである。グループ学修における

SNS（Social Networking Service）の利用、LMS

（Learning Management System）を用いた課題

の提供と回収、反転授業用映像教材の配信、ク

リッカーによる双方向授業の展開など、その活

用範囲も広がってきている。また、利用できる

アプリケーションやサービスも年々増加してお

り、魅力的な授業の展開が期待できる。その一

方で、実際にどのようなツールがあり、どのよ

うな場面で利用できるのかがわからず、使用す

ることに二の足を踏んでいる教員も少なくな

い。本ワークショップでは、LMS以外で授業に

役立ちそうな様々なICTについて、講義、実習

を行った。

ワークショップ冒頭で実施した講義では、

「講義とICT」と題して、授業やその準備とし

て利用可能な様々なICTを紹介するとともに、

どのようなICTがどのような場面で利用可能か

について解説を行った。実習では投票・アンケ

ート手法として「Google Forms」、双方向授業

を展開するためのゲームライクなクイズを実施

可能とする「Kahoot!」、共同作業が可能なマイ

ンドマップ作成ツール「Coggle」などの学生に

授業中使用させるツールやサービスについて、

サービスへの登録方法、準備方法、実施方法の

一連の流れを取り上げた。実習はまず各アプリ

ケーションおよびサービスの利用方法を解説

後、それぞれの受講者に使い方を練習していた

だいた。その後演習時間内で、各人の目的に応

じて自由に練習していただくことにし、なるべ

く個人の利用目的に即した実習ができるよう配

慮した。これらアプリケーションやサービス以

外にも、授業の展開に役立つような、無線環境

を用いたプレゼンテーション方法、タイマー、

共有ホワイトボード、電子付箋サービスなどに

ついてもデモンストレーションを行い、希望す

る受講者には、個別に対応して利用していただ

いた。

事後アンケートからは、35名中、34名の受講

達成

できた

達成でき

なかった

見通しが

たった
ワークショップの分類

① Google Classroomの 3割 7割

基本と活用

② LMSの基礎と活用 4割 6割

③動画教材の作成 3割強 6割 1人

④アクティブ・ラーニン 3割 7割

グのマネジメント

⑤ルーブリックの作成 4割 6割

⑥ ICTツール入門 3割 7割弱 1人
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生が課題の達成に関する質問に対し「達成できた」

あるいは「見通しはたった」と回答しており、概

ねワークショップの内容が受講者にとって適切で

あったと考えている。ただし、本ワークショップ

が初回目であることもあり、内容、展開方法の検

討が不十分であった点は否めず、「達成できなか

った」と回答した１名を含め、内容が難しいと感

じていた受講者が８名存在した。また、自由演習

の時間よりも、より多くのICTの説明と練習に重

点を置いてもらいたい旨の意見も見られ、この点

については、次回の課題として検討し、今後のワ

ークショップの運営に生かしたいと考えている。

３．おわりに 
本講習会に対する参加者のアンケートの集計に

よれば、参加者個人が抱えている課題の達成につ

いて、「見通しがたった」との回答がほとんどで

あることから、本講習会の目的は達成されている

と見られる。参考までに、ワークショップの達成

度（アンケートの集計）を以下に掲載する。

事業活動報告

参加者にはリピーターも多く、彼らの声を聞く

と、本講習会の開催がいかに有意義であるかを窺

い知ることができた。

今後も、アクティブ・ラーニングのICT支援教

育をテーマとした先導的取り組みである本事業

を、これまで私情協が永年実践し積み上げてきた

ノウハウと、教育界の趨勢・最新のニーズを見極

めつつ、立案・推進していかなければならない。

次回も、今回の実績を精査し、より実りある講習

会の開催を期待する。

文責：FD情報技術講習会運営委員会
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2019年度 ICT利用による教育改善研究発表会
開催要項

募 集

〜教育の質的転換を目指すICT利用〜
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教育コンテンツの相互利用
参加募集のお知らせ

インターネットによる

コンテンツ相互利用の仕組みと特徴

○　学内外でインターネットを通じて、授業用から教育方法の事例まで幅広いコンテンツを閲覧・利用で

きます。

○　登録されたコンテンツの利用履歴がフィードバックされるので、教育業績の基礎資料に活用できます。

○　相互利用システムを利用することで、著作権処理の手続きを省略することができます。

○　コンテンツは例えば以下を対象としています。

講義スライド／講義ノート／練習・演習問題／図表／シミュレーションソフト／プログラムソフト、実

験・実習の映像／ＩＣＴを活用した教育事例　等

○　コンテンツの利用は、システムを通じてコンテンツの検索・申込手続きを行い、ファイルを利用者の

ＰＣにダウンロードします。

コンテンツの登録は、コンテンツの提供者がファイルとコンテンツ情報をシステムに登録します。

参加対象

国公私立大学・短期大学および所属の教職員

費用

コンテンツの相互利用に伴う費用

（システム利用料）は無料です。

システムの利用方法

※コンテンツの利用・登録は、学内で

の利用者登録によりＩＤ、パスワー

ドを得てからとなります。

※未参加校による利用者登録方法は次

ページをご覧下さい。

※既に事業に参加しており、利用者登

録方法がわからない場合などは下記

へ問い合わせ下さい。

※教職員個人での参加も可能です。

詳細情報

Webサイトをご覧願います。　　http://sougo.juce.jp/business/index.html

問い合わせ

公益社団法人私立大学情報教育協会　事務局　　TEL：03-3261-2798　FAX：03-3261-5473
E-mail：info@juce.jp

電子著作物相互利用事業
相互利用システムトップ画面

募 集

公益社団法人 私立大学情報教育協会

電 子 著 作 物 相 互 利 用 事 業
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募 集

教育コンテンツ相互利用システムの利用方法（大学での参加の場合）

本ご案内は、未参加の国公私立大学・短期大学へ平成30年９月26日に学長先生宛で郵送しています。

１．コンテンツ利用者の登録

①　システムトップ画面（http://sougo.juce.jp/）にあるログインボタン（図の枠線部分）をクリックし、

大学管理者用のＩＤ・パスワードを入力して

下さい。

ＩＤ・パスワードは、事業案内の公文書

（公社私情協発第81号、平成30年９月26日付）

に記載しております。

ご不明の場合は、前ページの問い合わせ先へ

ご連絡願います。

②　表示された「利用者登録」画面に利用者情

報を入力し、利用者の登録を行って下さい。

＊コンテンツの利用する場合は、「著作物の

利用権限」項目にある「利用可能」ボタン

にチェックを入れて下さい（図の枠線Ａ）。

＊コンテンツの登録もできるようにする場合

は、「著作物の登録権限」項目

にある「登録可能」ボタンに

チェックを入れて下さい（図

の枠線Ｂ）。

③　入力後に「登録内容確認」ボ

タンを押し内容を確認後、「登録」　

ボタンを押して完了です。

④　CSVのテンプレートを利用し

た一括登録機能により、複数名

を一括で登録することも可能で

す（図の枠線Ｃ）。

⑤　利用方法の詳細は、画面の

HELPボタンからご覧いただく

かマニュアル等をご覧下さい。

マニュアル等関連資料　

http://sougo.juce.jp/documents.html

２．事業参加申込書、管理者届け出用紙の送付

下記サイトよりダウンロードし、必要事項を記入（申込用紙には捺印）の上、下記まで郵送下さい。

参加申込書　　　　（Word形式） http://sougo.juce.jp/download/crdbformat_u.doc

（PDF形式） http://sougo.juce.jp/download/crdbformat_u.pdf

管理者届け出用紙　（PDF形式） http://sougo.juce.jp/download/kanri.pdf

（Excel形式） http://sougo.juce.jp/download/kanri.xls

郵送先　　　　　　〒102-0073　東京都千代田区九段北4-1-14 九段北TLビル4F

公益社団法人私立大学情報教育協会事務局

C

A

B
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学生収容定員
視聴コンテンツ

30年度分のみ 29年度分のみ 28年度分のみ 30年度と29年度

7,000人以下

10,000人以下

10,001人以上

32,400円

43,200円

54,000円

3,240円 ０円

4,320円 ０円

5,400円 ０円

35,640円

47,520円

59,400円

視聴コンテンツ

30年度分のみ 29年度分のみ 28年度分のみ 30年度と29年度

43,200円 4,320円 ０円 47,520円

本協会では、アクティブ・ラーニング実現を

目指した提案や教学マネジメントの仕組みづく

り、教育改善のための教育方法などに関する

様々な会議、発表会等を開催し、講演、実践事

例の紹介などを行っていますが、これをデジタ

ルアーカイブし、大学教職員の方々にファカル

ティ・ディベロップメント（FD）、スタッフ・

ディベロップメント（SD）の研究資料として活

用いただくため、オンデマンドで配信しており

ます。大学では、教員の教育力向上と職員の教

育・学修支援として、また、賛助会員企業では、

大学での教育支援の状況やニーズを把握するた

めの情報収集として、ぜひお役立て下さい。

詳細は本ページ末のURLよりご覧下さい。

●内容

本協会で実施した会議、発表会等の講演・事

例紹介のVTRにプレゼンテーションのスライド

を同期させたコンテンツおよびレジュメで、配

信の許諾が得られたものです。ただし、質疑応

答、討議、本協会の活動紹介などは除きます。

＜対象とする会議、発表会等＞

ICT利用による教育改善研究発表会、教育改

革FD/ICT理事長学長等会議、教育改革ICT戦略

大会、短期大学教育改革ICT戦略会議、教育改

革事務部門管理者会議、大学情報セキュリティ研

究講習会です。

●コンテンツ数
平成30年度：122件

平成29年度：129件

平成28年度：127件

●申込単位と利用者
●正会員（学校法人）、賛助会員（企業）
●加盟大学・短期大学の教職員および賛助会

員企業の社員で、利用者数の制限はありま

せん（学生は対象外とします）。

●申し込みと配信期限

参加申し込み受付：随時受け付けます。

配信期間　　　　：2018年12月１日〜2019年

11月30日　

（継続配信は再度、お申し込み

いただきます）

●配信分担金

12月１日から翌年11月30日までの１年分の

金額となります。

12月１日以降の申込みも配信期限は翌年11

月30日となり、分担金も下記の金額になりま

す。

●問い合わせ
公益社団法人私立大学情報教育協会

TEL：03-3261-2798　FAX：03-3261-5473

E-mail:info@juce.jp

http://www.juce.jp/ondemand/

※学生収容定員の算定方法は、正会員設置の加盟大学・短

期大学の学生収容定員の合計とします。

○正会員

○賛助会員（一律の金額）

オンデマンド配信 視聴参加の募集について

講演・発表会等アーカイブの

募 集

サンプルコンテンツを上記サイトから

ご覧いただけます。
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チエル株式会社

賛助会員だより

CALLシステム『CaLabo EX』
～青山学院大学での活用事例～

青山学院大学の学生は、学部によって内容は異

なるものの、全員がpreとpost、すなわち入学直

後と英語科目履修後の２回、英語力を測るテスト

を受ける。

学生一人ひとりがコンピューター端末を使って

英語の授業を受けられる CALL（ Computer

Assisted Language Learning）教室が充実している

のも青山学院大学の特長である。青山キャンパス

に13教室、相模原キャンパスに８教室あり、そ

の管理・運営は同大の外国語ラボラトリーが行っ

ている。

ICTを活用した英語教育の専門家で、外国語ラ

ボラトリー所長でもある小張敬之（おばり・ひろ

ゆき）教授（Ph.D.）は「学部によって、平均す

るとTOEICで50点から100点ほどは伸びますか

ら、かなり成果が上がっていると言えるのではな

いでしょうか。」と自信をのぞかせる。

コンピューターを使ったほうがいい教育もありま

す。そういう意味でCALLシステムは非常に重要

だと思いますね」。

■ CALL教室の活用法とは
同大ではCALL教室をどのように活用している

のか、小張教授に話を聞いた。

小張「青山学院大学で使用しているのは、チエル
社の『CaLabo EX』というCALLシステムです。

大学の授業では学生に課題を出しますが、私の場

合、課題は全部デジタルです」。

『CaLabo EX』は、様々なファイル形式の教材

や課題を一瞬で配布・回収することができる。ま

た、学生一人ひとりの学修履歴が記録できるため、

個々の理解に応じた個別指導も可能である。

小張「教育には人間にしかできない教育もあれば、

青山学院大学外国語ラボラトリー所長　経済学部　

小張敬之教授（Ph.D.）

■ 実際に使用している学生たちにも好印象
『CaLabo EX』は実際にどう使われ、使用して

いる先生や学生たちはどう思っているのだろう

か。CALLシステムを特に活用されているという、

文学部英米文学科の田中深雪（たなか・みゆき）

教授が指導する「通訳基礎」と「コミュニケーシ

ョン演習」の授業を見学した。

英米文学科では2017年度より、一層充実した

教育を提供するべく、「英語で学ぶ」および「英

語を究める」ための２つの新プログラムをスター

トさせた。田中教授はその１つ、「通訳・翻訳プ

ログラム」を担当している。

青山学院大学文学部英米文学科　田中深雪教授

――先生は授業の際、どのようにCALLシステム

を活用されていますか。

田中「私は通訳・翻訳の授業を担当していますの
で、シャドーイングや同時通訳の練習では必ず



CALLシステムを使っています。

最初に見ていただいた「通訳基礎」の授業では、

同時通訳の練習をしていました。英語音声をヘッ

ドホンで聴きながら自分の同時通訳の声を吹き

込んで、スクリプトと照らし合わせながらミスが

ないかとチェックする作業です。同時通訳した声

は『CaLabo EX』に録音されていますので、一人

ひとりの訳をクラスみんなで一緒に聴くことも行

いました。

その次のゼミの授業では、大学のウェブサイト

にある歴史紹介映像の日本語音声をグループで聞

いて英語字幕を付け、その訳語をみんなで吟味す

るということをやっていました。

私の担当するクラスには帰国子女が多く３割以

上はいると思います。彼女らは発音がネイティブ

スピーカーのようにきれいですから、帰国子女で

はない学生も日頃そういう発音を聴いていると自

分も頑張ろうと思うようですね。CALLシステム

では、自分の発音も波形で確認できますし。逆に

帰国子女の学生は英語から日本語に訳すことはや

や苦手。CALLシステムはいずれにしても欠かせ

ないです。だから毎年CALL教室を必ず割り当て

て下さいとお願いしています」。

――CALLシステムは学生さんにとってどんなメ

リットがありますか？

田中「自分の声を録音してすぐに聴き直すことが
できる。保存できる。ネイティブスピーカーのモ

デル音声の波形と比べて自分の発音、イントネー

ション、声の出し方をチェックできる。それがメ

リットじゃないかと思います。目で見れば違いが

一目瞭然です」。

――教える側にとって、CALLシステムはどんな

メリットがあると思われますか？

田中「20人とか30人とかのクラスですと、いっ
せいに通訳されるとモニターできないんですが、

CALLシステムの場合は、この学生の声を聴いて

みようと思えば、そこだけを聴けますし、ほかの

学生に聴かせることもできます。

通訳は声を出すのを恥ずかしがっていては仕事

になりません。恥ずかしがらないように人に聞い

てもらったりコメントをもらったりすることも、

CALLシステムがあればやりやすいです」。

授業を終えた学生たちにもCALLシステムの感

想を聞いた。

「ヘッドセットで声を録音するムービーテレコ

という機能があって、それで自分の訳などを録音

して、あとで再生して確認することができるのが、

とても便利です。一人の声を教室全体で聴けるの

もすごいなって思います」。

「同じ音源を全員で一斉に聴いて授業をすすめ

るのではなく、自分のペースで聴いて、聴きたいと

ころをくり返し聴いたりできるのもいいですね」。

「最初は一人ひとりが個別に練習するだけだと

思っていたんですが、皆の前で発表して、と言わ

れたときは驚きました。モデル機能で発表すると

きは緊張しますが、ある意味、それが力になって

いるかなとも思います」。

「友達の訳を聴いて、皆上手だなって思います。

自分も負けられないなって」。

「自分が正しいと思っていても、よりベターな

答えがあったりするので、自分の訳をクラス全員

に聞いてもらって、お互いにフィードバックでき

ることは素晴らしいと思います」。

学生達は、CALLシステムでクラス全員に自分

の訳や発音を聴いてもらうことに、一人で黙々と

学修する勉強とは違う価値を見出していた。
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賛助会員だより

問い合わせ先
チエル株式会社

社長室

TEL：03-6712-9721
E-mail：tm-pr@chieru.co.jp

URL：https://www.chieru.co.jp/

通訳・翻訳プログラムの受講学生
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東通産業株式会社

賛助会員だより

文教分野で初めて光ID技術
「LinkRay」を利用した漢方資料館を

リニューアルオープン
～日本薬科大学への導入～

■導入背景
日本薬科大学は、日本で初めて薬学部として漢

方に特化した「漢方薬学科（現在は漢方薬学コー

ス）」を設置し、独自に薬学の発展に努めていま

す。

学内には様々な生薬標本や東洋医学・漢方医学

の資料などを展示した「漢方資料館」があり、そ

れをリニューアルして一般公開することとなりま

した。その機会に新しい技術を利用し、これまで

の概念を一新した資料館の在り方を提案しまし

た。

■システム内容
展示什器（ガラスケース・ショーケース・書庫

など）の増設に伴い「何か新しいことは出来ない

か」とのご要望にパナソニックの光ID技術を使っ

たLinkRayを利用したシステムを提案しました。

LinkRayとは街や家庭で使われている明かりや

光「LED光源」をスマートフォンのカメラで読み

日本薬科大学　さいたまキャンパス

取り、様々な情報が入手できるソリューションで

す。資料館の展示ケースにはLED照明の仕掛けが

施され、見学者がその光を受光出来る位置にくる

と、自動的にスマートフォンやタブレットの画面

に展示品の説明や画像が現れ、それらをより詳し

く、判り易く知ることが出来ます。その場だけで

はなくあとから情報を見直し学修することも可能

です。

■技術比較
他のID連携技術、例えばBLE（ibeacon）は近

くに発信機が複数あると、どこからの情報か判断

できない場合があり、QRコードも近寄らないと

認識できません。

LinkRayの場合は、光ID送信機能付の照明器具

に向けてスマートフォン或いは

タブレットをかざすだけで迅速

に受信できます。

また人が大勢いて混雑してい

ても影響を受けずに受信できま

す。

これらの技術的な利点からこ

のシステムを採用した大きな理

由です。

■コンテンツ
展示品のコンテンツは撮影か

ら手掛けました。画質にこだわ

り鮮明に撮ることでスマートフ

ォン等のモバイル端末で引き延

ばした際もボヤけることなく細
システムの仕組み

※Panasonic LinkRayカタログより引用



部に亘って確認できます。

光ID技術の利用によりこれまでは難しかった展

示品の詳細な実像が掴めます。

貴重な歴史的な資料に身近に接して漢方薬の奥

深い、積み重ねてきた効用や先人の努力などを知

ることができます。

■お客様の声
木村孟淳記念　漢方資料館　館長

船山信次教授より
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スマートフォン画面に展示品の詳細情報を表示

一般的に漢方資料は、書籍資料の展示だけでは

理解するのがとても難しいものが多いのですが、

新しいシステムの導入により展示内容を学生たち

がこれまで以上によりよく理解し、一般の方も漢

方が親しみ易くなっていくのではないか、と期待

し、感謝しています。

問い合わせ先
東通産業株式会社

ビジネス推進部門営業推進部

TEL：03-5572-7911

E-mail：edu-info@totsu.co.jp

URL：https://www.totsu.jp/inquiry/

スマートフォンに専用アプリをインストールして見学

木村孟淳記念　漢方資料館
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１．調査及び研究、公表・促進
１）ICTを活用した教育改善モデルの公表

人文・社会・自然科学の分野別に求められる学士力を考察
し、学士力の実現に向けてICTを活用した教育改善モデルの提
言を公表しています。また、インターネット上で多面的な視点
から知識を組み合わせる分野横断フォーラム型のPBLモデルの
研究を行っています。

２）ICTを活用したアクティブ・ラーニング等の研究
教育の質的転換に向けた教育改善を促進するため、ICTを活

用した能動的学修（アクティブ・ラーニング）への取り組み方策
等について関連する分野が連携して研究し、オープンに教員有志
による対話集会を開催し、理解の促進を図ることにしています。

３）授業改善調査，情報環境調査
教育の質的転換に向けて教育改善に対する教員の受け止め方

を把握するため「私立大学教員の授業改善調査」と情報環境の整
備状況を振り返り課題を整理するため「私立大学情報環境基本調
査」を実施、分析し、それぞれ白書を作成・公表しています。

４）情報教育のガイドライン研究
①分野別情報活用能力ガイドラインの公表

人文・社会・自然科学の各分野における情報活用能力の到
達目標、教育学習方法、学習成果の評価についてガイドライ
ンを公表しています。

②情報リテラシー教育のガイドラインの研究
「問題発見・解決を思考する枠組み」の獲得を通して、健全
な情報社会を構築するための知識・態度とICTに関する科学
的な理解・技能を統合した学修モデルを研究しています。

③情報倫理教育のガイドラインの公表
④情報専門人材教育の学修モデルとデータサイエンス教育の研究

イノベーションに関与できる構想力・実践力を培うための
教育モデルとして産学連携による分野横断型PBL学修の仕組
みのモデルを研究しています。また、文・理融合によるデー
タサイエンス教育の目標、内容・方法等を研究しています。

５）学修ポートフォリオの参考指針の公表
「学修ポートフォリオ」の研究としてポートフォリオ導入に

向けた共通理解の促進、ポートフォリオ情報の活用対策と教職
員の関り方、ICTを用いたeポートフォリオの構築・運用に伴う
留意点・課題についてを研究し、平成29年５月に参考指針をと
りまとめ、公表し、eポートフォリオシステムの導入・整備・
活用を呼びかけています。

本協会は、私立の大学、短期大学を設置する学校法人（正会員）
をもって組織していますが、その他に本協会の事業に賛同して支援
いただく関係企業による賛助会員組織があります。

本協会は、私立の大学・短期大学における教育の質の向上を図る
ため、情報通信技術の可能性と限界を踏まえて、望ましい教育改善
モデルの探求、高度な情報環境の整備促進、大学連携・産学連携に
よる教育支援の推進、教職員の職能開発などの事業を通じて、社会
の信頼に応えられる人材育成に寄与することを目的に、平成23年４

入会案内

設立の経緯
月１日に認定された新公益法人の団体です。　

本法人の淵源は、昭和52年に社団法人日本私立大学連盟、日本私
立大学協会、私立大学懇話会の三団体を母体に創立した私立大学等
情報処理教育連絡協議会で、その後、平成４年に文部省において社
団法人私立大学情報教育協会の設立が許可されました。

組　織
正会員は190法人（208大学、59短期大学）となっており、賛助

会員57社が加盟しています（会員数は2019年４月１日現在のもの
です）。会員については本誌の最後に掲載しています。

事業内容
６）「補助金活用による教育改革実現のための情報環境整備計画調

査による財政支援の提案

２．大学連携、産学連携による教育支援の振興及び推進
１）インターネットによる電子著作物（教育研究コンテンツ）の

相互利用の仲介・促進を図っています。また、ICT活用教育の
推進に向けて著作権法の改正を働きかけています。

２）情報系専門人材分野を対象とした「産学連携人材ニーズ交流
会」と「大学教員の企業現場研修」の支援及びICTの重要性を
学生に気づかせる「社会スタディ」を実施しています。

３．大学教員の職能開発及び大学教員の表彰
１）情報通信技術を活用したレフリー付きの教育改善の研究発表
２）教育指導能力開発のための情報通信技術の研究講習
３）教育改革に必要な教育政策及び情報通信技術の活用方法と対

策の探求
４）短期大学教育を強化するための情報通信技術を活用した教育

改革と教学マネジメント体制の研究
５）情報セキュリティの危機管理能力の強化を図るセミナー
６）ICTを駆使して業務改善に取り組む職員能力開発の研究講習

４．法人の事業に対する理解の普及
１）機関誌「大学教育と情報」の発行とWebによる公表
２）地域別事業活動報告交流会の実施

５．会員を対象としたその他の事業
１）情報化投資額の費用対効果の有効性評価と各大学へのフィー

ドバック
２）情報通信技術の活用、教育・学修支援、財政援助の有効活用

などの相談・助言
３）大学連携による授業支援、教材共有化、ｅラーニング専門人材の育

成、ｅラーニング推進の拠点校に対するマネージメント等の協力・
支援、「日本オープンオンライン教育推進協議会（JMOOC)」への支援

４）報道機関コンテンツの教育への再利用と問題への対応
５）教育改革FD/ICT理事長・学長等会議、教育改革事務部門管理

者会議の開催
６）教職員の知識・理解を拡大するためのビデオ・オンデマンド

の配信

正会員：本協会の目的に賛同して入会した私立の大学、短期大学を設
置する学校法人で、本協会理事会で入会を認められたもの。

入会資格

賛助会員：本協会の事業を賛助する法人または団体で本協会理事会で
入会を認められたもの。 



「大学教育と情報」投稿規程 （2008年５月改訂）

１．投稿原稿の対象
情報通信技術を活用した教育および環境に関する各種事例、例えば専門科目の授業における情報通信技術の活用や

情報リテラシー教育の事例、ネットワークの運用・管理の事例、その他海外情報など、大学等に参考となる内容を対
象とする。

また、企業による執筆の場合は、教育支援の代行、学内システム管理の代行、情報セキュリティなどの技術動向、
などをテーマとした、大学に参考となる内容を対象とする。

２．投稿の資格
原則として、大学・短期大学の教職員とする。

３．原稿の書き方
（１）字数

3,600字（機関誌２ページ）もしくは5,400字（機関誌３ページ）以内
（２）構成

本文には、タイトル、本文中の見出しをつける。（見出しの例：　１．はじめに　２．＊＊＊　３．＊＊＊）
（３）本文

Wordまたはテキスト形式で作成し、Wordの場合は、図表等を文章に挿入し作成する。
（４）図表等

図表等、上記字数に含む。（めやす：ヨコ７cm× タテ５cmの大きさで、約200字分）
１）写真：JPEGまたはTIFF形式とし、解像度600dpi程度とする。
２）ブラウザ画面：JPEGまたはTIFF形式とし、解像度600dpi程度とする。なお、画面中の文字を明瞭にしたい

場合はBITMAP形式とする。
３）その他図表：JPEG、TIFF、Excel、Word、PowerPointのいずれかの形式とする。

（５）本文内容
１）教育内容ついては、学問分野、授業での科目名、目的、履修対象者と人数、実施内容、実施前と後の比較、

教員や学生（TA等）への負担、教育効果（数値で示せるものがある場合）、学生の反応、今後の課題につい
て記述すること。

２）システム構築・運用については、構築の背景、目的、費用と時間、完成日、作成者、構築についての留意
点、学内からの支援内容（教員による作成の場合）、学内の反応、今後の課題について記述すること。

３）企業による紹介については、問い合せ先を明記する。

４．送付方法
本協会事務局へ以下のどちらかの方法で送付する。

１）電子メール：添付ファイルの容量が10MBを超える場合は、２）の通り郵送する。
２）郵送：データファイル（CD、MOに収録）とプリント原稿を送付する。

５．原稿受付の連絡
本協会事務局へ原稿が届いた後、１週間以内に事務局より著者へその旨連絡する。

６．原稿の取り扱い
投稿原稿は、事業普及委員会において取り扱いを決定する。

７．掲載決定通知
事業普及委員会において掲載が決定した場合は、掲載号を書面で通知し、修正を依頼する場合はその内容と期日に

ついても通知する。

８．校正
著者校正は初校の段階で１回のみ行う。その際、大幅な内容の変更は認めない。

９．「大学教育と情報」の贈呈
掲載誌を著者に５部贈呈する。希望に応じて部数を追加することは可能。

10．ホームぺージへの掲載
本誌への掲載が確定した原稿は、機関誌に掲載する他、当協会のホームページにて公開するものとする。

11．問い合わせ・送付先
公益社団法人私立大学情報教育協会事務局
TEL：03-3261-2798　FAX：03-3261-5473 E-mail:info@juce.jp

〒102-0073　千代田区九段北4-1-14　九段北TLビル4F
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北海学園大学・北海商科大学

森本　正夫（理事長）

公益社団法人  私立大学情報教育協会社員並びに会員代表者名簿
190法人（208大学　59短期大学）

（2019年６月１日現在）

名　簿

北海道医療大学

二瓶　裕之（情報センター長）

北海道情報大学

谷川　健（経営情報学部長）

東北学院大学

杉浦　茂樹（情報処理センター長）

東北工業大学

佐藤　篤（情報サービスセンター長）

東北福祉大学

大谷　哲夫（学長）

東日本国際大学・いわき短期大学

関沢　和泉（電算室長）

筑波学院大学

橋本　綱夫（理事長）

流通経済大学

井川　信子（総合情報センター長）

白鴎大学

黒澤　和人（情報処理教育研究センター長）

埼玉医科大学

椎橋　実智男（情報技術支援推進センター長）

十文字学園女子大学

岡本　英之（法人副本部長、事務局長）

城西大学・城西国際大学・城西短期大学

中村　俊子（情報科学研究センター所長）

女子栄養大学・女子栄養大学短期大学部

香川　明夫（理事長・学長）

駿河台大学

狐塚　賢一郎（メディアセンター長）

西武文理大学

野口　佳一（サービス経営学部教授）

獨協大学・獨協医科大学・姫路獨協大学

田中　善英（教育研究支援センター所長）

日本工業大学

辻村　泰寛（先進工学部教授）

文教大学

佐久間　拓也（湘南情報センター長）

文京学院大学

浜　正樹（情報教育研究センター長）

江戸川大学

波多野　和彦（情報化推進委員会委員長）

敬愛大学・千葉敬愛短期大学

森島　隆晴（教務部長）

秀明大学

大塚　時雄（秀明IT教育センター長）

淑徳大学

松山　恵美子（社会福祉学科長）

聖徳大学・聖徳大学短期大学部

川並　弘純（理事長・学長）

千葉工業大学

小宮　一仁（学長）

中央学院大学

市川　仁（学長）

帝京平成大学

礒部　大（教育開発・学修支援機構ICT活用教育部会）

東京歯科大学

井出　吉信（理事長・学長）

東洋学園大学

鵜瀞 恵子（共用教育研究施設長）

青山学院大学・青山学院女子短期大学

宋　少秋（情報メディアセンター所長）

大妻女子大学・大妻女子大学短期大学部

大澤　清二（総合情報センター所長）



学習院大学・学習院女子大学

山本　政人（計算機センター所長）

共立女子大学・共立女子短期大学

岡田　悟（共立女子短期大学生活科学科教授）

慶應義塾大学

中村　修（インフォメーションテクノロジーセンター所長）

恵泉女学園大学

大日向　雅美（学長）

工学院大学

馬場　健一（情報科学研究教育センター所長）

国際基督教大学

小瀬　博之（学修・教育センター長）

駒澤大学

青木　茂樹（総合情報センター所長）

実践女子大学・実践女子大学短期大学部

椎原　伸博（情報センター長）

芝浦工業大学

角田　和巳（工学部教授）

順天堂大学

木南　英紀（学長特別補佐）

上智大学・上智大学短期大学部

長嶋　利夫（情報システム室長）

昭和大学

久光　正（総合情報管理センター長）

昭和女子大学

金子　朝子（学長）

白梅学園大学・白梅学園短期大学

倉澤　寿之（情報処理センター長）

成蹊大学

石井　卓（高等教育開発・支援センター所長）

専修大学・石巻専修大学

松永　賢次（情報科学センター長）

創価大学・創価女子短期大学

木村　富美子（ｅラーニングセンター長）
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名　簿

桜美林大学

鈴木　克夫（大学アドミニストレーション研究科教授）

高千穂大学

寺内　一（学長）

拓殖大学・拓殖大学北海道短期大学

川名　明夫（学長）

玉川大学

渡邊　透（学生支援センター長）

中央大学

平野　廣和（情報環境整備センター所長）

津田塾大学

新田　善久（計算センター長）

帝京大学・帝京大学短期大学

冲永　佳史（理事長・学長）

東海大学・東海大学短期大学部・東海大学医療技術短期大学

中嶋　卓雄（情報教育センター所長）

東京医療保健大学

木村　哲（学長）

東京家政大学・東京家政大学短期大学部

保坂　克二（コンピュータシステム管理センター所長）

東京工科大学

田胡　和哉（メディアセンター長、コンピュータサイエンス学部教授）

東京女子大学

荻田　武史（情報処理センター長）

東京女子医科大学

丸　義朗（学長）

東京電機大学

小山　裕徳（総合メディアセンター長）

東京都市大学

山口　勝己（情報基盤センター所長）

東京農業大学・東京情報大学

髙橋　新平（コンピュータセンター長）

東京未来大学

横地　早和子（情報処理センター長）

東京理科大学

兵庫　明（理事、理工学部教授）

大東文化大学

水谷　正大（学園総合情報センター所長）
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名　簿

東洋大学

竹村　牧男（学長）

二松学舎大学

小町　邦明（事務局長）

日本大学・日本大学短期大学部

本橋　重康（副学長）

日本医科大学・日本獣医生命科学大学

林　宏光（ICT推進センター長）

日本歯科大学・日本歯科大学東京短期大学・日本歯科大学新潟短期大学

中原　泉（理事長・学長）

日本女子大学

長谷川　治久（メディアセンター所長）

法政大学

尾川　浩一（学術支援本部担当常務理事）

武蔵大学

荻野　紫穂（情報・メディア教育センター長）

武蔵野大学

上林　憲行（MUSICセンター長）

武蔵野美術大学

長澤　忠徳（学長）

明治大学

向殿　政男（顧問、名誉教授）

明治学院大学

鶴貝　達政（情報センター長）

立教大学

木村　忠正（メディアセンター長）

立正大学

小林　幹（情報環境基盤センター長）

早稲田大学

笠原　博徳（副総長）

神奈川大学

日野　晶也（常務理事）

神奈川工科大学

西村　広光（情報教育研究センター所長）

東邦大学

逸見　真恒（ネットワークセンター長）

産業能率大学・自由が丘産能短期大学

宮内　ミナミ（経営学部教授）

湘南工科大学

本多　博彦（メディア情報センター長）

フェリス女学院大学

春木　良且（情報センター長）

新潟薬科大学

寺田　弘（理事長・学長）

金沢工業大学

河合　儀昌（常任理事、情報処理サービスセンター所長）

福井工業大学

山西　輝他（情報メディアセンター長）

山梨学院大学・山梨学院短期大学

齊藤　実（情報基盤センター長）

岐阜医療科学大学・中日本自動車短期大学

山岡　一清（学長）

岐阜聖徳学園大学・岐阜聖徳学園大学短期大学部

石原　一彦（情報教育研究センター長）

中京学院大学・中京学院大学中京短期大学部

長野　正（理事長・学長）

中部学院大学・中部学院大学短期大学部

中川　雅人（総合研究センター副所長）

静岡産業大学

鷲崎　早雄（学長）

聖隷クリストファー大学

藤田　正人（教学事務統括センター長）

愛知大学・愛知大学短期大学部

岩田　員典（情報メディアセンター所長）

愛知学院大学・愛知学院大学短期大学部

佐藤　悦成（学長）

愛知学泉大学・愛知学泉短期大学

寺部　曉（理事長・学長）

愛知工業大学

鈴木　晋（計算センター長）

相模女子大学・相模女子大学短期大学部

富樫　慎治（学園事務部管財課長）
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名　簿

桜花学園大学・名古屋短期大学

大谷　岳（学長）

岡崎女子大学

鈴木　伸一（法人事務局長）

金城学院大学

岩崎　公弥子（マルチメディアセンター長）

至学館大学・至学館大学短期大学部

前野　博（情報処理センター長）

椙山女学園大学

米田　公則（学園情報センター長）

大同大学

朝倉　宏一（情報センター長）

中京大学

目加田　慶人（情報センター長）

中部大学

岡崎　明彦（総合情報センター長）

名古屋外国語大学・名古屋学芸大学

中西　克彦（理事長）

名古屋学院大学

伊藤　昭浩（学術情報センター長）

名古屋女子大学・名古屋女子大学短期大学部

越原　洋二郎（学術情報センター長）

南山大学・南山大学短期大学部

鳥巣　義文（学長）

日本福祉大学

児玉　善郎（学長）

名城大学

大津　史子（情報センター長）

皇學館大学

齋藤　平（教育開発センター長）

大谷大学・大谷大学短期大学部

浦山　あゆみ（研究・国際交流担当副学長）

京都外国語大学・京都外国語短期大学

由井　紀久子（副学長）

愛知淑徳大学

伊藤　真理（情報教育センター長）

京都産業大学

中井　透（副学長）

京都女子大学

中山　玲子（教務部長）

京都橘大学

松井　元秀（総務部長）

京都ノートルダム女子大学

萩原　暢子（図書館情報センター館長）

同志社大学・同志社女子大学

廣安　知之（副CIO、生命医科学部教授）

佛教大学

篠原　正典（情報推進室室長）

立命館大学・立命館アジア太平洋大学

森岡　真史（教学部長）

龍谷大学・龍谷大学短期大学部

白石　克孝（副学長、総合情報化機構長）

大阪医科大学・大阪薬科大学

濱田　松治（情報企画管理部長）

大阪学院大学・大阪学院大学短期大学部

坂口　清隆（事務局長）

大阪経済大学

小谷　融（副学長、情報社会学部教授）

大阪芸術大学・大阪芸術大学短期大学部

武村　泰宏（教務部システム管理センター長）

大阪工業大学・摂南大学・広島国際大学

吉野　正美（システム担当理事）

大阪歯科大学

辻林　徹（教育情報センター所長）

大阪樟蔭女子大学

森　眞太郎（理事長）

大阪女学院大学

小松　泰信（ラーニングソリューションセンター長）

大阪成蹊大学・びわこ成蹊スポーツ大学・大阪成蹊短期大学

山本　昌直（法人事務本部長）

京都光華女子大学・京都光華女子大学短期大学部

尾藤　恵津子（情報システム部長）
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名　簿

関西大学

柴田　一（インフォメーションテクノロジーセンター所長）

近畿大学・近畿大学短期大学部・近畿大学九州短期大学

井口　信和（総合情報基盤センター長）

四天王寺大学・四天王寺大学短期大学部

瀧藤　尊淳（理事長）

太成学院大学

足立　裕亮（理事長・学長）

帝塚山学院大学

津田　謹輔（学長）

阪南大学

加藤　清孝（副学長、情報センター長）

桃山学院大学

藤間　真（情報センター長）

大手前大学・大手前短期大学

森本　雅博（情報メディアセンター長）

関西学院大学

巳波　弘佳（学長補佐）

神戸学院大学

毛利　進太郎（図書館・情報支援センター所長）

神戸松蔭女子学院大学

稲澤　弘志（情報教育センター所長）

神戸女学院大学

出口　弘（情報処理センターディレクター）

神戸女子大学・神戸女子短期大学

中坊　武夫（学園情報センター長）

神戸親和女子大学

中植　正剛（学習教育総合センター長）

園田学園女子大学・園田学園女子大学短期大学部

難波　宏司（情報教育センター所長）

兵庫大学・兵庫大学短期大学部

高野　敦子（学修基盤センター長）

武庫川女子大学・武庫川女子大学短期大学部

山﨑 彰（副学長）

追手門学院大学

湯浅　俊彦（図書館・情報メディア部長）

畿央大学

冬木　正彦（理事長・学長）

帝塚山大学

向井　篤弘（副学長）

奈良学園大学

根岸　章（人間教育学部教授）

岡山理科大学・千葉科学大学・倉敷芸術科学大学

加計　晃太郎（理事長・総長）

吉備国際大学・九州保健福祉大学

加計　美也子（理事長・総長）

就実大学・就実短期大学

大崎　泰正（情報センター長）

ノートルダム清心女子大学

原田　豊己（学長）

広島工業大学

土井　章充（情報システムメディアセンター長）

広島国際学院大学・広島国際学院大学自動車短期大学部

神垣　太持（情報処理センター長）

広島女学院大学

下岡　里英（総合学生支援センター長）

広島文化学園大学・広島文化学園短期大学

田中　宏二（学長）

福山大学

金子　邦彦（共同利用副センター長（ICTサービス部門長））

高松大学・高松短期大学

山口　直木（情報処理教育センター長）

九州共立大学・九州女子大学・九州女子短期大学

宮本　和典（学術情報センター情報システム部長）

九州産業大学・九州産業大学造形短期大学部

下川　俊彦（総合情報基盤センター所長）

久留米工業大学

森　和典（学術情報センター長）

西南学院大学

吉武　春光（情報処理センター所長）

流通科学大学

中内　潤（理事長・学長）
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機関誌「大学教育と情報」アンケート
より充実した情報を掲載していくため、ご意見をお寄せ下さいますようお願いいたします。

＜ご回答方法＞
○　Web画面にご記入の上、送信　　http://www.juce.jp/jenquete/
○ 本ページをコピー、ご記入の上、FAX（03-3261-5473）にて送付

１．今号についてご感想やご意見をご記入下さい。

２．本誌で今後掲載してほしい内容についてご意見をご記入下さい。

３．ご回答いただいた方について、下記に該当するものを選択下さい（複数回答可）。

大学・短期大学の教員 大学・短期大学の職員
□　学部 □　教育支援部門 □　賛助会員の企業
□　教育支援部門 □　FD部門 □　その他
□　FD部門 □　情報センター部門
□　情報センター部門 □　管理部門

□　その他

第一薬科大学

櫻田　司（副学長）

筑紫女学園大学

荒巻　龍也（情報化・ICT活用推進センター長）

福岡大学

末次　正（CIO補佐、CISO補佐、情報基盤センター長）

福岡工業大学・福岡工業大学短期大学部

利光　和彦（情報基盤センター長）

福岡女学院大学・福岡女学院大学短期大学部

吉田　尚史（情報教育センター長）

長崎総合科学大学

下島　真（情報科学センター長、情報学部教授）

聖マリア学院大学

井手　悠一郎（IR室長）

崇城大学

坂井　栄治（総合情報センター長代行）

別府大学・別府大学短期大学部

西村　靖史（メディア教育・研究センター情報教育・研究部長）

宮崎産業経営大学

白石　敬晶（経営学部教授）

鹿児島国際大学

表　正幸（情報処理センター所長）

沖縄国際大学

平良　直之（情報センター所長）

戸板女子短期大学

小林　千春（学長）

熊本学園大学

得重　仁（ｅ－キャンパスセンター長）
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